
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

寒川町障がい者福祉計画 

（第３次寒川町障がい者計画 ・ 第４期寒川町障がい福祉計画） 

計画期間：平成２７年度から２９年度  
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はじめに 

 

 

 寒川町では、「障害者基本法」による「障がい者やさ 

しさプラン」（第２次寒川町障がい者計画）と「障害者 

総合支援法」に基づく、「第３期寒川町障がい福祉計画」 

を策定し、障がい福祉施策の推進に取り組んでまいりま 

した。 

 障がい者を取り巻く環境は、これまでの間、保健・医 

療・福祉・教育・まちづくりをはじめとするさまざまな 

分野で大きく変遷を遂げてきております。 

 また、平成２５年６月に「障害者差別解消法」が制定され、平成２８年４月

に施行されます。障がいに基づくあらゆる差別を禁止するとともに、障がいに

応じて必要な配慮が行われることにより、障がいの有無に関係なく、すべての

人が尊重しあいながら、地域で安心して暮らせる社会の実現を目指すことが重

要と考えます。 

 このような状況を踏まえ、今後の３年間を見据え、新たに「寒川町障がい者

福祉計画」を策定しました。この計画は、障がい福祉全般に関する施策を定め

る「障がい者計画」と障がい者が利用するサービスの見込量等を定める「障が

い福祉計画」を一体的に策定し障がい福祉施策全体がわかるようになっており

ます。 

 この計画では、「障がいのある人もない人も、地域の中で安心して暮らせる社

会を目指して」という基本理念のもと、障がい福祉分野に限らず、庁内が一体

となって幅広い施策と横断的な取り組みをすすめ、障がい者とその家族、支援

者、町民、行政がそれぞれの役割のもと連携・協力して取り組んでいくことと

しております。 

 最後に、本計画の策定にあたり、ご尽力頂きました「寒川町地域自立支援協

議会」の委員の皆様をはじめ、多くの貴重なご意見、ご提言を頂きました町民

の皆様に、心から敬意を表しますとともに深く感謝申し上げます。 

 

  平成２７年３月 

                     寒 川 町 長   木村 俊雄 

 

 



 

 



 

目目目目        次次次次    

    

第１章第１章第１章第１章    総総総総    論論論論・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１    

 １．計画策定の趣旨・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

 ２．計画の目的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

 ３．障がい者計画と障がい福祉計画について・・・・・・・・・・・・・４ 

 ４．計画の位置づけ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

 ５．計画の期間・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

 ６．計画の対象者・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

 ７．計画の推進体制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

  （１）計画の達成状況の点検及び評価 

  （２）計画の推進体制 

第２章第２章第２章第２章    障がい者等の現状障がい者等の現状障がい者等の現状障がい者等の現状・・・・・・・・・・・・・・・・１５・・・・・・・・・・・・・・・・１５・・・・・・・・・・・・・・・・１５・・・・・・・・・・・・・・・・１５    

 １．寒川町の現状・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

  （１）寒川町の概要 

  （２）障がい者数の推移 

  （３）障がい者数の将来推計 

  （４）障がい福祉サービス別支給決定の状況 

 ２．前障がい者計画（やさしさプラン）の検証・・・・・・・・・・・２２ 

第３章第３章第３章第３章    計画の理念計画の理念計画の理念計画の理念・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３５・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３５・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３５・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３５    

 １．基本理念・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３７ 

 ２．基本方針・目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３７ 

第４章第４章第４章第４章    第３次第３次第３次第３次障がい者計画障がい者計画障がい者計画障がい者計画・・・・・・・・・・・・・・・３９・・・・・・・・・・・・・・・３９・・・・・・・・・・・・・・・３９・・・・・・・・・・・・・・・３９    

    １．施策の体系・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４０ 

 ２．施策の展開・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４２ 

 

 

 

 



第５章第５章第５章第５章    第４期第４期第４期第４期障がい福祉計画障がい福祉計画障がい福祉計画障がい福祉計画・・・・・・・・・・・・・・５９・・・・・・・・・・・・・・５９・・・・・・・・・・・・・・５９・・・・・・・・・・・・・・５９    

    １．平成２９年度目標値の設定・・・・・・・・・・・・・・・・・・６１ 

  （１）施設入所者の地域生活移行に関する目標値 

  （２）入院中の障がい者の地域への移行に関する目標設定 

  （３）地域生活支援拠点等の整備 

  （４）福祉施設から一般就労への移行に関する目標設定 

  （５）障害児支援のための計画的な基盤整備 

 ２．障がい福祉サービスの種類と見込量・・・・・・・・・・・・・・６６ 

  （１）訪問系サービス 

  （２）日中活動系サービス 

  （３）居住系サービス 

  （４）相談支援 

  （５）障がい児通所支援 

  （６）障がい福祉サービス見込量確保のための方策 

 ３．地域生活支援事業の見込量・・・・・・・・・・・・・・・・・・８９ 

  （１）必須事業 

  （２）任意事業 

  （３）地域生活支援事業の見込量確保のための方策 

資資資資    料料料料    編編編編・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０９・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０９・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０９・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０９    

■アンケート調査結果の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１１ 

■アンケート調査結果の概要（難病） ・・・・・・・・・・・・・・・１５８ 

■寒川町内の障がい福祉サービス等提供事業者一覧 ・・・・・・・・・１７２ 

■計画策定までの経過 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７４ 

■寒川町地域自立支援協議会設置要領 ・・・・・・・・・・・・・・・１７７ 

■障がい福祉関係用語集 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８０ 

 

 

 

 

 

 

 

※本文中に記載されている福祉関係用語については   

※

の印をつけ、巻末の

「障がい福祉関係用語集」を掲載していますので、ご参照ください。 

「障害」と「障がい」の表記について 

 本計画では、「害」という漢字のイメージが否定的であるため、不快感を与えない

ように配慮して、法律、団体名、固有名詞等を除き、可能な限り「障がい」という表

記にしています。 
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※○新 の印は、制度改正や国の指針により、前計画から内容が一部変更に

なったもの、あるいは新しく創設されたものです。 
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 第第第第第第第第１１１１１１１１章章章章章章章章                総総総総総総総総        論論論論論論論論        

 

１１１１．計画策定の趣旨．計画策定の趣旨．計画策定の趣旨．計画策定の趣旨    

町では、平成２２年度に「障がいのある人もない人も、地域の中で安心して暮ら

せる社会を目指して」という基本理念のもと、「障がい者やさしさプラン（第２次

寒川町障がい者計画）」（計画期間:平成２３～２６年度）を策定し、障がい者福祉施

策を総合的かつ計画的に推進してまいりました。 

 

一方で、「障がい者やさしさプラン」に掲げる具体的な施策を展開していくうえ

で、障がい福祉サービス

※

や地域生活支援事業の必要な見込量とそれを確保するた

めの方策を定めた「第３期寒川町障がい福祉計画」（計画期間:平成２４～２６年度）

を平成２３年度に策定しました。 

 

 これまでの間、障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

(障害者総合支援法)

＊

の段階的施行や障害者虐待防止法

＊

、障害者優先調達推進法

＊

の施行といった障がい者に係わる新たな法制度が打ち出され、制度の変化に対応す

るためにも、両計画は調和を図りながら、一体的に進めていく必要がある計画です。 

 

 そこで、両計画が平成２６年度をもって終了することを機に、障がい福祉制度の

変革や新たなニーズに応えるために、これまでの取組状況を踏まえ、平成２７年度

から「寒川町障がい者福祉計画」として一体的に策定し、今後、一貫した障がい福

祉施策を効果的に推進してまいります。 

 

  なお、今後、制度改正等を踏まえ、必要に応じ計画期間中での計画の見直しもあ

りうることに留意します。 

 

本計画の策定にあたり、基礎資料とするため障がい者等を対象にアンケート調査 

 を実施し、ご意見を頂戴しております。 
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２２２２２２２２．．．．．．．．計計計計計計計計画画画画画画画画のののののののの目目目目目目目目的的的的的的的的        

  

 この計画は、「障害者基本法

＊

」第１１条第３項の規定により策定されている町の障

がい者計画と「障害者総合支援法」第８８条に規定されている障がい福祉サービス等

に関する事項を盛り込んだ障がい福祉計画を調和のとれた一体的な計画とするため

に「（仮称）寒川町障がい者福祉計画」として策定しました。 

 策定に当たっては、国や神奈川県の障がい者計画を基本とし、策定時の基本指針に

基づき、基本的には、これまでの前計画を継承し、必要な施策を着実に推進していく

ことを目的として策定しました。 

 

 

 

３３３３３３３３．．．．．．．．障障障障障障障障ががががががががいいいいいいいい者者者者者者者者計計計計計計計計画画画画画画画画とととととととと障障障障障障障障ががががががががいいいいいいいい福福福福福福福福祉祉祉祉祉祉祉祉計計計計計計計計画画画画画画画画ににににににににつつつつつつつついいいいいいいいてててててててて        

市市町町村村ににおおけけるる障障ががいい者者のの福福祉祉にに係係わわるる計計画画ににはは、、「「障障害害者者基基本本法法」」にに基基づづくく、、「「障障

害害者者計計画画」」とと「「障障害害者者総総合合支支援援法法」」にに基基づづくく、、「「障障害害福福祉祉計計画画」」のの２２つつのの法法定定計計画画がが

あありりまますす。。  

  

 障がい者計画 障がい福祉計画 

根 拠 法 令 障害者基本法 

（昭和４５年５月２１日施行） 

障害者総合支援法 

（平成２５年４月１日施行） 

位 置 づ け 障がい者の福祉に関する施策及び障

がいの予防に関する施策の総合的か

つ計画的な推進を図るための基本的

な計画 

障がい福祉サービス、相談支援及び地

域生活支援事業について、各年度の種

類ごとに必要な見込量とそれを確保

するための方策を定める計画 
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４４４４４４４４．．．．．．．．計計計計計計計計画画画画画画画画のののののののの位位位位位位位位置置置置置置置置づづづづづづづづけけけけけけけけ        

  

本町の町政運営における基本的な計画である「寒川町総合計画（さむかわ２０２０

プラン）」及び「寒川町地域福祉計画」の個別計画として位置づけるものであり、本

計画における「障がい者やさしさプラン（障がい者計画）」は、障害者基本法に基づ

く、障がい者施策全般におよぶ基本的な事項を定めた「障害者計画」と位置づけ、「障

がい福祉計画」は、障害者総合支援法に基づく、障がい福祉サービス、相談支援及び

地域生活支援事業についての各年度の種類ごとに必要な見込量等を定める実施計画

としての性格を有する「障害福祉計画」と位置づけます。 

 本計画は、本町の「寒川町総合計画（さむかわ２０２０プラン）」を基本とし、国

や県の障がい者計画に則したものにするとともに、「寒川町地域福祉計画」等、本町

の各計画等との整合を図ります。  

 

 

◆◆障障ががいい者者計計画画のの位位置置づづけけ◆◆      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

寒川町総合計画「さむかわ２寒川町総合計画「さむかわ２寒川町総合計画「さむかわ２寒川町総合計画「さむかわ２００００２０プラン」２０プラン」２０プラン」２０プラン」    

寒川町地域福祉計画 

障がい者やさし障がい者やさし障がい者やさし障がい者やさし

さプランさプランさプランさプラン    

障がい福祉計画障がい福祉計画障がい福祉計画障がい福祉計画    

高齢者保健福

祉計画(介護保

険事業計画) 

子ども・子育て

支援事業計画 

さ

む

か

わ

元

気

プ

ラ

ン 

連携 

地域福祉活動計画（寒川町社会福祉協議会） 

連

携

 

（仮称）障がい者福祉計画 

連携 

ス

ポ

ー

ツ

推

進

計

画 
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５５５５５５５５．．．．．．．．計計計計計計計計画画画画画画画画のののののののの期期期期期期期期間間間間間間間間        

        

障がい者計画と障がい福祉計画の調和を考慮し、一体的に策定することが望ましい

ため、計画期間は、平成２７年度から平成２９年度までの３年計画とします。 

 

◆◆計計画画期期間間◆◆      

平成

23年度

平成

24年度

平成

25年度

平成

26年度

平成

27年度

平成

28年度

平成

29年度

やさしさプラン

（障がい者）

計画

障がい福祉

計画

第２次障がい者計画第２次障がい者計画第２次障がい者計画第２次障がい者計画

第３期障がい第３期障がい第３期障がい第３期障がい福祉計画福祉計画福祉計画福祉計画

（仮称）（仮称）（仮称）（仮称）

障がい者福祉計画障がい者福祉計画障がい者福祉計画障がい者福祉計画

第２期第２期第２期第２期
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６６６６６６６６．．．．．．．．計計計計計計計計画画画画画画画画のののののののの対対対対対対対対象象象象象象象象者者者者者者者者        

 この計画における「障がい者」という範囲については、障害者総合支援法第

４条第１項及び第２項で定められているところの障がい者とします。 

具体的な状態でいうと、身体障がい、知的障がい、精神障がいに加え、難病

＊

患者、自閉症スペクトラム症

＊

、注意欠如・多動症

＊

、高次脳機能障がい

＊

などの

疾病や障がいのある方となります。 

障害者総合支援法関連障害者総合支援法関連障害者総合支援法関連障害者総合支援法関連サービスの対象者サービスの対象者サービスの対象者サービスの対象者    

障害者総合支援法は、障がいのある人の自立した日常生活や社会生活を可能とする

ために、必要な障がい福祉サービスに係る給付その他の支援を行うことを目的として 

おります。障がい福祉サービス及び支援事業の全体像は下図のような体系となってお

り、サービス及び支援の対象者は以下の通りとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 2４年４月より、障がい児支援の強化を図るため、児童福祉法に障がい児の通 

下図のような体系となっており、サービス及び支援の対象者は以下の通りとなりま 

 

 

障がい者 

障がい児 

難病患者 

 

○居宅介護 

○重度訪問介護 

○同行援護 

○行動援護 

○重度障害者等包括支援 

 

○共同生活援助 

○施設入所支援 

 

○相談支援事業 

○ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ支援事業 

○日常生活用具給付等事業 

○移動支援事業 

○地域活動支援センター機能

強化事業 

 

○生活介護 

○自立訓練 

○就労移行支援 

○就労継続支援 

○療養介護 

○短期入所 

自立支援給付 

地域生活支援事業 

訪問系サービス 

居住系サービス 

必須事業 

 

○訪問入浴サービス事業 

○日中一時支援事業 

○更生訓練費給付事業 

○社会参加促進事業 

任意事業 

日中活動系サービス 

○計画相談支援 

相談支援 
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○○○○
新新新新 児童福祉法関連サービス児童福祉法関連サービス児童福祉法関連サービス児童福祉法関連サービスの対象者の対象者の対象者の対象者    

平成 2４年４月より、障がい児

※

支援の強化を図るため、児童福祉法

＊

に障がい児の

通所支援の「児童発達支援」や「放課後等デイサービス」等を位置づけ、実施されて

おります。サービス及び支援事業の全体像は下図のような体系となっており、サービ

ス及び支援の対象者は以下の通りとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障がい児 

 

○児童発達支援 

○医療型児童発達支援 

○放課後等デイサービス 

○保育所等訪問支援 

 

障がい児支援 

 

障がい児通所支援 

 

○障がい児相談支援 

 

障がい児相談支援 
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（１）訪問系サービスの対象者 

サービス名サービス名サービス名サービス名    利用対象者利用対象者利用対象者利用対象者    

居宅介護 

障がい支援区分

※

が１以上（障がい児

※

の場合はこれに相当する心身の状

態）である人。ただし、通院介助（身体介護を伴う場合）を算定する場

合は、下記のいずれにも該当する人。 

（１）区分２以上に該当していること。 

（２）障がい支援区分の調査項目のうち、次に掲げる状態のいずれか一

つ以上に認定されていること。 

   ・「歩行」：「全面的な支援」 

   ・「移乗」「移動」：「見守り等の支援」、「部分的な支援」又は「全

面的な支援」 

   ・「排尿」「排便」：「部分的な支援」又は「全面的な支援」 

○
新 重度訪問介護 

重度の肢体不自由

※

者又は重度の知的障がい若しくは精神障がいにより

著しい困難を有する人であって、常時介護を要する人。 

具体的には、障がい支援区分が４以上で、次の（ア）又は（イ）のいず

れかに該当する人。 

（ア）下記のいずれにも該当すること。 

（１）二肢以上に麻痺等があること。 

（２）障がい支援区分の認定調査項目のうち「歩行」「移乗」 

「排尿」「排便」のいずれも「支援が不要」以外と認定 

されていること。 

（イ）障がい支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目等（１２項目） 

の合計点数が１０点以上である人。 

同行援護 

視覚障がい

※

により、移動に著しい困難を有する人等。 

具体的には障がい支援区分に関わりなく、「同行援護アセスメント調査

票」において下記のいずれにも該当する人。 

（１）「視力障がい」「視野障がい」「夜盲」いずれかが１点以上。 

（２）「移動障がい」の点数が１点以上。 

行動援護 

知的障がい又は精神障がいにより行動上著しい困難を有する人等で、常

時介護を要する人。 

具体的には、障がい支援区分が３以上で、障がい支援区分の認定調査項

目のうち行動関連項目等（１２項目）の合計点数が１０点以上（障がい

児の場合はこれに相当する支援の度合）である人。 

重度障害者等包括

支援 

常時介護を要する障がいのある人等であって、意思疎通を図ることに著

しい支障がある人のうち、四肢の麻痺及び寝たきりの状態にある人並び

に知的障がいまたは精神障がいにより行動上著しい困難を有する人。 

具体的には、障がい支援区分が６（障がい児の場合は区分６に相当する

支援の度合）に該当する人のうち、意思疎通に著しい困難を有する人で

次の（ア）又は（イ）のいずれかに該当する人。 

（ア）重度訪問介護の対象であって、四肢すべてに麻痺等があり、寝た

きり状態にある障がいのある人のうち、下記のいずれかに該当す

る人。 

（１）人工呼吸器による呼吸管理を行っている身体障がいのある人。 

（２）最重度知的障がいのある人。 

（イ）障がい支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目等（１２項目）

の合計点数が１０点以上である人。 
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（２）日中活動系サービスの対象者 

サービス名サービス名サービス名サービス名    利用対象者利用対象者利用対象者利用対象者    

生活介護 

入浴、排せつ及び食事等の介護、創作的活動又は生産活動の機会の提供、

その他の必要な援助を要する障がいのある人であって、常時介護を要す

る人。 

具体的には、地域や入所施設において、安定した生活を営むため、常時

介護等の支援が必要な人として次に掲げる人。 

（１）障がい支援区分が３（障がい者支援施設に入所する場合は区分４）

以上である人。 

（２）年齢が５０歳以上の場合は、障がい支援区分が２（障がい者支援

施設に入所する場合は区分３）以上である人。 

（３）障がい者支援施設に入所する人であって障がい支援区分４（５０

歳以上の場合は障がい支援区分３）より低い人のうち、指定特定

相談支援事業者によるサービス等利用計画案の作成の手続きを経

た上で、町が利用の組み合わせの必要性を認めた人。 

自立訓練 

＜機能訓練＞ 

地域生活を営む上で、身体機能・生活能力の維持・向上等のため、一定

の支援が必要な身体に障がいのある人又は難病等対象の人。 

具体的には、次に該当するような人。 

（１）入所施設・病院を退所・退院した人で、地域生活への移行等を図

る上で、身体的リハビリテーション

※

の継続や身体機能の維持・

回復などの支援が必要な人。 

（２）盲・ろう・養護学校

※

を卒業した人で、地域生活を営む上で、身体

機能の維持・回復などの支援が必要な人。 

＜生活訓練＞ 

地域生活を営む上で、生活能力の維持・向上等のため、一定の支援が必

要な知的障がいや精神障がいのある人。 

具体的には、次に該当するような人。 

（１）入所施設・病院を退所・退院した人で、地域生活への移行を図る

上で、生活能力の維持・向上などの支援が必要な人。 

（２）盲・ろう・養護学校を卒業した人や、継続した通院により症状が

安定している人等で、地域生活を営む上で、生活能力の維持・向

上などの支援が必要な人。 

宿泊型自立訓練 

地域生活を営む上で、生活能力の維持・向上等のため、一定の支援が必

要な知的障がいや精神障がいのある人のうち、日中、一般就労

※

や障が

い福祉サービスを利用している人等で、地域移行に向けて一定期間、居

住の場を提供して帰宅後における生活能力等の維持・向上のための訓

練、その他の支援が必要な知的障がいや精神障がいのある人。 

就労移行支援 

就労を希望する６５歳未満の障がいのある人で、通常の事業所に雇用さ

れることが可能と見込まれる人。 

具体的には、次に該当するような人。 

（１）就労を希望する人で、単独で就労することが困難であるため、就

労に必要な知識及び技術の習得若しくは就労先の紹介、その他の支

援が必要な６５歳未満の人。 

（２）あん摩マッサージ指圧師免許、はり師免許又はきゅう師免許を取

得することにより、就労を希望する人。 
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サービス名サービス名サービス名サービス名    利用対象者利用対象者利用対象者利用対象者    

就労継続支援Ａ型 

（雇用型） 

企業等に就労することが困難な人で、雇用契約に基づき、継続的に就労

することが可能な６５歳未満の人（利用開始時６５歳未満の人）。 

具体的には、次に該当するような人。 

（１）就労移行支援事業を利用したが、企業等の雇用に結びつかなかっ

た人。 

（２）盲・ろう・養護学校を卒業して就職活動を行ったが、企業等の雇

用に結びつかなかった人。 

（３）企業等を離職した人等就労経験のある人で、現に雇用関係がない

人。 

就労継続支援Ｂ型 

（非雇用型） 

就労移行支援事業等を利用したが一般企業等の雇用に結びつかない人

や、一定年齢に達している人などで、就労の機会等を通じ、生産活動に

かかる知識及び能力の向上や維持が期待される人。 

具体的には、次に該当するような人。 

（１）就労経験がある人で、年齢や体力の面で一般企業に雇用されるこ

とが困難となった人。 

（２）就労移行支援事業を利用（暫定支給決定での利用を含む）した結

果、B型の利用が適当と判断された人。 

（３）上記に該当しない人で、５０歳に達している人又は障害基礎年金

※

１級受給者。 

療養介護 

機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護、日常生

活上の世話、その他の必要な医療を要する障がいのある人で常時介護を

要する人。 

具体的には、病院等への長期の入院による医療的ケアに加え、常時の介

護を必要とする障がいのある人として次に掲げる人。 

（１）筋萎縮性側索硬化症（ALS）患者等気管切開を伴う人工呼吸器に

よる呼吸管理を行っている人で、障がい支援区分が６の人。 

（２）筋ジストロフィー患者又は重症心身障がい

※

のある人で、障がい支

援区分が５以上の人。 

短期入所 

居宅において介護を行う人の疾病、その他の理由により、障がい者支援

施設、児童福祉施設等への短期間の入所を必要とする障がいのある人。 

具体的には、次に該当するような人。 

（１）障がい支援区分が１以上である障がいのある人。 

（２）障がい児に必要とされる支援の度合に応じて厚生労働大臣が定め

る区分が１以上に該当する障がい児。 
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（３）居住系サービスの対象者 

サービス名サービス名サービス名サービス名    利用対象者利用対象者利用対象者利用対象者    

共同生活援助 

(グループホーム) 

障がいのある人（身体の障がいにあっては、６５歳未満の人又は６５歳

に達する日の前日までに障がい福祉サービス若しくはこれに準ずるもの

を利用したことがある人に限る）。 

施設入所支援 

（１）生活介護を受けている人で、障がい支援区分が４（５０歳以上の

人にあっては区分３）以上である人。 

（２）自立訓練又は就労移行支援を受けている人で、入所しながら訓練

等を実施することが必要かつ効果的であると認められる人又は地

域における障がい福祉サービスの提供体制の状況、その他のやむ

を得ない事情により、通所によって訓練等を受けることが困難な

人。 

（３）生活介護を受けている人で障がい支援区分４（５０歳以上の場合

は障がい支援区分３）より低い人のうち、指定特定相談支援事業

者によるサービス等利用計画案の手続きを経た上で、町が利用の

組み合わせを認めた人。 

（４）就労継続支援Ｂ型を受けている人のうち、指定特定相談支援事業

者によるサービス等利用計画案の作成の手続きを経た上で、町が

利用の組み合わせの必要性を認めた人。 
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（４）障がい児通所系サービスの対象者 

サービス名サービス名サービス名サービス名    利用対象者利用対象者利用対象者利用対象者    

○
新 児童発達支援 

療育

※

の観点から集団療育及び個別療育を行う必要があると認められる

未就学の障がい児。具体的には、次に該当するような人。 

（１）町が行う乳幼児健診等で療育の必要性があると認められた児童。 

（２）保育所や幼稚園に在籍しているが、併せて指定児童発達支援事業

所で、専門的な療育・訓練を受ける必要があると認められた児童。 

○
新 医療型児童発

達支援 

肢体不自由があり、理学療法等の機能訓練又は医療的管理下での支援が

必要であると認められた障がい児。 

○
新 放課後等デイ

サービス 

学校教育法第一条に規定している学校（幼稚園及び大学を除く）に就学

しており、授業の終了後又は休業日に支援が必要と認められた障がい児。 

○
新 保育所等訪問

支援 

保育所、その他の児童が集団生活を営む施設として厚生労働省令で定め

るものに通う障がい児で、当該施設を訪問し、専門的な支援が必要と認

められた障がい児。 

 

（５）相談支援の対象者 

サービス名サービス名サービス名サービス名    利用対象利用対象利用対象利用対象者者者者    

計画相談支援 障がい福祉サービス又は地域相談支援を利用する全ての障がいのある人 

○
新 障がい児相談

支援 

障がい児通所支援を利用する全ての障がいのある児童。 

地域移行支援 

障がい者支援施設等に入所している障がいのある人又は精神科病院に入

院している精神障がいのある人その他の地域における生活に移行するた

めに重点的な支援を必要とする人。具体的には、次に該当するような人。 

（１）障がい者支援施設、のぞみの園、児童福祉施設又は療養介護 

を行う病院に入所している障がいのある人。 

（２）精神科病院に入院している精神障がいのある人。 

（３）救護施設又は更生施設に入所している障がいのある人。 

（４）刑事施設（刑務所、少年刑務所、拘置所）、少年院に収容されて

いる障がいのある人。 

（５）更生保護施設に入所している障がいのある人又は自立更生促進セ

ンター、就業支援センター若しくは自立準備ホームに宿泊してい

る障がいのある人。 

地域定着支援 

居宅において単身等で生活する障がいのある人。具体的には、次に該当

するような人。 

（１）居宅において単身のため緊急時の支援が見込めない状況にある人。 

（２）居宅において家族と同居している障がいのある人でも、当該家族

等が障がい、疾病等のため、障がいのある人に対し、当該家族等

による緊急時の支援が見込めない状況にある人。尚、障がい者支

援施設等や精神科病院から退所・退院した人の他、家族との同居

から一人暮らしに移行した人や地域生活が不安定な人等も含む。 
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７．計画の推進体制７．計画の推進体制７．計画の推進体制７．計画の推進体制    

（１）（１）（１）（１）計画の達成状況の点検及び評価計画の達成状況の点検及び評価計画の達成状況の点検及び評価計画の達成状況の点検及び評価    

本計画の内容は、福祉、保健、教育、都市整備、防災等広範囲にわたっており、

目標を実現するには関係部署の連携により、効果的かつ計画的に取り組む必要があ

ります。そこで、障がい福祉計画の推進にあたっては、福祉部を中心とした庁内の

横断的な連携を図ってまいります。 

また、本計画を着実に推進するために、「寒川町地域自立支援協議会

＊

」において、 

 分析、評価を行うとともに、庁内で実施している町総合計画後期基本計画実施事業 

 進行管理を活用し、達成状況や施策の効果を検証してまいります。 

 

 

（（（（（（（（２２２２２２２２））））））））計計計計計計計計画画画画画画画画のののののののの推推推推推推推推進進進進進進進進体体体体体体体体制制制制制制制制        

  ①①①①①①①①障障障障障障障障ががががががががいいいいいいいいののののののののああああああああるるるるるるるる人人人人人人人人、、、、、、、、町町町町町町町町民民民民民民民民等等等等等等等等のののののののの意意意意意意意意見見見見見見見見のののののののの反反反反反反反反映映映映映映映映        

   ・計画を推進していくためには、障がいのある人、その保護者、障がい者団体、 

町民等との協議・意見交換を行うとともに、町民の意見や提言を各施策に取 

り入れられるよう努め、計画の策定・見直しに反映させていきます。 

 

  ②②②②②②②②町町町町町町町町民民民民民民民民へへへへへへへへのののののののの情情情情情情情情報報報報報報報報提提提提提提提提供供供供供供供供のののののののの充充充充充充充充実実実実実実実実        

   ・国や県からの情報収集、近隣市町村との情報交換を密に行い、障がいのある 

人や保護者等に向けた障がい福祉施策の情報提供の充実を図ります。 

   ・本計画の進捗状況報告及び協議会の運営状況については、ホームページ等で 

公表していきます。 

 

  ③③③③③③③③各各各各各各各各施施施施施施施施策策策策策策策策のののののののの実実実実実実実実行行行行行行行行にににににににに向向向向向向向向けけけけけけけけたたたたたたたた財財財財財財財財源源源源源源源源のののののののの確確確確確確確確保保保保保保保保        

   ・本計画で位置づけられた各施策を着実に推進していくためには、必要な財源 

の確保に努めていきます。 

 

  ④④④④④④④④関関関関関関関関係係係係係係係係機機機機機機機機関関関関関関関関ととととととととのののののののの連連連連連連連連携携携携携携携携        

   ・各施策を展開していくためには、地域社会を構成する町民、サービス提供事 

業者、企業、ボランティア

※

等などが協働の視点に立って、それぞれの役割 

を果たすとともに、相互に連携を図りながら、本計画に位置づけられた各施 

策の実行に向けて取り組んでいきます。 
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※○新 の印は、制度改正や国の指針により、前計画から内容が一部変更に

なったもの、あるいは新しく創設されたものです。 
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 第第第第第第第第２２２２２２２２章章章章章章章章                障障障障障障障障ががががががががいいいいいいいい者者者者者者者者等等等等等等等等のののののののの現現現現現現現現状状状状状状状状        

    

１．寒川町１．寒川町１．寒川町１．寒川町の現状の現状の現状の現状    

（１）（１）（１）（１）人口の推移人口の推移人口の推移人口の推移    

町の人口は、平成２６年４月１日現在で４７，３８５人となり、平成２１年から若

干の減少傾向となっております。 

 

区分 平成２１年 平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 

総人口 ４７,７１２ ４７,６９７ ４７,４７９ ４７,４４６ ４７,３６７ ４７,３８５ 

※各年の総人口は４月１日現在 

（２）（２）（２）（２）障がい者数の推移障がい者数の推移障がい者数の推移障がい者数の推移    

平成２６年４月１日現在、町の身体障害者手帳

※

・療育手帳

※

・精神障害者保健福祉

手帳

※

の所持者数は２，１２６人、その推移は、下表のとおりで、総人口に占める割

合は４．４８％となっています。 人口の推移と比較すると年々伸び率が上昇してい

る傾向があり、特に精神に障がいのある人の伸びは顕著です。 

 

 

  平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 

身体障がい者

※

 １,３５６ １,３４４ １,３４５ １,３７９ 

身体障がい児 ４１ ４０ ４０ ３９ 

知的障がい者

※

 ２１８ ２２８ ２３６ ２３９ 

知的障がい児 ８０ ８３ ９１ １０８ 

精神障がい者

※

 ２７６ ２８９ ３２１ ３６１ 

合  計 １,９７１ １,９８４ ２,０３３ ２,１２６ 

対人口比率 ４.１５% ４.１８% ４.２９% ４.４８％ 

（資料：寒川町福祉課調べ 各年４月１日現在） 
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身体障がい者（身体障害者手帳所持者）数は、平成２６年４月１日現在で１，４

１８人となっていて、平成２３年と比べ、約１．５％の増加となっています。 

 

◆等級・障がい別人数集計              （平成２６年４月１日現在） 

障がい別 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 計 

視覚障がい ４２ ２４ １４ ８ １８ ３ １０９ 

聴覚障がい

※

 ９ ３６ １７ ２９ ２ ４６ １３９ 

平衡機能障がい ０ ０ ０ ０ １ ０ １ 

音声機能障がい ４ １ ５ １ ０ ０ １１ 

言語機能障がい １３ ７ ２ ４ ０ ０ ２６ 

肢体不自由 １８６ １６５ １４５ ２１２ ５８ ２９ ７９５ 

心臓機能障がい １６９ ２ １５ １３ ０ ０ １９９ 

腎臓機能障がい １１９ ０ ３ ０ ０ ０ １２２ 

呼吸器機能障がい ８ ２ １５ ２ ０ ０ ２７ 

膀胱直腸障がい ４ ２ ６ ５８ ０ ０ ７０ 

咀嚼機能障がい １ ０ ０ １ ０ ０ ２ 

小腸機能障がい ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

肝臓機能障がい ３ ０ ０ ０ ０ ０ ３ 

その他内部障がい

※

 ０ ４ １ ２ ０ ０ ７ 

計 ５５８ ２４３ ２２３ ３３０ ７９ ７８ １,５１１ 

重複者 ６０ ２３ ６ ２ ２ ０ ９３ 

実数 ４９８ ２２０ ２１７ ３２８ ７７ ７８ １,４１８ 

※障がいが重複している人がいるため、本来存在しない等級にカウントされている場合があ

ります。（他の障がいで等級がついている場合など） 

 

 

 

知的障がい者（療育手帳所持者）数は、平成２６年４月１日現在で３４７人とな

っていて、平成２３年と比べ、約１６％の増加となっています。 

    

 ◆知的障がい者数（療育手帳所持者数） 

（単位：人）    

重度 中度 軽度 合計 

１３９ ８６ １２２ ３４７ 

      （平成２６年４月１日現在） 
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精神障がい者（精神障害者保健福祉手帳所持者）数は、平成２６年４月１日現在

で３６１人となっていて、平成２３年度と比べ、約３０％の増加となっています。 

 

 ◆精神障害者保健福祉手帳等級別件数 

（単位：人） 

１級 ２級 ３級 合計 

５７ ２１２ ９２ ３６１ 

（平成２６年４月１日現在）    

    

    

 ◆保険別自立支援医療

※

(精神通院)件数 

（単位：人） 

被保険者 被扶養者 国民健康保険 生活保護 その他 合計 

７９ １５９ ２５４ １０３ １８ ６１３ 

（平成２６年４月１日現在）    
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（３）（３）（３）（３）障がい者数の障がい者数の障がい者数の障がい者数の将来将来将来将来推計推計推計推計    

平成 23 年度から平成 26 年度の間、すべての障がい者数について、増加の傾向が

あります。特に知的障がい者と精神障がい者の高い伸びを鑑みると、今後も引き続き

増加の傾向は変わらないと予測しています。 

本計画の最終年となる平成 29 年の障がい者数を見込むに当たりまして、平成 26

年度から平成 29 年度までの各障がい者手帳の増加率が、平成２３年度から平成２６

年度までの増加率と同等であると仮定し、推計を行いました。 

その結果、平成 2９年 4 月 1 日の身体障がい者数は１，４３９人、知的障がい者

は４０４人、精神障がい者は４７２人。合計は２，３１５人と見込みます。 
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（４（４（４（４））））障がい福祉サービス別支給決定の状況障がい福祉サービス別支給決定の状況障がい福祉サービス別支給決定の状況障がい福祉サービス別支給決定の状況        

平成２６年１０月１日現在の町の事業種別ごとの支給決定人数、支給決定量は、下

表のとおりとなっています。 

   （平成２６年１０月１日現在） 

 

サービス名称 

支給決定 

人数 支給量 単位 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

自立支援自立支援自立支援自立支援

給付給付給付給付    

サービスサービスサービスサービス    

居宅介

護 

身体介護 
３６ ６８６ 時間 

通院等介助（身体あり） 
５ ７０ 時間 

家事援助 
４６ ７２４ 時間 

通院等介助（身体なし） 
１ ７ 時間 

通院等乗降介助 
４ ８２ 回 

重度訪問介護 
０ 0 時間 

同行援護 
１５ ４９４ 時間 

行動援護 
０ 0 時間 

重度障害者等包括支援 
０ 0 日 

生活介護 
９８ ２０８８ 日 

自立訓練（機能訓練） 
２ ３４ 日 

自立訓練（生活訓練） 
０ 0 日 

就労移行支援 
１０ ２３０ 日 

就労継続支援Ａ型 
３ ６９ 日 

就労継続支援Ｂ型 
７８ １７１０ 日 

療養介護 
７  日 

短期入所 
６２ ５１７ 日 

共同生活援助 
３７  日 

施設入所支援 
４５  日 

計画相談支援 
１４１    

    

    

○○○○
新新新新 障が障が障が障が

い児通所い児通所い児通所い児通所

支援支援支援支援    

○
新 児童発達支援 

１８ ２７９ 日 

○
新 放課後等デイサービス 

８ ７５ 日 

○
新 保育所等訪問支援 

０ 0 日 

○
新 障害児相談支援 

７   
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２．前障がい２．前障がい２．前障がい２．前障がい者者者者計画計画計画計画（やさしさプラン）（やさしさプラン）（やさしさプラン）（やさしさプラン）の検証の検証の検証の検証    

前計画の評価にあたっては、前計画に盛り込まれている具体的施策の実施状

況についての評価をしました。評価手法としましては、具体的施策に該当する

事業を実施しているかという視点により、「実施している＝○」、「実施途中や休

止等＝△」、「実施していない＝×」で評価をしています。なお、実施状況につ

きましては関係機関が実施していることも状況として載せています。 

 

（（（（１）啓発・広報１）啓発・広報１）啓発・広報１）啓発・広報    

町では、広報活動等としまして、広報紙掲載・ホームページ掲載、関係機関

に制度案内の配布等を実施しています。 

具体的施策具体的施策具体的施策具体的施策    事業・取組事業・取組事業・取組事業・取組    / / / / 実施状況実施状況実施状況実施状況    評価評価評価評価    

① 広報、啓発活動

の推進 

広報紙やホームページ、ポスター等を通じて、障がい及び障がいのある人や

障がい福祉に対する町民の理解を深めます。 

・障がいの理解を深めるためのポスターやリーフレットを作成、公共施設

や町内事業所へ配布。産業まつりや展示即売会において啓発を行う。 

・障害者週間

＊

に各福祉団体の活動等を町広報で周知。 

・ホームページの随時更新。 

○ 

町役場や福祉関係機関等に設置するパンフレット等の内容の一層の充実に取

り組みます。 

・障がい者マークや施設等の料金割引一覧を寒川町障がい福祉ガイドブッ

クに掲載するなど情報提供に努める。 

・ガイドブックの年次更新と平成 25 年度よりホームページにて公開。 

○ 

② 障がい及び障

がいのある人に対

する理解の促進 

障がいのある人が作った手作り品等を庁舎内で展示することにより、町民と

のふれあいの場を提供し、障がい者理解の促進を図ります。 

・平成 24 年度の障害者週間より、町役場本庁舎等で寒川町事業所連絡会

主催による町内事業所の作品等の展示即売会を実施。 

・自閉症児者の作品展を町役場１階で毎年１月下旬に開催。 

○ 

障がい及び障がいのある人に対し関心と理解を深めるため、「障害者週間」を

中心に障がい者団体等と連携し、作品展示会の実施、広報紙の活用やリーフ

レットの配布等をし、障がいに対する理解を深める啓発活動を推進していき

ます。 

・障害者週間に展示即売会を実施。 

・平成２５年度に自立支援協議会において、障がいの理解を深めるための

リーフレットを作成、展示即売会や町産業まつりでの啓発活動に活用。 

・町広報に障害者週間について掲載、障がいに対する理解を周知した。 

○ 
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③ ボランティア

活動の支援 

町社会福祉協議会が行っているボランティア活動の状況等について情報収集

に努め、広報紙や障がい福祉ガイドブック、ホームページを通じて、ボラン

ティア活動の紹介、募集、講座の案内等をし、障がいのある人をはじめ広く

町民に対してボランティア活動の内容や実態に関する情報提供を行っていき

ます。 

・社会福祉協議会の実施するサポートさむかわを障がい福祉ガイドブック

に掲載。 

・「寒川町町民ボランティア団体等登録制度要綱」に基づき、ボランテイア

団体の登録とホームページで登録団体の紹介を行っている。 

○ 

④ 地域交流行事

等への参加支援 

「スポーツ教室」「パソコン教室」等に、障がいのある人が積極的に参加して

いけるよう支援します。 

・「スポーツ教室」への参加は積極的に声かけを行い、問い合わせ等があっ

た場合や手帳説明会でも紹介。 

・障害者団体の主催する「パソコン教室」は、町広報で周知。 

○ 

⑤ 権利擁護

＊

の

推進 

障がいのある人の権利擁護等の援助を行う県の「かながわ成年後見推進セン

ター

＊

」の存在や、町社会福祉協議会で実施している日常生活自立支援事業

※

の内容についての周知に努め、関係機関との連携を強化していきます。 

・日常生活自立支援事業については、相談があった場合や金銭管理の必要

性がある状況の時に紹介、町社会福祉協議会と連携を図っている。 

・かながわ成年後見推進センターについては、障がい福祉ガイドブックに

掲載し、情報提供。 

・町内在住者を対象に成年後見制度

＊

に関する様々な相談に行政書士がお

応えする相談を実施。 

○ 
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（２）生活支援（２）生活支援（２）生活支援（２）生活支援        

  障がい福祉サービスの支給決定や各事業の実施を通じて、障がいのある人

の生活を支援しています。 

具体的施策具体的施策具体的施策具体的施策    事業・取組事業・取組事業・取組事業・取組    / / / / 実施状況実施状況実施状況実施状況    評価評価評価評価    

① 相談支援事業

の充実 

障がいのある人が地域で安心して生活できるよう、委託相談支援事業者と連

携しながら困難ケース等については関係機関との会議（検討及び協議）を開

催し、問題解決に向けて調整を行います。また、地域の団体（民生委員・児

童委員

※

、自治会等）の協力を得ながら、判断能力が十分でない障がいのある

人に対しての見守り体制づくりを行います。 

・困難ケースに限らず必要に応じて関係機関と会議を行っている。また、

民生委員に障がいのある方の家に定期的に訪問をしてもらう等見守り

をしてもらっている。 

・平成２４年度に町内の信用金庫と地域の見守りに関する協定を締結し、

見守り体制づくりを行っている。 

○ 

相談支援を適切に実施してくために、担う人材の育成や相談支援に関する周

知を図ることで相談支援事業を充実させ、障がいのある人のニーズに応じた

サービスが提供できるよう努めます。 

・窓口での相談に対し、ニーズや必要に応じて相談支援事業所の紹介。 

・相談支援専門員の研修の周知を図る。 

○ 

民生（児童）委員や身体障がい者相談員、知的障がい者相談員及び委託相談

支援事業者の存在や相談・支援活動内容について広く周知し、障がいのある

人やその家族が利用しやすいような環境づくりを行います。 

・障がい福祉ガイドブック、ホームページを通じて周知を図っている。 

・平成２５年度には障がいのある人が気軽に立ち寄れる「ほっとすぺーす」

を町内の事業所９カ所に開設。 

・平成２６年度より、自立支援協議会で作成した「さむかわしょうがいふ

くしまっぷ」を通じて、事業所等必要な情報を提供している。 

○ 

介護保険制度と障がい福祉サービス等をはじめとする障がい者施策との調整

を図りながら、サービス利用者に適切なサービスを提供できるよう関係各課

と連携を図ります。 

・介護保険主管課と連携し、介護保険で対応ができない場合は障がい福祉

施策で対応する等の調整を行っている。 

○ 
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② 専門的な相談

体制の充実 

専門性が求められる多様な相談内容に応じられるよう、児童相談所

※

、茅ヶ崎

保健福祉事務所、総合療育相談センター等の各機関と連携を図り、相談体制

を充実します。 

・ケース会議等を通じて関係各課との連携強化を図り、的確な相談と援助、

サービスへのつなぎ機能の充実を図ります。 

・ケースに応じて関係機関とは連携を図り、対応をしている。 

○ 

地域自立支援協議会の機能を強化し、地域の関係機関によるネットワークの

構築や地域の実態や課題等の情報を共有し、社会資源の開発・改善など、障

がいのある人のニーズの実現に必要なことについて協議・検討していきます。 

・障がいのある人が気軽に立ち寄れる「ほっとすぺーす」を自立支援協議

会で検討し、平成２５年度に９カ所開設。 

○ 

③ 障がい福祉サ

ービスの充実 

訪問系サービス（居宅介護・重度訪問介護等）については、障がいのある人

の居宅生活を支えるサービスとなるため、サービス量の確保とともに障がい

に応じた適切なサービスが提供できるよう、関係機関に各種研修会への参加

を働きかけます。 

・実施計画にあたる「第３期障がい福祉計画」にサービスの見込量を位置

づけ、確保に努めている。 

△ 

短期入所及び居宅介護においては、今後サービスの利用が増加することを踏

まえ、関係機関と連携し、利用促進を図ります。 

・相談に応じて、必要なサービスの支給決定を行う。 

○ 

日中活動系サービス（生活介護、就労移行支援、就労継続支援（Ａ・B 型）

等）については、地域における障がいのある人の日中活動の場となるため、

サービス提供事業所と連携し、適切なサービス量が確保できるよう努めます。 

・関係機関と連携を図りながら、対応をしている。 

・平成２５年１月より社会福祉法人

※

へ働きかけ、町総合体育館内に就労

継続支援Ｂ型事業所「ほっとカフェつくし」をオープン。 

○ 

④ 地域生活支援

事業の充実 

居住系サービス（共同生活援助、共同生活介護等）においては、障がいのあ

る人が安心して地域生活が送れるよう、町内にグループホームやケアホーム

を新規設置する事業者に対し、備品購入費の一部助成及び設置にあたっての

相談、調整等の支援を行います。また、障がいのある人がグループホームや

ケアホームに入居した場合、家賃の一部を引き続き助成します。 

・グループホーム等の新規設置に対する備品購入費の一部助成等の支援に

ついては、問合せ等があった場合に予算措置の検討を行う。 

・家賃助成については、平成 23 年 10 月 1 日より国の制度が開始された

ため、町では国の制度へ移行。 

△ 
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必須事業（相談支援事業、コミュニケーション支援事業、日常生活用具等給

付事業、移動支援事業等）については、利用者のニーズを踏まえながら各事

業におけるサービス量を確保するとともに、サービスの利用促進を図るため、

サービス内容のわかりやすい情報提供に努めます。 

・コミュニケーション事業について、サービス提供の人材育成の講習会を

実施。登録通訳者への研修も行い、サービス提供の質の向上に努める。 

・その他日常生活用具等給付事業や移動支援事業は、状況を勘案しながら、

サービスの提供等を行っている。 

○ 

その他事業（更生訓練費給付事業、日中一時支援事業、社会参加促進事業等）

については、利用者のニーズに応じた円滑な事業推進を図るため、事業者の

確保等サービス提供体制の促進に努めるとともに、障がい者団体等と連携し、

地域の実情に即した事業を推進します。 

・日中一時支援事業では、日中の活動の場を確保し、介護者の就労、休息

を図っている。H23 年度に 4 事業所、H24 年度に 2 事業所を新規登

録。 

・社会参加促進事業では、障害者卓球教室を年間 2 回開催するほか、県障

害者スポーツ大会の各競技会の周知、取りまとめ、送迎等を行っている。 

○ 

⑤スポーツ・レク

リエーション・

文化活動等の充

実 

スポーツ・レクリエーション・文化活動に関する情報提供の充実を図り、障

がいのある人の参加を促進します。また、障がいのある人が利用しやすい環

境を整備する観点から、手話通訳者・要約筆記

※

者の派遣の充実を図ります。 

・県障害者スポーツ大会及びスポーツ観戦の参加者取りまとめ。借上バス

での送迎。 

・手話通訳者

※

、要約筆記者については、個人の派遣依頼の他、町主催の

事業にも派遣、情報保障を図る。 

△ 

町が行う各種行事やイベントにおいて、障がい者団体が参加できるよう、環

境整備に努めます。また、障がいのある人も参加できるスポーツ教室等を開

催します。 

・産業まつりの申請窓口として福祉課が役割を担っている。 

・卓球教室を継続的に開催。 

○ 
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（３）生活環境（３）生活環境（３）生活環境（３）生活環境        

 障がいのある人が安心して生活ができるようにバリアフリー

※

化に取り組ん

でいます。 

具体的施策具体的施策具体的施策具体的施策    事業・取組事業・取組事業・取組事業・取組    / / / / 実施状況実施状況実施状況実施状況    評価評価評価評価    

① 建物等のバリ

アフリー化の

推進 

すべての人が利用しやすいユニバーサルデザイン

※

の視点で整備を促進する

とともに、障がいのある人にやさしい住まいの整備を推進します。 

・重度障害者住宅設備改良費助成事業費の助成を行っている。 

○ 

障がいのある人が安心して住み続けることができるよう、住宅設備改修費助

成事業の継続、あんしん賃貸支援事業

※

や住宅に関する各種制度の周知、入居

手続き支援等を行う居住サポート事業を実施し、障がいのある人が住みやす

い環境づくりを推進します。 

・住宅設備改修費助成事業を継続。 

・あんしん賃貸支援事業については住居を探すことが困難な障がい者に対

して、神奈川県指定の町内の不動産屋を紹介。 

○ 

② 移動・公共交通

機関等のバリ

アフリー化の

推進 

障がいのある人が公共交通機関を円滑に利用できるようにするため、「神奈川

県みんなのバリアフリー街づくり条例」に沿った整備が行われるよう、条例

の趣旨の普及に努めます。 

・バリアフリーに関する情報を関係各課へ提供、周知に努めている。 

○ 

公共施設において、今後新たに設置する施設に対しては、車いす使用者等が

利用しやすいみんなのトイレ

※

の整備を推進します。また、障がいのある人の

おむつ交換のための簡易ベットの設置を推進します。 

・町内に対象施設がない。 

× 

自動車が重要な移動手段となっている障がいのある人に対し、自動車改造費

や運転免許取得費の一部助成を引き続き実施します。 

・平成２５年度には自動車改造費に対する費用の助成を２件実施 

○ 

③ 災害時の障が

い者支援体制

の整備 

災害時に障がいのある人の安全を確保するため、「寒川町地域防災計画」に基

づき、防災対策を推進します。 

・災害時における避難施設としての施設使用等に関する協定を締結。 

・障がいのある人の防災訓練への参加を進める。町の防災対策に関して、

障害者団体に町職員による出前講座

※

を実施。 

○ 

災害時に支援が必要な要援護者

※

の把握に努めるとともに、個人情報の保護に

配慮しながら地域住民により災害発生時に障がいのある人等に対し、迅速な

情報提供や適切な避難・救助を含めた支援体制の確立を目指します。 

・要援護者の把握に努めている。平成２５年度より、要援護者の支援が必

要な程度についてのランク付けを実施。 

△ 



第２章 障がい者等の現状 

 

28 

 

一人暮らしで自力移動が困難な人に対し、緊急通報システムを貸与すること

で急病や災害時の緊急連絡体制の整備を推進します。 

・寒川町ひとり暮らし在宅重度障害者緊急通報システム事業を継続実施。 

○ 

④ 緊急時・災害時

の情報提供の充実 

各関係機関と連携しながら、聴覚障がいのある人を対象に消防本部のファッ

クス１１９番の実施や神奈川県警のファックス１１０番・メール１１０番の

周知を図ります 

・町消防のファックス 119 番の他に、緊急情報等の配信をメール、ファ

ックスにて行っている。その他、神奈川県警のファックス・メールによ

る 110 番の周知も図っている。 

○ 

⑤ SOS ネットワ

ーク事業

＊

の充実 

障がいのある人やその家族が地域で安心して暮らせるよう、SOS ネットワー

ク事業をホームページや広報、制度案内冊子への掲載やパンフレットの配布

を行っていき、事業の充実を図ります。 

・事業の周知については継続して実施。同時に連絡網の充実も図っている。 

○ 
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（４）教育・保健・育成（４）教育・保健・育成（４）教育・保健・育成（４）教育・保健・育成    

  障がいのある子どもたちが、関係機関との連携のもと早期療育につなげ、

地域の中ですこやかに育っていけるように努めています。 

具体的施策具体的施策具体的施策具体的施策    事業・取組事業・取組事業・取組事業・取組    / / / / 実施状況実施状況実施状況実施状況    評価評価評価評価    

① 障がい児保育

の充実 

一人ひとりの障がいの状況に応じた適切な療育の場の確保に向け、障がいの

ある子どもの各段階での適切な指導・相談や情報提供に努めるとともに、関

係機関と連携を図り、一貫した指導等が受けられるよう努めていきます。 

・子育ての相談については、月曜・水曜・金曜の 9 時～16 時受けている。 

・療育相談は随時、子ども青少年課(ひまわり教室

※

)にて受けている。 

○ 

② 児童デイサー

ビスの充実 

障がいのある児童の自立と社会参加を目指し、基本的生活習慣の習得や環境

への適応性を養う等、必要な訓練や支援を行います。 

・児童発達支援事業所のひまわり教室にて、月曜～金曜の 9 時 30 分～14

時 30 分まで支援を行っている。 

・平成２６年度より、就学時を対象とした放課後等デイサービスを提供す

る事業所が町内に新規開設。 

○ 

③ 療育相談体制

の充実 

一人ひとりの障がいの特性等に応じた最も適切な療育・保育・教育の場の確

保に向け、障がいのある子の成長の各段階で適切な指導・相談や情報提供に

努めるとともに、関係機関との連携を深めます 

・ことばの教室や教育研究室で、教育相談(随時)、就学相談(就学前)を実施。 

○ 

夏休み等の長期休暇時に、障がいのある子に日中活動の場を提供する日中一

時支援の事業所の確保に努め、事業の充実を図ります。 

・日中一時支援事業所の新規登録を H23 年度に 4 事業所、H24 年度に 2

事業所、H25 年度に１事業所を新規登録。 

○ 

④ 発達障がいに

対する支援 

専門的な機関と連携を図りながら、自閉症や学習障がい（LD）、注意欠陥多

動性障がい（AD/HD）

※

等、障がいの早期発見に努めるとともに、適切な助

言や指導が行えるよう努めていきます。 

・ケースに応じて「かながわ A」との連携を図る。 

○ 

⑤ 障がいのある

児童・生徒の教

育支援の充実 

一人ひとり障がいの状況に応じた指導方法や学習形態の工夫改善に努めると

ともに、特別支援学校

※

と連携し、卒業予定者に対し各種制度の情報提供を行

う等進路指導の充実を図ります。 

・町内在住の茅ケ崎養護学校の生徒に対し、進路説明会において町福祉課

職員が障がい福祉サービスの説明を実施。 

○ 
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⑥ 交流教育の推

進 

町内の小、中学校において、障がいのある児童・生徒の社会性を養うととも

に、障がいのない生徒に、障がいへの理解を深める交流教育を推進します。

（学校教育課） 

・特別支援学級と通常学級のある学校は交流級（音楽や美術等本人の得意

な教科）や給食で交流。小学校で総合的な学習において車いす体験、ア

イマスク体験等を実施。 

○ 
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（５）保健・医療（５）保健・医療（５）保健・医療（５）保健・医療    

  障がいの原因となりうる疾患等の予防や精神疾患の通院治療や重度障が

い者に対し、医療費の一部負担金の助成を行っています。 

 

具体的施策具体的施策具体的施策具体的施策    事業・取組事業・取組事業・取組事業・取組    / / / / 実施状況実施状況実施状況実施状況    評価評価評価評価    

① 母子保健の充

実 

障がいの早期発見、早期療育を図るため、４か月児、お誕生前、１歳６か月

児、３歳６か月児健康診査を実施し、支援を必要とする親や児童に対しては、

必要に応じて健康相談や訪問指導をする等保護者の育児不安の解消を図りま

す。（健康・スポーツ課） 

・施策のとおり実施し、発達の状況などによって、「遊びの広場」を実施し

ている。 

○ 

保健師等による「育児相談」や心理判定員による「子どもの心の相談」を実

施し、発達に特別な支援を必要とする幼児に対しては、適切な医療や療育に

つなげられるよう関係機関との連携を強化します。（健康・スポーツ課） 

・「育児相談」は、H25 年度から相談回数を２回増やし年１２回実施。 

・「子どもの心の相談」もＨ２５年度から相談回数を大幅に増やし、年１２

回実施。その他、窓口や電話でも随時相談に応じている。 

○ 

② 健康づくりの

充実 

健康診査及びがん検診を実施し、障がいの原因となりうる生活習慣病の予

防・早期発見・早期治療に努めます。（健康・スポーツ課） 

・食事指導を実施。成人の検診機会の提供。健康相談にものっている。 

○ 

在宅重度障がい者が家庭で安心して療養生活を送るようにするための支援策

として、茅ヶ崎保健福祉事務所や医療機関、県等の関係機関と連携を取りな

がら相談支援体制の確立を図り、よりよい支援策のあり方について検討して

いきます。 

・ケースに応じて関係機関と連携を図りながら、ケース会議を通じて情報

の共有をしたり、支援方法等を検討。 

○ 

③  医 療 費 の 給

付・助成 

自立支援医療費制度や重度障害者等医療費助成制度等の各種医療費助成制度

の周知を徹底し、その利用の促進を図ります。 

・手帳説明会や障がい福祉ガイドブック、ホームページで周知。対象とな

る障がい者の方には申請を促している。 

○ 

④ 精神保健福祉

施策の推進 

精神障がいのある人の社会復帰に向け、生活指導、社会復帰援助等について、

茅ヶ崎保健福祉事務所や関係機関等の協力を得ながら、精神保健福祉士

※

等に

よる訪問・相談の充実を図ります。 

・必要に応じて茅ヶ崎保健福祉事務所の協力を得ながら嘱託医に訪問をし

てもらい、状態の確認をしてもらっている。 

○ 



第２章 障がい者等の現状 

 

32 

 

（６）雇用・就労（６）雇用・就労（６）雇用・就労（６）雇用・就労    

 自立のための経済基盤である就労につきましては、産業振興課と協力しなが

ら雇用創出に努めています。また、図書館での体験実習、ハローワーク

※

の求

人票を福祉課窓口で情報提供、関係機関との連携のもと就労支援に取り組んで

います。 

 

具体的施策具体的施策具体的施策具体的施策    事業・取組事業・取組事業・取組事業・取組    / / / / 実施状況実施状況実施状況実施状況    評価評価評価評価    

① 就労相談窓口

の充実 

就労意欲をもつ障がいのある人が、その能力に応じた職場に就労できるよう、

ハローワークや湘南障害者就業・生活支援センター等と連携しながら、就労

に関する相談体制の充実を図ります。 

・定期的に障がい者専用の求人票をハローワークより送ってもらい、窓口

で閲覧できるようにしている。 

・病状や能力、状況等に応じて、就労援助センター

※

と連携を図りながら、

就労の相談に乗っている。その他就労系の事業所との連携を図っている。 

○ 

② 雇用啓発事業

の充実 

障がいのある人の雇用を促進するため、民間企業や事業主に対して障がい者

雇用に関する啓発活動を推進します。 

・産業振興課と企業訪問を実施し、障がい者の法定雇用率の改正などの情

報提供や障がい者雇用に関する現状について話を聞いた。                       

○ 

③ 官公需

※

にお

ける受注機会の拡

大 

平成２０年３月の地方自治法施行令の一部改正に伴い、地方公共団体の発注

する官公需の対象が、物品購入に加え役務の提供も含まれたため、寒川町障

害者事業所連絡会に対して、官公需における対応可能な物品や役務の提供に

ついて受注機会の拡大に努めます。 

・福祉課を窓口として、庁内各課に障がい者施設への業務委託への配慮を

お願いしている。障害者優先調達推進法

※

に基づき、町は調達方針を策

定し取り組んでいる。 

○ 

④ 福祉的就労

※

の充実 

一般就労が困難な障がいのある人に対し、就労移行支援や就労継続支援等福

祉的就労の場の確保に努めます。 

・障がい者の状況や障がい特性に応じて、就労移行支援や就労継続支援の

事業所の見学や紹介を事業所と連携を図って実施している。                                  

○ 

⑤ 障がいのある

人への情報提供の

推進 

湘南障害者就業・生活支援センター及び公共職業安定所と連携しながら、障

がいのある人に対し、雇用に関する情報を提供し、職域の開拓を行います。 

・公共職業安定所より障がい者の求人情報を送ってもらい、窓口にて公開。 

△ 

⑥ 職場体験事業

の充実 

障がいのある人に対し就業・訓練機会の場を提供するため、町役場にて職場

体験事業を実施します。 

・寒川総合図書館にて図書館の職場体験を継続して実施。 

○ 
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（７）情報・コミュニケーション（７）情報・コミュニケーション（７）情報・コミュニケーション（７）情報・コミュニケーション    

  災害時の情報提供につきまして、聴覚、音声・言語機能に障がいのある人

には災害時の緊急情報をＦＡＸやメールでお知らせする事業を実施していま

す。その他、気象情報や地震情報は携帯端末対応ホームページで掲載してい

ます。 

また、関係機関との連携、広報等による周知をしています。 

 

具体的施策具体的施策具体的施策具体的施策    事業・取組事業・取組事業・取組事業・取組    / / / / 実施状況実施状況実施状況実施状況    評価評価評価評価    

① 情報提供シス

テムの推進 

障がいのある人やその家族が、いつでも簡単に情報を得ることができるよう、

障がいの状況に配慮した多様な情報提供の方法について検討し推進します。 

・視覚障がい者には点字での通知や希望に応じてメールでやりとりをする。 

○ 

② コミュニケー

ション手段の確保 

視覚障がいのある人の情報バリアフリー化を図るため、ＳＰコードの活用を

促進します。 

・障がい者やさしさプラン(第２次寒川町障がい者計画)には目の不自由な

人などが使用する音声コード（ＳＰコード）の付与。 

△ 

聴覚障がいのある人のコミュニケーションを確保するため、手話講習会事業

や登録手話通訳者等との連絡会を開催し、人材の資質向上を図ります。 

・手話講習会は、5 年間（5 段階）の計画に沿って年間 2 コース、町聴覚

障害者協会への委託により実施。 

・手話通訳者等との年 1 回ずつ連絡会・研修会を実施。通訳等のコーディ

ネートを通じて通訳者等との連絡を密にし、資質向上を図っている。 

○ 

障がいに応じたコミュニケーション機器が給付できるよう、日常生活用具の

給付を行います。 

・継続して情報・通信支援用具等の給付を行っている。 

○ 

③ 福祉マップの

作成・配布 

障がいのある人が地域で安心して外出し、施設を有効に利用でき、災害時に

おいては、避難マップとしても利用できるよう、公共施設等のバリアフリー

化や環境整備状況を掲載した福祉マップを作成し、窓口等で配布します。 

・自立支援協議会において、「さむかわまちしょうがいふくしまっぷ」を作

成、福祉課の窓口や公共施設、町内の事業所にて配布。また、町ホーム

ページによりダウンロードが可能となっている。 

○ 
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検証結果検証結果検証結果検証結果    

 

前計画の具体的施策については、全７分野を通じて、概ね計画的に実施でき

ているものの、障がいのある人が地域で自立して暮らすことができるよう効果

的かつ効率的なサービス提供に取り組む必要があります。 

そのためには、行政が単独で取り組んでいくだけでは十分ではありません。

関係機関との連携や町民との協働が不可欠となります。 

今後、具体的な取り組みについて、「寒川町地域自立支援協議会」で検討を行

い、ワーキンググループなどにより取り組んでいくこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 基本理念 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

※○新 の印は、制度改正や国の指針により、前計画から内容が一部変更に

なったもの、あるいは新しく創設されたものです。 
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 第第第第第第第第３３３３３３３３章章章章章章章章                基基基基基基基基本本本本本本本本理理理理理理理理念念念念念念念念        

１１１１１１１１．．．．．．．．        基基基基基基基基本本本本本本本本理理理理理理理理念念念念念念念念        

  

                障障障障障障障障ががががががががいいいいいいいいののののののののああああああああるるるるるるるる人人人人人人人人ももももももももなななななななないいいいいいいい人人人人人人人人もももももももも、、、、、、、、        

地地地地地地地地域域域域域域域域のののののののの中中中中中中中中でででででででで安安安安安安安安心心心心心心心心ししししししししてててててててて暮暮暮暮暮暮暮暮ららららららららせせせせせせせせるるるるるるるる社社社社社社社社会会会会会会会会をををををををを目目目目目目目目指指指指指指指指ししししししししてててててててて        

 

２２２２２２２２．．．．．．．．        基基基基基基基基本本本本本本本本方方方方方方方方針針針針針針針針・・・・・・・・目目目目目目目目標標標標標標標標        

 障がいのある人が社会の一員として人権を尊重され、自らの選択と決定のもとに社

会活動に参加、参画し、誰もが住みやすい環境や地域社会を構築するため、行政をは

じめ企業、団体、地域住民等がその価値観を共有し、それぞれの役割と責任を自覚し

て、主体的に取り組むことを基本方針として、次の５項目の施策を基本目標とします。 

 

 

基本目標１基本目標１基本目標１基本目標１        お互いを尊重し理解しあえるまちづくりお互いを尊重し理解しあえるまちづくりお互いを尊重し理解しあえるまちづくりお互いを尊重し理解しあえるまちづくり    

   

 

障がいのある人が身近な地域で生活していくためには、誰もがともに生活できる

地域づくりが必要です。そのためには、広報・啓発をはじめ、障がいに対する正し

い理解や認識が深まるよう、交流やふれあいの機会などを活用することにより、心

のバリアフリーを推進します。 

 

 

基本目標２基本目標２基本目標２基本目標２        地域地域地域地域におけるサービスの充実におけるサービスの充実におけるサービスの充実におけるサービスの充実    

   

 

障がいのある人が自己選択・自己決定により、ライフステージ

※

に応じた必要な

サービスが利用できるよう、また地域での生活が継続できるよう、一人ひとりのニ

ーズや障がいの状態に応じた福祉サービスの提供や相談支援体制の充実を図りま

す。 
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基本目標３基本目標３基本目標３基本目標３        安心して暮らせるまちづくり安心して暮らせるまちづくり安心して暮らせるまちづくり安心して暮らせるまちづくり    

   

 

障がいのある人の自立と社会参加を促進するために、安心・安全な生活が送れる

よう、ユニバーサルデザインに配慮した生活環境の整備と防災・防犯体制の充実に

努めます。 

 

 

基本目標４基本目標４基本目標４基本目標４        助け合い・支えあいのあるまちづくり助け合い・支えあいのあるまちづくり助け合い・支えあいのあるまちづくり助け合い・支えあいのあるまちづくり    

   

 

障がいのある人もない人も地域で生活を送るためには、町民・団体・関係機関等

との連携や協働が必要不可欠なため、相談支援体制のネットワークの構築に努め、

障がいのある人が地域生活で孤立することなく自立した生活を送ることができる

ような支援体制の整備を目指します。 

 

 

基本目標５基本目標５基本目標５基本目標５    障がい障がい障がい障がいのある人の自立支援の促進のある人の自立支援の促進のある人の自立支援の促進のある人の自立支援の促進    

   

 

障がいのある人が地域で主体的に自立した生活が営むことができるよう、関係機

関と連携して雇用や就労の促進を図るなど、障がいのある人の自立支援を推進しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 第３次障がい者計画 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

※○新 の印は、制度改正や国の指針により、前計画から内容が一部変更に

なったもの、あるいは新しく創設されたものです。 
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 第第第第第第第第４４４４４４４４章章章章章章章章                第第第第第第第第３３３３３３３３次次次次次次次次障障障障障障障障ががががががががいいいいいいいい者者者者者者者者計計計計計計計計画画画画画画画画        

１１１１１１１１．．．．．．．．施施施施施施施施策策策策策策策策のののののののの体体体体体体体体系系系系系系系系 

 

【基本理念】 【基本目標】   【施策分野】     【具体的な施策】 

 

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

+ 

 

+  

 

 

 

 

 

 

1.お互いを尊重

し理解しあえる

まちづくり 

 

啓発・ 

相互理解の 

促進 

①広報・啓発活動の推進 

②障がい特性及び障がいのある人に対する理解の促進 

③ボランティア活動の支援 

④権利擁護体制の周知 

①身近な相談支援事業の充実 

②専門的な相談体制の充実 

③地域自立支援協議会の強化 

④障がい福祉サービスの充実 

⑤地域生活支援事業の充実 

①多様な住まいの確保 

②移動・公共機関等のバリアフリー化の推進 

③災害時の障がい者支援体制の整備 

④緊急時・災害時の情報提供の充実 

⑤見守り体制の充実 

生 活 環 境 

2.地域における

サービスの充実 

生 活 支 援 

3.安心して暮ら

せるまちづくり 

障障障障

が
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い

が
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が

い

の

あ

る
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あ

る

の

あ
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あ
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も
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せ
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社

会

社
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社
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社

会
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目

指

目

指

目

指

目

指

し

て

し

て

し

て

し

て    

⑥スポーツ・レクリエーション・文化活動等の充実 

○
新  ○

新  

○
新  

○
新  

○
新  

○
新  

○
新  

○
新  

○
新  

○
新  
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【基本理念】 【基本目標】  【施策分野】     【具体的な施策】 
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目

指

目

指

目

指

目

指

し

て

し

て

し

て

し

て    

4.助け合い・支え

あいのあるまち

づくり 

①障がい児保育・療育・教育体制の充実 

②障害児通所支援等福祉サービスの充実 

③交流教育の推進 

①母子保健の充実 

②健康づくりの充実 

③医療費の給付・助成 

④精神保健福祉対策の推進 

①就労相談窓口の充実 

②雇用啓発事業の充実 

③官公需における受注機会の拡大 

④福祉的就労の充実 

⑤障がいのある人への情報提供の推進 

①情報提供システムの推進 

②コミュニケーション手段の確保 

③福祉マップの配布・活用 

情報・ 

コミュニケ

ーション 

⑥職場体験事業の実施 

5.障がいのある

人の自立支援の

促進 

 

 

 

 

雇 用・就 労

 

 

保 健・医 療

 

教 育・育 成

⑦町職員の障がいのある人の雇用推進 

○
新  

○
新  

○
新  

○
新  

○
新  

○
新  

○
新  

○
新  

○
新  
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２２２２２２２２．．．．．．．．施施施施施施施施策策策策策策策策のののののののの展展展展展展展展開開開開開開開開        

（（（（（（（（１１１１１１１１））））））））○○○○○○○○
新新新新新新新新 啓啓啓啓啓啓啓啓発発発発発発発発・・・・・・・・相相相相相相相相互互互互互互互互理理理理理理理理解解解解解解解解のののののののの促促促促促促促促進進進進進進進進        

    

◆◆◆◆現状と課題◆現状と課題◆現状と課題◆現状と課題◆    

  障がいのある人が安心して地域生活を送るためには、必要な情報が速やかに得ら

れることとともに、町民一人ひとりがお互いの人格と個性を尊重して支え合えるよ

うな地域社会が必要です。障がい特性に配慮した細やかな情報の提供はもちろん、

障がいの有無にかかわらず、充分な情報を得られる環境づくりが障がいに対する理

解と認識を深めるために求められています。 

 

◆施策の方向◆◆施策の方向◆◆施策の方向◆◆施策の方向◆    

 広報紙やホームページ、情報メディア等多様な手段を活用し、情報を発信するこ

とで、より多くの町民に対し、障がいに関する理解の促進と人権尊重意識の向上を

図ります。 

さらに、関係機関と連携し、障がいのある人が様々な事業等を通じて障がいのな

い人との交流を促進することができる体制づくり及び啓発活動を推進します。 

 

◆具体的な施策◆◆具体的な施策◆◆具体的な施策◆◆具体的な施策◆    

  ①①①①①①①①広広広広広広広広報報報報報報報報・・・・・・・・啓啓啓啓啓啓啓啓発発発発発発発発活活活活活活活活動動動動動動動動のののののののの推推推推推推推推進進進進進進進進 

    ・広報紙やホームページ、ポスター、寒川町地域自立支援協議会で作成したリ 

ーフレット等を通じて、情報提供に努め、障がい特性及び障がいのある人や 

障がい福祉に対する町民の理解を深めます。 

 

   ○新 町民からの要請に応じ、障がいをテーマとした出前講座を実施します。 

 

  ②②②②②②②②障障障障障障障障ががががががががいいいいいいいい特特特特特特特特性性性性性性性性及及及及及及及及びびびびびびびび障障障障障障障障ががががががががいいいいいいいいののののののののああああああああるるるるるるるる人人人人人人人人にににににににに対対対対対対対対すすすすすすすするるるるるるるる理理理理理理理理解解解解解解解解のののののののの促促促促促促促促進進進進進進進進 

   ・障がい者団体と協力し、障がいのある人が作った手作り品等を庁舎内で展示 

することにより、町民とのふれあいの場を提供し、障がい者理解の促進を図 

ります。また、「障害者週間」を中心に障がい者団体等と連携し、作品展示 

会や販売会を実施しています。これらを引き続き推進していきます。 

 

   ・障がい特性及び障がいのある人に対し関心と理解を深めるため、広報紙の活 

用やリーフレットの配布等をし、障がいに対する理解を深める啓発活動を行 

っています。 
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  ③③③③③③③③ボボボボボボボボラララララララランンンンンンンンテテテテテテテティィィィィィィィアアアアアアアア活活活活活活活活動動動動動動動動のののののののの支支支支支支支支援援援援援援援援        

   ・町社会福祉協議会が行っているボランティア活動の状況等について情報収集 

に努め、広報紙や障がい福祉ガイドブック、ホームページを通じて、ボラン 

ティア活動の紹介、募集、講座の案内等をし、障がいのある人をはじめ、広 

く町民に対してボランティア活動の内容や実態に関する情報提供を行ってい 

きます。 

 

 

                ④④④④④④④④権権権権権権権権利利利利利利利利擁擁擁擁擁擁擁擁護護護護護護護護体体体体体体体体制制制制制制制制のののののののの周周周周周周周周知知知知知知知知        

   ・施設入所者や入院している人、各種契約行為等をすることが困難な人に対し、 

成年後見制度を利用できるよう関係機関と連携するとともに、後見人等の報 

酬や申し立て費を助成する成年後見制度利用支援事業

※

を推進していきます。 

 

                        ・・成成年年後後見見制制度度ににつついいててはは制制度度やや手手続続ききがが煩煩雑雑でで、、わわかかりりににくくいいととのの意意見見がが多多  

いいここととかからら、、身身近近なな場場所所ででのの相相談談ととししてて、、引引きき続続きき、、相相談談員員（（行行政政書書士士））にに  

よよるる成成年年後後見見相相談談をを実実施施ししてていいききまますす。。  

  

   ○新 平成 24 年 10 月の障害者虐待防止法の施行に伴い、障がいのある人への虐 

待を発見した場合には、通報・届出をすることが義務付けられ、福祉課に虐 

待防止センターを設置しています。同センターが通報届出窓口となって、適 

切な対応を図っていますが、同計画の策定に関するアンケート結果より、同 

法の趣旨・目的の認知が十分になされていない状況にあるようです。同法の 

適切な運用のため、周知の推進を図ります。 

また、緊急時に一時保護が必要な場合に備えて、居室の確保にも努めていき 

ます。 

 

   ○新 平成 28 年 4 月の障害者差別解消法の円滑な施行に向けて、同法に規定され 

る基本方針に基づき、法の趣旨・目的等に関する広報啓発活動等に取り組み 

ます。 

    また、同法の施行後において、規定される基本方針に基づいて、適切な運用 

及び障がいを理由とする差別の解消の推進に取り組みます。 
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（（（（（（（（２２２２２２２２））））））））生生生生生生生生活活活活活活活活支支支支支支支支援援援援援援援援        

        

◆現状と課題◆◆現状と課題◆◆現状と課題◆◆現状と課題◆    

  障害者総合支援法に基づき、各種サービスを提供しています。しかし、障がいの

ある人が地域で生活していくためには、個々の障がい状況に応じた支援体制を始め、

家族の高齢化による介助力、支援力の低下へのフォローなど家族の状況や生活の状

況まで考慮した相談支援体制が求められています。 

また、障がいのある人が安心して生活するには、身近な地域との日常的な交流を

深めることが重要です。地域での文化・スポーツ・レクリエーションなどの活動へ

の積極的な参加を促進していくために、障がいのある人が参加しやすいような配慮

や体制を整えることが求められています。 

  

 

◆施策の方向◆◆施策の方向◆◆施策の方向◆◆施策の方向◆    

個人のニーズに合わせて福祉サービスなど必要なサービスを選択・利用するため、

適切なサービス量の確保に努めるとともに、複数のサービスを組み合わせて利用す

るプランニングや事業所間の調整、介護保険制度への円滑な移行、サービス導入後

のフォローアップなどを行う支援体制の充実を図ります。 

さらに、障がいのある人がスポーツ・レクリエーション・文化活動等を楽しみ、

その活動を通じた社会参加や様々な交流の機会をもてるよう、一層の拡充に取り組

むとともに各種行事に参加できるよう、基盤整備に努めます。 
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◆具体的な施策◆◆具体的な施策◆◆具体的な施策◆◆具体的な施策◆    

                ①①①①①①①①身身身身身身身身近近近近近近近近なななななななな相相相相相相相相談談談談談談談談窓窓窓窓窓窓窓窓口口口口口口口口のののののののの充充充充充充充充実実実実実実実実        

   ・相談支援を適切に実施していくために、担う人材の育成や相談支援に関する 

    周知を図ることで相談支援事業を充実させ、障がいのある人のニーズに応じ 

    たサービスが提供できるよう努めます。 

 

   ・障がいのある人やその家族が、民生（児童）委員や委託相談支援事業者の相 

談・支援活動内容を知ることができ、利用しやすいような環境づくりを推進 

します。 

 

    ○新 町では、障がいのある人が気軽に立ち寄れる場所として、町内の福祉事業所 

に対して、「ほっとすぺーす」の登録を推進しています。地域生活を送る上 

での不安の軽減を図るとともに、本人の実情に即した新体制のネットワーク 

の確立に努めます。 

 

   ○新 専門性が求められる多様な相談内容に応じるため、福祉課窓口に精神保健福 

祉士等の有資格者を配置することに努めます。 

 

   ・介護保険制度と障がい福祉サービス等をはじめとする障がい者施策との調整 

やケース会議等を通じて関係機関との連携強化を図り、的確な相談と援助、 

サービスへのつなぎ機能の充実を図ります。 

 

②②②②②②②②専専専専専専専専門門門門門門門門的的的的的的的的なななななななな相相相相相相相相談談談談談談談談体体体体体体体体制制制制制制制制のののののののの充充充充充充充充実実実実実実実実        

   ・専門性が求められる多様な相談内容に応じられるよう、児童相談所、茅ヶ崎 

保健福祉事務所、総合療育相談センター、発達障害支援センター「かながわ 

A」

※

等の各機関と連携を図り、相談体制を充実します。 

 

   ○新 専門性が求められる多様な相談内容に応じるため、福祉課窓口に精神保健福 

祉士等の有資格者を配置することに努めます。（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

エース 
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提案・助言 

提案・助言 報告 

③③③③③③③③地地地地地地地地域域域域域域域域自自自自自自自自立立立立立立立立支支支支支支支支援援援援援援援援協協協協協協協協議議議議議議議議会会会会会会会会のののののののの強強強強強強強強化化化化化化化化        

   ・地域自立支援協議会の機能を強化し、地域の関係機関によるネットワークの 

構築や地域の実態や課題等の情報を共有し、社会資源の開発・改善等、障が 

いのある人のニーズの実現に必要なことについて協議・検討していきます。 

 

 

        

◆◆◆◆◆◆◆◆寒寒寒寒寒寒寒寒川川川川川川川川町町町町町町町町地地地地地地地地域域域域域域域域自自自自自自自自立立立立立立立立支支支支支支支支援援援援援援援援協協協協協協協協議議議議議議議議会会会会会会会会◆◆◆◆◆◆◆◆                

地域自立支援協議会では、町の障がい福祉施策への意見・提案・協力をするととも

に関係機関と地域の課題を情報共有し、地域の実態に合ったニーズの実現に向け協

議・検討をしていきます。 

【組 織 図】 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

自立支援協議会

町の障がい福祉政策への提言をする他に、障がい者計画、障がい福祉

計画の進行管理の一端を担います。

また、地域の課題等の情報を共有し、社会資源の開発・改善を検討して

いきます。ワーキンググループの検討事項については、助言・提案を行

います。

運営会議

相談支援事業所「すまいる」と福祉課で構成し、協議会の運営、調整を

行います。

ワーキンググループ

協議会の中で抽出された各課題の解決に向けて取り組んでいきます。

メンバーは、各テーマに沿って協議会により選任されたメンバーで構成し

ます。

 

        

        

        

        

        

        

寒川町地域自立支援協議会 

ワーキンググループ 

運営会議 

ワーキンググループ 

町 

☆計画 

☆施策 

ワーキンググループ 
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                ④④④④④④④④障障障障障障障障ががががががががいいいいいいいい福福福福福福福福祉祉祉祉祉祉祉祉ササササササササーーーーーーーービビビビビビビビススススススススのののののののの充充充充充充充充実実実実実実実実        

            １）訪問系サービスの充実１）訪問系サービスの充実１）訪問系サービスの充実１）訪問系サービスの充実    

・訪問系サービスについては、平成 26 年 4 月より重度訪問介護の対象者の 

拡大、アンケートによる利用意向の調査結果から今後もサービス利用が増 

加すると見込まれます。これらは人の居宅生活を支えるサービスとなるた 

め、必要なサービス量の確保とともに障がい特性に応じた適切なサービス 

が提供できるよう働きかけます。 

 

            ２）日中活動系サービスの充実２）日中活動系サービスの充実２）日中活動系サービスの充実２）日中活動系サービスの充実    

    ・日中活動系サービス（生活介護、就労移行支援、就労継続支援（Ａ・B 型） 

等）は、日中活動の場のみではなく、社会参加の場として重要な役割を果 

たしています。サービス提供事業所と連携し、適切なサービス量が確保で 

きるよう努めます。 

 

            ３）居住系サービスの充実３）居住系サービスの充実３）居住系サービスの充実３）居住系サービスの充実    

    ○新 居住系サービス（共同生活援助・施設入所支援）においては、アンケート

による利用意向の調査結果から、多くの利用希望が伺えます。施設入所に

ついては、グループホームの入居等地域移行と地域定着を進めるとともに、

入所による支援が望ましい障がいのある人については必要な入所先の確

保や入所の継続を行います。 

 

    ４）４）４）４）障害福祉サービス障害福祉サービス障害福祉サービス障害福祉サービス拠点拠点拠点拠点事業所事業所事業所事業所の整備の整備の整備の整備    

     ○新 医療的ケアなど特別な配慮が必要で、サービスを利用することが難しい場

合や緊急にサービスを利用することが必要になった場合に地域の中で対

応できる体制づくりをめざし、短期入所を提供できる拠点事業所を、引き

続き湘南東部保健圏域に配置してまいります。 

 

    ５）難病患者に対する福祉サービスの充実５）難病患者に対する福祉サービスの充実５）難病患者に対する福祉サービスの充実５）難病患者に対する福祉サービスの充実    

    ○新 平成 25 年度 4 月 1 日の障害者総合支援法の改正に伴い、障がい福祉サ 

—ビス等の対象に難病患者がなりました。制度の周知とともに、病状 

の変化や進行等に配慮した適切なサービス量が確保できるよう努めます。 

 

    ６６６６））））サービス等利用計画の作成サービス等利用計画の作成サービス等利用計画の作成サービス等利用計画の作成    

    ○新 相談支援専門員が、一人ひとりの心身の状況やサービス利用の意向、家族 

の状況等を踏まえ、適切に利用できるよう利用サービスの種類、内容等を 

定めたサービス等利用計画を適切に作成できる体制に努めます。 
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                ⑤⑤⑤⑤⑤⑤⑤⑤地地地地地地地地域域域域域域域域生生生生生生生生活活活活活活活活支支支支支支支支援援援援援援援援事事事事事事事事業業業業業業業業のののののののの充充充充充充充充実実実実実実実実        

   １）相談支援事業所の充実 

   ・相談支援事業所については、今後想定される障害者手帳所持者の増加に合わ 

せて、委託相談支援事業所の設置数も含めて、適切な相談支援体制の整備に 

努めます。 

 

   ２）その他地域生活支援事業の充実 

    ・その他の地域生活支援事業（相談支援事業以外）については、利用者のニ 

ーズを踏まえながら、各事業におけるサービス量の確保に努めます。 

 

 

                ⑥⑥⑥⑥⑥⑥⑥⑥ススススススススポポポポポポポポーーーーーーーーツツツツツツツツ・・・・・・・・レレレレレレレレククククククククリリリリリリリリエエエエエエエエーーーーーーーーシシシシシシシショョョョョョョョンンンンンンンン・・・・・・・・文文文文文文文文化化化化化化化化活活活活活活活活動動動動動動動動等等等等等等等等のののののののの充充充充充充充充実実実実実実実実        

   ・スポーツ・レクリエーション・文化活動へ障がいのある人の参加を促進しま 

す。また、障がいのある人が利用しやすい環境を整備する観点から、手話通 

訳者・要約筆記者の派遣の充実を図ります。 

 

 

・町が行う各種行事やイベントにおいて、障がい者団体が参加できるよう、環

境整備に努めます。 

ままたた、、障障ががいいののああるる人人がが参参加加ででききるるススポポーーツツ教教室室やや地地域域交交流流行行事事等等にに参参加加でで

ききるるよようう、、町町社社会会福福祉祉協協議議会会等等とと連連携携しし、、支支援援ししまますす。。 
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（（（（（（（（３３３３３３３３））））））））生生生生生生生生活活活活活活活活環環環環環環環環境境境境境境境境        

            

◆現状と課題◆◆現状と課題◆◆現状と課題◆◆現状と課題◆    

障がいのある人が地域で生活することに対し、国では基本指針において、施設入

所者や入院中の精神障がいのある人の地域生活への移行に数値目標を設けるなど、

多様なニーズと関心が高まっています。障がいのある人が地域生活に移行するにあ

たっては、居住の場となるグループホームの整備促進が課題となっています。 

また、すでに地域での生活を過ごしている方も当事者や家族の高齢化とともに独

居での生活の方も増えており、障がいのある人が地域で安心して生活を送るために

は、住宅の階段や段差など設備面の改修によるバリアフリー化や防災・防犯体制の

整備とともに地域住民と連携した災害・緊急時の支援体制づくりを確立していく必

要があります。 

 

 

◆施策の方向◆◆施策の方向◆◆施策の方向◆◆施策の方向◆    

地域における生活の場となるグループホームの整備、充実を図っていきます。 

あらゆる人が利用しやすいよう配慮するユニバーサルデザインを基本に障がい

のある人が安心して生活し、社会参加できるよう、公共交通機関等生活空間のバリ

アフリー化を推進します。また住宅環境については快適な生活を送るために必要な

バリアフリー化に伴う住宅改修費について、助成を継続して行います。 

  また、障がいのある人が安心して生活していくためには、日頃から要援護者の把 

握と名簿の作成に努め、地域との連携により防災対策の推進を図るとともに、見守 

り体制の充実に努めます。 
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◆具体的な施策◆◆具体的な施策◆◆具体的な施策◆◆具体的な施策◆    

①①①①多様な住まい多様な住まい多様な住まい多様な住まいの確保の確保の確保の確保    

・障がいのある人が安心して地域生活が送れるよう、町内にグループホームを 

新規設置する事業者に対し、備品購入費の一部助成及び設置にあたっての相 

談、調整等の支援を行います。 

        

・障がいのある人が安心して住み続けることができるよう、住宅設備改修費助 

成事業の継続、あんしん賃貸支援事業や住宅に関する各種制度の周知、入居 

手続き支援等を行う居住サポート事業を実施し、障がいのある人が住みやす 

い環境づくりを推進します。 

 

                ②②②②②②②②移移移移移移移移動動動動動動動動・・・・・・・・公公公公公公公公共共共共共共共共交交交交交交交交通通通通通通通通機機機機機機機機関関関関関関関関等等等等等等等等ののののののののババババババババリリリリリリリリアアアアアアアアフフフフフフフフリリリリリリリリーーーーーーーー化化化化化化化化のののののののの推推推推推推推推進進進進進進進進        

・公共施設において、今後新たに設置する施設に対しては、車いす使用者等が 

利用しやすいみんなのトイレの整備を推進します。また、障がいのある人の 

おむつ交換のための簡易ベットの設置を推進します。 

 

   ○新 音響信号の設置について茅ヶ崎警察署等関係機関と連携し、視覚障がいのあ 

る人の地域生活の安全を図るよう努めていきます。 

また、障がいのある人の地域生活の安全を図るため、町内の危険個所の点検 

を継続的に実施していきます。 

 

                ③③③③③③③③災災災災災災災災害害害害害害害害時時時時時時時時のののののののの障障障障障障障障ががががががががいいいいいいいい者者者者者者者者支支支支支支支支援援援援援援援援体体体体体体体体制制制制制制制制のののののののの整整整整整整整整備備備備備備備備        

   ○新 災害時の障がいのある人の安全を確保するため、「寒川町地域防災計画」に 

基づき、防災対策を推進します。 

また、福祉避難所の協定締結に向けて、関係機関との協議に努めていきます。 

 

   ○新 災害時に支援が必要な要援護者の名簿の作成に努めるとともに、個人情報の 

保護に配慮しながら地域住民により災害発生時に障がいのある人等に対し、 

迅速な情報提供や適切な避難・救助を含めた支援体制の確立を目指します。 

 

   ○新 災害時に迅速に避難できるよう、広域避難所を掲載した福祉マップの内容の 

充実に努めます。 

 

   ○新 総合防災訓練に障がいのある人も積極的に参加できるよう支援します。 
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                ④④④④④④④④緊緊緊緊緊緊緊緊急急急急急急急急時時時時時時時時・・・・・・・・災災災災災災災災害害害害害害害害時時時時時時時時のののののののの情情情情情情情情報報報報報報報報提提提提提提提提供供供供供供供供のののののののの充充充充充充充充実実実実実実実実        

   ○新 各関係機関と連携しながら、聴覚障がいのある人を対象に消防本部のファッ 

クス１１９番の実施や神奈川県警のファックス１１０番・メール１１０番の 

周知を図ります。さらに、外出先からメールを利用しての１１９番通報がで 

きるように、今後、茅ヶ崎市と共同整備を進めていきます。 

 

   ○新 防災情報や防災無線情報をはじめ、町からのお知らせ全般をメールで配信し 

ています。引き続き、実施してまいります。 

 

   ○新 障がいのある方が安心して暮らすため、緊急時に救急隊員が迅速に救命活動 

を行えるよう救急医療情報キットの配布を行います。 

 

                ⑤⑤⑤⑤⑤⑤⑤⑤見見見見見見見見守守守守守守守守りりりりりりりり体体体体体体体体制制制制制制制制のののののののの充充充充充充充充実実実実実実実実        

   ○新 障がいのある人の地域での孤立を防ぐために、地域の団体（民生委員・児童 

    委員、自治会、県をはじめとする関係機関等）の協力を得ながら、地域の見 

    守り体制の充実を図ります。 

 

 ・一人暮らしで自力移動が困難な重度障がいのある人に対し、緊急通報システ 

ムを貸与することで急病や災害時の緊急連絡体制の整備を引き続き、推進し 

ます。 

 

 ・障がいのある人やその家族が地域で安心して暮らせるよう、SOS ネットワ 

ーク事業をホームページや広報紙、障がい福祉ガイドブックへの掲載やパン 

フレットの配布を行い、事業の周知を図ります。 
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（（（（（（（（４４４４４４４４））））））））教教教教教教教教育育育育育育育育・・・・・・・・育育育育育育育育成成成成成成成成        

    

◆現状と課題◆◆現状と課題◆◆現状と課題◆◆現状と課題◆    

障がいのある児童が、障がいの状況に応じた保育を受けるためには、就学、卒業

後の進路など成長段階にあわせて、見通しを持った切れ間のない相談体制が必要で

す。 

また、特に近年、育児休業後に仕事復帰を望むなどの社会様式の変化により、就

労しながら子育てできる環境や療育を受ける場も強く求められ、支援者となる保護

者への支援も変化してきています。 

場合によっては、成長につれ、介助の負担が大きくなっていくこともあり、子育

てにかかるストレスも膨らんでおり、障害児通所支援

※

事業や短期入所といったレ

スパイトケア

※

の充実も欠かせない支援の一つです。障がいのある児童の家族のた

めの休養や介助者の病気などの緊急時の対応として、日中一時支援を実施しており

ますが、施設設備上、医療的ケアを必要とする児童の受け入れも課題になると予想

されます。 

 

◆施策の方向◆◆施策の方向◆◆施策の方向◆◆施策の方向◆    

障がいの早期発見・早期支援は、障がいのある人が地域で自立した生活を送る基

盤を作るきわめて重要なものとなります。特に乳幼児期からの療育指導はその後に

続く保育・学校教育などの各段階における支援の基盤を作るものであり、引き続き

推進します。 

適切な療育をすすめられる環境を整備するため、各関係機関との連携による相

談・支援体制の充実を引き続き、図ります。 
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◆具体的な施策◆◆具体的な施策◆◆具体的な施策◆◆具体的な施策◆    

                ①①①①①①①①障障障障障障障障ががががががががいいいいいいいいののののののののああああああああるるるるるるるる児児児児児児児児童童童童童童童童のののののののの保保保保保保保保育育育育育育育育・・・・・・・・療療療療療療療療育育育育育育育育・・・・・・・・教教教教教教教教育育育育育育育育体体体体体体体体制制制制制制制制のののののののの充充充充充充充充実実実実実実実実        

    ・一人ひとりの障がいの特性等に応じた最適な療育・保育・教育の場の確保に 

向け、障がいのある児童の成長の各段階で適切な指導・相談や情報提供に努 

めるとともに、保育園や幼稚園、特別支援学校等の関係機関との連携を深 

め、一貫した支援等が受けられるよう努めていきます。 

 

   ・発達障がいに対しては、専門的な機関と連携を図りながら、自閉症スペクト

ラム症や学習障がい（LD）、注意欠陥多動性障がい（AD/HD）等、障がい

の早期発見に努めるとともに「かながわ A」と連携して適切な助言や指導が

行えるよう努めていきます。 

 

 ・一人ひとりの障がいの状況に応じた指導方法や学習形態の工夫改善に努める 

    とともに、特別支援学校と連携し、卒業予定者に対し各種制度の情報提供を 

行う等進路指導の充実を図ります。 

 

                ②②②②②②②②障障障障障障障障害害害害害害害害児児児児児児児児通通通通通通通通所所所所所所所所支支支支支支支支援援援援援援援援等等等等等等等等福福福福福福福福祉祉祉祉祉祉祉祉ササササササササーーーーーーーービビビビビビビビススススススススのののののののの充充充充充充充充実実実実実実実実        

   ○新 就学前の障がいのある児童には、基本的生活習慣の習得や環境への適応性を 

養う等、必要な訓練や支援を行う児童発達支援について、適切なサービス量 

が確保できるように努めます。 

 

   ○新 就学後の障がいのある児童にコミュニケーションの方法や生活能力向上の 

 ための訓練を提供する放課後等デイサービスの利用促進に努めます。 

 

   ○新 相談支援専門員が、一人ひとりの心身の状況やサービス利用の意向、家族の 

状況等を踏まえ、利用サービスの種類、内容等を定めた障害児支援利用計画 

を適切に作成できるように支援します。 

 

・障がいのある児童の放課後や夏休みをはじめとした長期休暇時に、一時的に 

預かり所として利用できる日中一時支援も引き続き、実施していきます。ま 

た短期入所も同様に引き続き実施していきます。 

 

                ③③③③③③③③交交交交交交交交流流流流流流流流教教教教教教教教育育育育育育育育のののののののの推推推推推推推推進進進進進進進進        

   ・町内の小、中学校において、障がいのある児童・生徒の社会性を養うととも 

に、障がいのない児童・生徒に、障がいへの理解を深める交流教育を推進し 

ます。 

エース 
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（（（（（（（（５５５５５５５５））））））））保保保保保保保保健健健健健健健健・・・・・・・・医医医医医医医医療療療療療療療療        

        

◆現状と課題◆◆現状と課題◆◆現状と課題◆◆現状と課題◆    

  障がいの原因と疾病等を予防するには、保健・医療の充実が重要です。 

  障がいの原因のひとつである生活習慣病を中心とした疾病予防の観点から、健康

診査や保健指導、健康相談を有効活用するとともに、生活習慣病の予防に関する情

報提供を行っていく必要があります。 

  また、医療的ケアが必要な障がいのある人への支援体制の充実を図っていく必要

があります。 

 

◆施策の方向◆◆施策の方向◆◆施策の方向◆◆施策の方向◆    

  障がいの予防と早期発見のため、各種健診事業の実施に加え、関係機関と連携を

図り、適切な治療及び相談が受けられるよう、支援体制の整備に努めます。 

  障がいのある人が地域で良好な生活を送るために、精神疾患の通院治療や重度身

体障がい者や重度知的障がい者に対し、健康保険の一部負担金についても引き続き

助成を行います。 

 

◆具体的な施策◆◆具体的な施策◆◆具体的な施策◆◆具体的な施策◆    

                ①①①①①①①①母母母母母母母母子子子子子子子子保保保保保保保保健健健健健健健健のののののののの充充充充充充充充実実実実実実実実        

   ・障がいの早期発見、早期療育を図るため、４か月児、お誕生前、１歳６か月 

児、３歳６か月児健康診査を実施し、支援を必要とする親や児童に対しては、 

必要に応じて健康相談や訪問指導をする等保護者の育児不安の解消をさら 

に図ります。 

 

   ・保健師等による「育児相談」や臨床心理士による「子どもの心の相談」を実 

施し、特別な支援を必要とする幼児に対しては、適切な医療や療育、福祉サ 

ービス等につなげられるよう関係機関との連携を強化します。 
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                ②②②②②②②②健健健健健健健健康康康康康康康康づづづづづづづづくくくくくくくくりりりりりりりりのののののののの充充充充充充充充実実実実実実実実        

    ・健康診査及びがん検診を実施し、障がいの原因となりうる生活習慣病の予 

防・早期発見・早期治療に努めます。また、予防に向けた普及啓発に努めま 

す。 

 

   ・在宅重度障がい者が家庭で安心して療養生活を送るようにするための支援策 

として、茅ヶ崎保健福祉事務所や医療機関、県等の関係機関と連携を取りな 

がら相談支援体制の確立を図り、よりよい支援策のあり方について検討して 

いきます。 

 

 

                ③③③③③③③③医医医医医医医医療療療療療療療療費費費費費費費費のののののののの給給給給給給給給付付付付付付付付・・・・・・・・助助助助助助助助成成成成成成成成        

     ○新 自立支援医療（更生医療、育成医療、精神通院医療）制度や重度障害者等医 

療費助成制度等の各種医療費助成制度の周知を徹底し、その利用の促進を図 

ります。 

 

 

                ④④④④④④④④精精精精精精精精神神神神神神神神保保保保保保保保健健健健健健健健福福福福福福福福祉祉祉祉祉祉祉祉施施施施施施施施策策策策策策策策のののののののの推推推推推推推推進進進進進進進進        

   ・精神障がいのある人の社会復帰に向け、生活指導、社会復帰援助等について、 

茅ヶ崎保健福祉事務所や関係機関等の協力を得ながら、精神保健福祉士等に 

よる訪問・相談の充実を図ります。 

 

   ○新 専門性が求められる多様な相談内容に応じるため、福祉課窓口に精神保健福 

祉士等の有資格者を配置することに努めます。（再掲） 
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（（（（（（（（６６６６６６６６））））））））雇雇雇雇雇雇雇雇用用用用用用用用・・・・・・・・就就就就就就就就労労労労労労労労        

    

◆現状と課題◆◆現状と課題◆◆現状と課題◆◆現状と課題◆    

障がいのある人にとって自立のための経済的基盤となる就労の場の確保は、社会

参加の促進を図る上で極めて重要な課題です。障がいのある人の雇用環境について

は、平成 25 年 4 月には「障害者雇用促進法」の改正による法定雇用率の引き上げ

や「障害者優先調達推進法」の施行などの動きもありました。 

しかし、働きたいという意欲がある障がいのある人に対し、その適性に応じた職

場が確保できるよう支援していくためには、福祉施策と労働施策が連携し、企業の

理解促進を図るとともに、障がいの程度や種類によって多様な就労の場を確保する

必要があります。 

  障がいのある人の雇用が促進されるよう、広報啓発や関係するすべての機関との

一層の連携を図り、個々のニーズに応じた就労支援体制づくりに努めていく必要が

あります。 

 

◆施策の方向◆◆施策の方向◆◆施策の方向◆◆施策の方向◆    

  就労と生活上の支援を必要とする障がいのある人に、相談や援助を行うとともに、 

関係機関とのネットワーク化を図り、継続的かつ包括的な支援体制づくりに努めま 

す。 

  また、事業主や民間企業に対する障がい者雇用の理解の促進を図り、障がいのあ 

る人の就労の場の拡大に努めます。 

 

 

◆具体的な施策◆◆具体的な施策◆◆具体的な施策◆◆具体的な施策◆    

                ①①①①①①①①就就就就就就就就労労労労労労労労相相相相相相相相談談談談談談談談窓窓窓窓窓窓窓窓口口口口口口口口のののののののの充充充充充充充充実実実実実実実実        

   ・就労意欲をもつ障がいのある人が、その能力に応じた職場に就労できるよう、 

公共職業安定所や湘南障害者就業・生活支援センター等と連携しながら、 

就労に関する相談体制の充実を図ります。 

 

   ○新 就労後の定着支援についても、湘南障害者就業・生活支援センター等と連携 

しながら、就労に関する相談体制の充実を図ります。 

 

   ○新 現在、町内に就労に関する相談場所がないことから、身近なところで就労に 

関する相談ができるような体制の整備に努めます。 
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                ②②②②②②②②雇雇雇雇雇雇雇雇用用用用用用用用啓啓啓啓啓啓啓啓発発発発発発発発事事事事事事事事業業業業業業業業のののののののの充充充充充充充充実実実実実実実実        

   ・障がいのある人の雇用を促進するため、町内の民間企業や事業主への訪問活 

動等を通じ、障がい者雇用に関する啓発活動を推進します。 

 

 

                ③③③③③③③③官官官官官官官官公公公公公公公公需需需需需需需需ににににににににおおおおおおおおけけけけけけけけるるるるるるるる受受受受受受受受注注注注注注注注機機機機機機機機会会会会会会会会のののののののの拡拡拡拡拡拡拡拡大大大大大大大大        

   ○新 平成２５年４月より「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推 

    進等に関する法律（障害者優先調達推進法）」の施行に伴い、障がい者就労 

施設等事業所連絡会に対して、物品等や役務の提供の受注機会の拡大に努め 

ます。 

 

 

                ④④④④④④④④福福福福福福福福祉祉祉祉祉祉祉祉的的的的的的的的就就就就就就就就労労労労労労労労のののののののの充充充充充充充充実実実実実実実実        

   ・一般就労が困難な障がいのある人に対し、就労移行支援や就労継続支援等 

福祉的就労の場の確保に努めます。 

 

 

                ⑤⑤⑤⑤⑤⑤⑤⑤障障障障障障障障ががががががががいいいいいいいいののののののののああああああああるるるるるるるる人人人人人人人人へへへへへへへへのののののののの情情情情情情情情報報報報報報報報提提提提提提提提供供供供供供供供のののののののの推推推推推推推推進進進進進進進進        

   ・湘南障害者就業・生活支援センター及び公共職業安定所と連携しながら、障 

がいのある人に対し、福祉課窓口で求人情報を提供し、職域の開拓を行いま 

す。 

 

 

                ⑥⑥⑥⑥⑥⑥⑥⑥職職職職職職職職場場場場場場場場体体体体体体体体験験験験験験験験事事事事事事事事業業業業業業業業のののののののの充充充充充充充充実実実実実実実実        

   ○新 養護学校に通っている生徒に対し、卒業後の就業実習の場を提供するため、 

寒川総合図書館での実習を引き続き、実施していきます。 

また、働きたいという意欲のある障がいのある人が、町内の企業での職場体 

験ができるよう、就労に向けた環境作りを進めていきます。 

 

 

  ⑦⑦⑦⑦町町町町職員職員職員職員の障がいのある人の障がいのある人の障がいのある人の障がいのある人のののの雇用推進雇用推進雇用推進雇用推進    

   ○新 町での雇用において、障がいのある人の法定雇用率の達成に努めます。 
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（（（（（（（（７７７７７７７７））））））））情情情情情情情情報報報報報報報報・・・・・・・・ココココココココミミミミミミミミュュュュュュュュニニニニニニニニケケケケケケケケーーーーーーーーシシシシシシシショョョョョョョョンンンンンンンン        

◆現状と課題◆◆現状と課題◆◆現状と課題◆◆現状と課題◆    

  障がいのある人が自立した生活を送るためには、必要な情報を速やかにわかりや

すく提供することが必要であり、障がい特性を考慮して、多様な情報提供ができる

よう努めていく必要があります。 

 

◆施策の方向◆◆施策の方向◆◆施策の方向◆◆施策の方向◆    

  障がいのある人が地域で安心して生活を送ることができるよう、必要な情報を正

確に提供し、誰もが入手しやすく、わかりやすい情報提供による情報のバリアフリ

ー化を推進します。 

 聴覚障がいや視覚障がい、言語障がいのある人に対し、手話通訳者等の養成事業 

の充実を図るとともに、情報通信装置等の日常生活用具の利用の促進に努めます。 

 

◆具体的な施策◆◆具体的な施策◆◆具体的な施策◆◆具体的な施策◆    

                ①①①①①①①①情情情情情情情情報報報報報報報報提提提提提提提提供供供供供供供供シシシシシシシシスススススススステテテテテテテテムムムムムムムムのののののののの推推推推推推推推進進進進進進進進        

   ・障がいのある人やその家族が、いつでも簡単に情報を得ることができるよう、 

障がいの状況に配慮した多様な情報提供の方法について検討し推進します。 

 

                ②②②②②②②②ココココココココミミミミミミミミュュュュュュュュニニニニニニニニケケケケケケケケーーーーーーーーシシシシシシシショョョョョョョョンンンンンンンン手手手手手手手手段段段段段段段段のののののののの確確確確確確確確保保保保保保保保        

   ○新 視覚障がいのある人の情報バリアフリー化に配慮し、ウェブアクセシビリテ 

ィに配慮したホームページの作成に努めていきます。また広報紙についても、 

視覚障がいのある人向けに録音テープの作成を行っています。引き続き実施 

していきます。 

 

   ・聴覚障がいのある人のコミュニケーションを確保するため、手話講習会事業 

や登録手話通訳者等との連絡会を開催し、人材の資質向上を図ります。 

    

・障がいに応じたコミュニケーション機器が給付できるよう、日常生活用具の

給付を行います。 

 

                ③③③③③③③③福福福福福福福福祉祉祉祉祉祉祉祉ママママママママッッッッッッッッププププププププのののののののの配配配配配配配配布布布布布布布布・・・・・・・・活活活活活活活活用用用用用用用用        

   ○新 障がいのある人が地域で安心して外出し、施設を有効に利用でき、災害時に 

おいては、避難マップとしても利用できるよう、公共施設等のバリアフリー 

化や福祉事業所の情報を掲載した福祉マップを窓口等で配布します。 
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※○新 の印は、制度改正や国の指針により、前計画から内容が一部変更に

なったもの、あるいは新しく創設されたものです。 
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 第第第第５５５５章章章章        第４期第４期第４期第４期障がい福祉障がい福祉障がい福祉障がい福祉計画計画計画計画    

１１１１. . . . 平成平成平成平成２９２９２９２９年度目標値の設定年度目標値の設定年度目標値の設定年度目標値の設定    

（（（（1111））））施設入所者の地域生活移行に関する目標値施設入所者の地域生活移行に関する目標値施設入所者の地域生活移行に関する目標値施設入所者の地域生活移行に関する目標値    

【国の基本指針】 

「施設入所者の地域生活への移行」については、国は、「平成２９年度末の施設

入所者数を平成２５年度末時点の施設入所者数から４パーセント以上削減するこ

と」と、「平成２９年度末までに平成２５年度末時点の施設入所者数の１２パーセ

ント以上が、地域生活へ移行すること」を目標に掲げています。 

また第３期で定めた数値目標が達成されないことが見込まれる場合には、その未

達成割合を加えた割合以上を目標値とすることとされています。 

【町の現状と考え方】 

サービス名称 平成 17 年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

施設入所支援 51 人 45 人 46 人 44 人 

   ※17 年度の入所者数が第３期計画での基準値となっています。 

   ※24 年度、25 年度は３月実績。２6 年度は９月実績。 

 

   第３期計画での削減目標は 5 人、入所から地域に移行する人数の目標を 11 人 

と設定しました。平成 25 年度末の段階で削減人数は 5 人、地域に移行した人数 

は 8 人となり、削減数は達成したものの、入所から地域に移行する人数はこのま 

ま推移すると 3 人（5.8％）の未達成が見込まれます。 

このため、第 4 期計画においては入所者数の削減目標を 2 人、入所から地域生

活に移行する人数の目標を１１人と設定します。 

【数値目標】 

項 目 数 値 考え方 

平成 25 年度末の入所者数（Ａ） 46 人 平成 25 年 3 月 3１日での入所者数 

（目標値）（Ｂ） 8 人 （Ａ）のうち、平成２９年度末までに 

地域生活移行 17.8% 地域生活へ移行する人の目標値 

新たな施設入所支援の利用者

（Ｃ） 

6 人 

平成２9 年度までに新たに施設入所支援が必

要な利用人員見込 

平成２9 年度末の入所者数（Ｄ） 44 人 平成２9 年度末の利用人員見込 （Ａ－Ｂ+Ｃ） 

（目標値）（Ｅ） 2 人 

差引減少見込数（Ａ－Ｄ） 

入所者減少見込み 4.3% 
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（（（（2222））））入院中の精神障がい者の地域への移行に関する目標設定入院中の精神障がい者の地域への移行に関する目標設定入院中の精神障がい者の地域への移行に関する目標設定入院中の精神障がい者の地域への移行に関する目標設定    

【国の基本的指針】 

「入院中の精神障がい者の地域生活移行」については、「良質かつ適切な精神障

害者に対する医療を確保するための指針」に示された入院医療中心の精神医療から

精神障がい者の地域生活を支えるための精神医療への改革の実現を目指すという

方針を踏まえ、「入院後３か月時点の退院率」と「入院期間が１年以上の長期在院

者数」に関する目標値を定めています。 

「入院後３ヶ月時点の退院率」については、平成２９年度における目標値を６４

パーセント以上とし、「入院後１年時点の退院率」については、平成２９年度にお

ける目標値を９１パーセント以上とすることを基本としています。「長期在院者数」

については、平成２９年６月末時点で平成２４年６月末時点から１８パーセント以

上の削減が目標となっています。 

また、入院中の精神障がい者の地域への移行に関する目標の設定は、市町村での

実態の把握が困難であるため、県が目標値を定めることとされており、県の推計で

は本町の入院期間が１年以上の長期在院者数を、高齢者を除くと 2 人としています。 

 

【町の現状と考え方】 

これまで町では、精神障がい者の地域移行に関して、医療機関、茅ヶ崎保健福祉

事務所及び相談支援事業所などと連携を図りながら、退院に向けた支援と地域生活

への定着支援を行ってきました。本計画においても、障がい福祉サービスにおいて

地域移行支援・地域定着支援に毎年度それぞれ 1 人ずつを見込むとともに、福祉課

窓口に精神保健福祉士を配置し、相談支援体制の充実を図ってまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第５章 第４期障がい福祉計画 

 

63 

 

（（（（3333））））○○○○
新新新新     地域生活支援拠点等の整備地域生活支援拠点等の整備地域生活支援拠点等の整備地域生活支援拠点等の整備    

【国の基本的指針】 

国の基本指針において、障害ある方の地域生活を支援する機能の集約を行う拠点

の整備が 平成 29 年度までの成果目標として掲げられています。 

 

【町の現状と考え方】 

 当町が属している湘南東部保健福祉圏域においては、医療的ケアを必要とする重

症心身障害児者を対象とした受け入れ可能な施設を有していないのが現状です。 

 町としては、医療的ケアなど特別な配慮が必要でサービス利用することが困難な

場合や緊急にサービス利用することが必要となった場合の受け入れ機能として短

期入所サービスを提供する事業所（障害福祉サービス等拠点事業所配置事業）を広

域連携により、当該圏域内に今後も継続して配置してまいります。 

また、障がいの重度化・高齢化により多岐にわたる障がい福祉サービスの活用を

コーディネートする相談支援機能を強化するため、神奈川県の実施する「障害保健

福祉圏域地域生活ナビゲーションセンター」を活用し、障がいのある人が住み慣れ

た地域で、安心して生活できるように取り組んでまいります。 
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（（（（4444））））福祉施設から一般就労への移行に関する目標設定福祉施設から一般就労への移行に関する目標設定福祉施設から一般就労への移行に関する目標設定福祉施設から一般就労への移行に関する目標設定    

【国の基本指針】 

「福祉施設から一般就労への移行」について、国は就労移行支援事業等を通じて、

「福祉施設の利用者のうち一般就労に移行する年間延べ人数」が「平成２9 年度中

に平成 24 年度の移行実績の 2 倍以上になること」を目標として設定しています。

町では、平成２9 年度において、「福祉施設の利用者のうち一般就労に移行する人

数」を、10 人と設定します。 

また、国では、「平成 29 年末の就労移行支援事業利用者数を、平成 25 年度末

の利用者数の６割以上とすること」を目標として設定しています。 

さらに事業所ごとの就労移行率について、「就労移行支援事業所のうち、就労移

行率 3 割以上の事業所を全体の５割以上とすること」を目標として設定しています。 

 

【町の現状と考え方】 

町では、平成 21 年度に 7 人、平成 22 年度に 2 人、平成 23 年度に 8 人、24

年度に 5 人が福祉施設を退所し、一般就労へ移行しました。 

障がいのある人の就労意欲を実現するため、身近な場所で就労相談ができるよう、

相談体制の整備に努めます。 

また、障がい特性に応じた雇用の場の創出に向け、.障がい施策担当課と労政担当

課が連携し、引き続き、町内企業の訪問を実施してまいります。 

さらに目標達成に向けて、これまで以上にハローワークや湘南障がい者就業生活

支援センター等関係機関との連携強化を図っていきます。 

上記に加え、障がい者雇用に対する理解の促進を図っていきます。 

項 目   数値 備考 

  平成２１年度 ７人   

  平成２２年度 ２人 

１年間に福祉施設から一般 

就労に移行した人の実績 

年間一般就労者数（実績） 平成２３年度 ８人 

  平成２４年度 ５人 

  平成２５年度 ４人   

  第１期計画 ３人 第１期計画の目標値 

平成２９年度の目標値 

第２期計画 ３人 第２期計画の目標値 

第３期計画 ４人 

第３期計画の目標値（平成１７

年度の人数の４倍以上） 

  第４期計画 10 人 

第４期計画の目標値（平成２４

年度の人数の２倍以上） 
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町では、平成２9 年度中に一般就労に移行する人数を 10 人、平成２４年度実績

の 2 倍と設定します。 

また、平成２９年度末での就労移行継続支援事業の利用者を平成 25 年度末での

利用者の６割増加の 11 人と設定します。 

 

【数値目標】 

項目 人数／割合 備考 

平成２４年度中の一般就

労移行者数 

５人  

平成２６年度中の一般就

労移行者数 

４人 平成２６年度の目標人数 

平成２９年度中の一般就

労移行者数 

１０人 

平成２９年度中の目標人数 

（国の目標は平成２４年度の２倍以上） 

平成２５年度末時点の就

労移行支援利用者数 

７人  

平成２９年度末時点の末

時点の就労移行支援利用

者数 

１１人 

平成２９年度末時点の目標人数 

（国の目標は平成25年度の６割増加以上） 

 

（（（（5555））））○○○○
新新新新     障がい児支援のための計画的な基盤整備障がい児支援のための計画的な基盤整備障がい児支援のための計画的な基盤整備障がい児支援のための計画的な基盤整備    

【国の基本指針】 

 国の指針において、可能な限り、市町村における児童発達支援センター等障害児

支援のための基盤整備について、地域の実情を踏まえて設定することとなっていま

す。 

 

【町の現状と考え方】 

 町の現状は、町立の児童発達支援事業所「ひまわり教室」において、障がい児に

対する児童発達支援を実施しています。 

 町として、児童発達支援事業を中心に、母子保健・子育て支援・教育・福祉支援

との連携強化を図り、支援体制を強化してまいります。 

 さらに、各分野が連携を図ることによって、それぞれの専門性をより一層、活か

した支援を目指してまいります。 
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２．２．２．２．    障がい福祉サービスの種類と見込量障がい福祉サービスの種類と見込量障がい福祉サービスの種類と見込量障がい福祉サービスの種類と見込量    

 

障がい福祉サービスの種類ごとの具体的な目標値として、一月当たりの必要なサ

ービス量を平成２９年度まで見込みます。 

見込量の算出にあたっては、各サービスの利用率を実績値から算出し、平成２７

年度以降の人口推計及び障がい者数に適用し推計しています。さらに、アンケート

調査結果のサービス利用意向を勘案して見込量を算出しています。 

 

《自立支援給付

※

サービス一覧》 

 

１．訪問系サービス１．訪問系サービス１．訪問系サービス１．訪問系サービス 
 

 
（１）居宅介護 居宅での入浴、排せつ、食事の介護など生活全般にわたる援助。 

（２）○
新

重度訪問介護 重度の肢体不自由または、重度の知的障がいもしくは精神障が

いにより、行動上著しい困難を有する人で、常に介護を必要と

する人に、自宅で入浴、排泄、食事の介護、外出時における移

動支援など、総合的に行います。 

（３）同行援護 視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する人を対象とし

た、外出時における移動に必要な情報提供や支援等。 

（４）行動援護 行動上著しい困難を有する人で常時介護を要する人を対象と

した、危機回避のため必要な援護や外出時の移動の支援等。 

（５）重度障害者等包括

支援 

介護の必要性が著しく高い人に、居宅介護等を包括的に提供。 

２．日中活動系サービス２．日中活動系サービス２．日中活動系サービス２．日中活動系サービス 
 

 （１）生活介護 
常に介護を必要とする人を対象とした、昼間の排泄、食事の介

護等と、創作的活動または生産活動の機会の提供。 

（２）自立訓練 
自立した日常生活または社会生活ができるよう、一定期間、目

標を設定し、身体機能または生活能力の向上のために必要な訓

練を実施。 

（３）就労移行支援 
一般企業等で就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知

識や能力を高めるための訓練を実施。 

（４）就労継続支援 
一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するととも

に、継続的な就労や就労に必要な知識や能力を高める訓練を実

施。 

（５）療養介護 
医療と通常介護を必要とする人を対象とした、医療機関で機能

訓練、療養上の管理、看護、介護及び日常生活の支援。 

（６）短期入所 
自宅で介護する人の病気やレスパイトにより、施設への短期の

入所による入浴、排せつまたは食事などの介護。 

３．居住系サービス３．居住系サービス３．居住系サービス３．居住系サービス 
 

 （１） ○
新

共同生活援助 

（ＧＨに一元化） 

共同生活援助（グループホーム）は、主として夜間において共

同生活を行う住居で、相談その他日常生活上の援助。 

（２）施設入所支援 
施設に入所する人を対象とした、入浴、排せつまたは食事の介

護等。 

４．相談支援４．相談支援４．相談支援４．相談支援 
 

    （１）計画相談支援 
相談支援専門員が、一人ひとりの心身の状況やサービス利用の

意向、家族の状況を踏まえ、利用サービスの種類、内容等を定

めたサービス等利用計画を適切に作成できるよう支援します。 
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（２）地域移行支援 
障がい者支援施設、精神科病院、児童福祉施設を利用する 18

歳以上の障がい者等を対象として、地域移行支援計画の作成、

相談による不安解消、外出の同行支援､住居確保､関係機関との

調整等を行います。 

 

 

 

《障害児通所支援一覧》 

 

５．障５．障５．障５．障害害害害児通所支援児通所支援児通所支援児通所支援 
 

 
（１）○

新
児童発達支援 日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の向上、集団

生活への適応訓練など。 

（２）○
新

医療型児童発達

支援 

肢体不自由があり、理学療法等の機能訓練又は医療的管理下で

の支援が必要であると認められた障がい児に対し、児童発達支

援及び治療を行う。 

（３）○
新

放課後等デイサ

ービス 

学校通学中の障がい児に対して、放課後や長期休暇において、

生活能力向上のための訓練等を継続的に提供することにより、

学校教育と相まって障がい児の自立を促進するとともに、放課

後等の居場所作りを支援します。 

（４）○
新

保育所等訪問支 

援 

障害児以外の児童との集団生活への適応のための専門的な支

援その他必要な支援を行う。 

（５）○
新

障がい児相談支

援 

障害児通所支援の利用申請手続きにおいて、障害児の心身の状

況や環境、障害児または保護者の意向などを踏まえて「障害児

支援利用計画案」の作成を行います。利用が決定した際は、サ

ービス事業者等との連絡調整、決定内容に基づく「障害児支援

利用計画」の作成を行います。 
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（１）訪問系サービス（１）訪問系サービス（１）訪問系サービス（１）訪問系サービス    

 

【主な事業内容】 

 サービス 名称サービス内容 

 居宅介護 

 居宅での入浴、排泄、食事の介護など生活全般

にわたる援助を行います。 

 重度訪問介護 

 重度の肢体不自由または、重度の知的障がいも

しくは精神障がいにより、行動上著しい困難を有

する人で、常に介護を必要とする人に、自宅で入

浴、排泄、食事の介護、外出時における移動支援

など、総合的に行います。 

 同行援護 

 視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する

人に外出時において移動に必要な情報や支援等

を行います。 

 行動援護 

 行動上著しい困難を有する人で常時介護を要

する人に危機回避のため必要な援護や外出時の

移動の支援等を行います。 

 重度障害者等包括支援 

 介護の必要性が著しく高い人に、居宅介護等を

包括的に提供します。 

 

【現状と実績】 

重度訪問介護、重度障害者等包括支援については、利用実績はありません。 

居宅介護は、見込の約半分程度の数値で推移しているものの、おおむね増加傾

向にあります。 

サービスの名称 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

居宅介護 

人分 

計画 ７６ ７８ ８０ 

実績 ４３ ４８ ４４ 

時間分 

計画 １，００７ １０３０ １,０５３ 

実績 ５７０．８ ６１４．５ ５４５．３ 

※２４年度､２５年度は､３月実績で２６年度は９月実績。 

※時間分は月間延べ時間。  

 

【サービス見込量と考え方】 

第３期計画の見込どおりに実績が上がらなかったため、数値の見直しを行い、

アンケート調査結果の利用意向を反映させた数値となっています。 

なお、訪問系サービスの内容は、前頁のとおりですが、サービス見込量につい

ては、国の指針に従い一括して設定することとしており、平成２６年４月より重

度訪問介護の対象者拡大、アンケートによる利用意向の調査結果からサービス利

用は増加するものと見込んでおります。 
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（２９年度までの見込み）  

サービスの名称 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

居宅介護等 

人分 ５６ ５８ ６０ 

時間分 ７８３ ８０６ ８２９ 

※人分は月間実人数、時間分は月間延べ時間で、各年度末の見込量。 

 

 

※平成２６年度は利用量が確定していないため、平成２５年度と平成２７年度の中間

値を表示している。 
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（（（（２）日中活動系サービス２）日中活動系サービス２）日中活動系サービス２）日中活動系サービス    

＜１＞生活介護＜１＞生活介護＜１＞生活介護＜１＞生活介護    

    

【主な事業内容】 

常に介護を必要とする人に、昼間、排泄、食事の介護等を行うとともに、創作

的活動または生産活動の機会を提供します。 

  

【現状と実績】 

人数、延べ人数ともに概ね見込み量どおりとなっています。 

サービスの名称 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

生活介護 

人分 

計画 ９３ ９６ ９９ 

実績 ９１ ８７ ９３ 

人日分 

計画 １,５６０ １,６０９ １,６５９ 

実績 １,６４９ １,５７７ １,６６１ 

※２４年度､２５年度は３月実績で､２６年度は９月実績。 

※人日分は月間延べ利用日数。 

 

【サービス見込量と考え方】 

第３期計画通り推移していますが、横ばい傾向にあるため、前回同様の見込量

で算出しました。 

 

（２９年度までの見込み）  

サービスの名称 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

生活介護 

人分 ９６ ９９ １０２ 

人日分 １，７１０ １，７５９ １，８０８ 

※人分は月間実人数、人日分は月間延べ利用日数で、各年度末の見込量。 

 

 

※平成２６年度は利用量が確定していないため、平成２５年度と平成２７年度の中間

値を表示している。 



第５章 第４期障がい福祉計画 

 

71 

 

＜２＞自立訓練（機能訓練）（生活訓練）＜２＞自立訓練（機能訓練）（生活訓練）＜２＞自立訓練（機能訓練）（生活訓練）＜２＞自立訓練（機能訓練）（生活訓練）    

 

【主な事業内容】 

自立した日常生活または社会生活ができるよう、一定期間、目標を設定し身体

機能または生活能力の向上のために必要な訓練を行います。 

 

【現状と実績】 

引き続いて事業所や入所施設からグループホームへの地域移行を目指す利用者

もおりますが、実績人数は、ほぼ横ばいの状態です。 

 

サービスの名称 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

自立訓練（機能訓練） 

人分 

計画 １ １ １ 

実績 １ １ ２ 

人日分 

計画 ２３ ２３ ２３ 

実績 ９ ２０ ２８ 

自立訓練（生活訓練） 

人分 

計画 １ １ １ 

実績 ４ ２ ０ 

人日分 

計画 ２３ ２３ ２３ 

実績 ７９ ４２ ０ 

※２４年度､２５年度は３月実績で､２６年度は９月実績。 

※人日分は月間延べ利用日数。 

 

【サービス見込量と考え方】 

機能訓練、生活訓練ともに実績人数が横ばいの状態を受けて、実績数値の平均

を計画の数値として見込みました。 

 

（２９年度までの見込み）  

サービスの名称 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

自立訓練（機能訓練） 

人分 １ １ １ 

人日分 ２０ ２０ ２０ 

自立訓練（生活訓練） 

人分 ２ ２ ２ 

人日分 ４２ ４２ ４２ 

※人分は月間実人数、人日分は月間延べ利用日数で、各年度末の見込量。 
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＜３＞就労移行支援＜３＞就労移行支援＜３＞就労移行支援＜３＞就労移行支援    

 

【主な事業内容】 

一般企業等で就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識や能力を高め

るための訓練を行います。 

 

【現状と実績】 

今まで計画値では、増加傾向にありましたが、実績は、ほぼ横ばいに転じてい

ます。 

 

サービスの名称 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

就労移行支援 

人分 

計画 ２２ ２３ ２３ 

実績 ８ ７ ８ 

人日分 

計画 ２９４ ３０３ ３１２ 

実績 １５３ １５２ １４２ 

※２４年度､２５年度は３月実績で､２６年度は９月実績。 

※人日分は月間延べ利用日数。 
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【サービス見込量と考え方】 

国では、「平成２５年度末の利用者数の６割増加以上とすること」を目標設定

しているため、横ばい傾向を考慮して、延べ利用日数は、平均値の５人ずつを各

年度で増やして見込みました。 

 

（２９年度までの見込み）  

サービスの名称 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

就労移行支援 

人分 ９ １０ １１ 

人日分 １４７ １５２ １５７ 

※人分は月間実人数、人日分は月間延べ利用日数で、各年度末の見込量。 

 

 

※平成２６年度は利用量が確定していないため、平成２５年度と平成２７年度の中間

値を表示している。 
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＜４＞就労継続支援（Ａ型：雇用型）（Ｂ型：非雇用型）＜４＞就労継続支援（Ａ型：雇用型）（Ｂ型：非雇用型）＜４＞就労継続支援（Ａ型：雇用型）（Ｂ型：非雇用型）＜４＞就労継続支援（Ａ型：雇用型）（Ｂ型：非雇用型）    

  

【主な事業内容】 

一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、継続的な就労

や就労に必要な知識や能力を高める訓練を行います。 

 

【現状と実績】 

Ａ型（雇用型）は、今まで計画を下回って推移していましたが、平成２５年度

の実績で上回ることができました。Ｂ型（非雇用型）については、ほぼ横ばい傾

向にあり、実績は、計画値を下回りました。 

 

サービスの名称 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

就労継続支援 A 型 

（雇用型） 

人分 

計画 ２ ２ ２ 

実績 １ ２ ３ 

人日分 

計画 ３８ ３９ ４０ 

実績 １８ ４５ ６０ 

就労継続支援 B 型 

（非雇用型） 

人分 

計画 ８０ ８３ ８５ 

実績 ７５ ６９ ５６ 

人日分 

計画 １，１９６ １，２３３ １，２７０ 

実績 １，１８３ １，０８４ ９４５ 

※２４年度､２５年度は３月実績で､２６年度は９月実績。 

※人日分は月間延べ利用日数。 

 

【サービス見込量と考え方】 

Ａ型（雇用型）については、他市ではありますが、事業所が増加したことによ

り、利用者も増えたものと推測されます。本計画においては、平成２９年度の利

用者を７人として見込み、利用日数についても２６年度までの伸び率から増加を

見込みました。 

 

（２９年度までの見込み） 

サービスの名称 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

就労継続支援 A 型 

人分 ６ ６ ７ 

人日分 ７４ ８８ １０２ 

※人分は月間実人数、人日分は月間延べ利用日数で、各年度末の見込量。 

 

 

 

 



第５章 第４期障がい福祉計画 

 

75 

 

 

※平成２６年度は利用量が確定していないため、平成２５年度と平成２７年度の中間

値を表示している。 

 

Ｂ型（非雇用型）については、利用者数は、やや減少傾向にありますが、平成

２７年度からの計画数値につきましては、自立訓練、就労移行から移行する人の

動向を考慮するとともに、アンケート調査結果の利用意向を反映させて、１０人

ずつの実利用人数増加で見込みました。 

 

（２９年度までの見込み）  

サービスの名称 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

就労継続支援 B 型 

人分 ６６ ７６ ８６ 

人日分 １，０５６ １，２１６ １，３７６ 

※人分は月間実人数、人日分は月間延べ利用日数で、各年度末の見込量。 

 

 

※平成２６年度は利用量が確定していないため、平成２５年度と平成２７年度の中間

値を表示している。 
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＜５＞療養介護＜５＞療養介護＜５＞療養介護＜５＞療養介護    

 

【主な事業内容】 

医療と通常介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、

介護及び日常生活の支援を行います。 

 

【現状と実績】 

平成２３年度までの対象者は１名でしたが、その後の増加は、法改正によって、

平成２４年度から重症心身障がい児施設入所者も療養介護の支給決定を受けたこ

とによるものです。  

 

サービスの名称 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

療養介護 人分 

計画 ６ ７ ７ 

実績 ６ ７ ７ 

※２４年度､２５年度は３月実績で､２６年度は９月実績。 

※人分は実人数。 

 

【サービス見込量と考え方】 

本計画においては、これまでの実績を踏まえた上で、重症心身障害者施設に入

所している人の動向を考慮し、平成２７年度からの利用者を１人増加させ、８人

として見込みました。 

 

（２９年度までの見込み）  

サービスの名称 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

療養介護 人分 ８ ８ ８ 

※人分は月間実人数で、各年度末の見込量。 
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＜６＞短期入所＜６＞短期入所＜６＞短期入所＜６＞短期入所    

【主な事業内容】 

自宅で介護する人の病気やレスパイトにより、施設への短期の入所による入浴、

排せつまたは食事などの介護を行います。 

 

【現状と実績】 

人数、延べ人数ともに支給決定を受けている人の大半が、介護者の病気など緊

急時のことを考えている傾向があるため、これからも同様の傾向が続くと予測し

ています。 

 

サービスの名称 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

短期入所 

人分 

計画 ２７ ２８ ２８ 

実績 １８ ２０ ２１ 

人日分 

計画 ２４３ ２５１ ２５８ 

実績 １２３ １１３ １２７ 

※２４年度､２５年度は３月実績で､２６年度は９月実績。 

※人日分は月間延べ利用日数。 

 

【サービス見込量と考え方】 

アンケート調査からも障がい者を支援する家族によるレスパイト等の目的によ

り、利用ニーズは、拡大していくことが想定されます。平成２７年度からは、実

績値の増加した人数で見込みました。 

 

（２９年度までの見込み）  

サービスの名称 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

短期入所 

人分 ２４ ２７ ３０ 

人日分 １４４ １６２ １８０ 

※人分は月間実人数、人日分は月間延べ利用日数で、各年度末の見込量。 

 

※平成２６年度は利用量が確定していないため、平成２５年度と平成２７年度の中間

値を表示している。 
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（３）居住系サービス（３）居住系サービス（３）居住系サービス（３）居住系サービス    

＜１＞＜１＞＜１＞＜１＞○○○○
新新新新 共同生活援助共同生活援助共同生活援助共同生活援助((((グループホームグループホームグループホームグループホーム))))    

    

【主な事業内容】 

○共同生活援助（グループホーム） 

  主として夜間において、共同生活を行う住居で、相談その他日常生活上の援助を

行います。 

 

【現状と実績】 

  「障害者総合支援法」の改正により、平成２６年度から共同生活介護（ケアホー

ム）が共同生活援助(グループホーム）に一元化されましたが、それぞれの計画値及

び実績値で示しています。やや増加の傾向にあります。 

 

サービスの名称 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

共同生活援助 人分 

計画 １ １ １ 

実績 １ ２ ３７ 

共同生活介護 人分 

計画 ２５ ２６ ２８ 

実績 ３２ ３３    － 

       計 人分 

計画 ２６ ２７ ２９ 

実績 ３３ ３５ ３７ 

※２４年度､２５年度は３月実績で､２６年度は９月実績。 

※人分は月間実人数。 

 

【サービス見込量と考え方】 

国が地域移行を提唱している中、共同生活援助（グループホーム）は、地域

で自立を目指し、安心した暮らしを実現するために、重要な役割を担っていま

す。そのため、このサービスの重要性を踏まえ、これまでの実績に基づき、さ

らにアンケート調査による利用意向を反映させて、平成２７年度以降のサービ

ス量は、各年度で５人ずつの増加を見込んでいます。 

 

（２９年度までの見込み）  

サービスの名称 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

共同生活援助 人分 ４２ ４７ ５２ 

※人分は月間実人数で、各年度末の見込量。 



第５章 第４期障がい福祉計画 

 

79 

 

 

※平成２６年度は利用量が確定していないため、平成２５年度と平成２７年度の中間

値を表示している。 

 

＜２＞施設入所支援＜２＞施設入所支援＜２＞施設入所支援＜２＞施設入所支援    

    

【主な事業内容】 

施設に入所する人に、提供される入浴、排せつまたは食事の介護等を行います。 

【現状と実績】 

施設入所支援では、ほぼ計画どおり、横ばいの実績値となっております。 

今後も施設入所支援については、長期的に入所者の地域生活への移行を進めて

いくことが求められています。また、現入所者に加え、毎年、待機者もいること

から、まずは待機者の改善を図ることが求められます。 

 

サービスの名称 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

施設入所支援 人分 

計画 ４５ ４４ ４３ 

実績 ４５ ４６ ４５ 

※２４年度､２５年度は３月実績で､２６年度は９月実績。 

※人分は月間実人分。 

 

【サービス見込量と考え方】 

国の基本指針に基づき、今後も地域移行を進めていくことになっていますので、

少なくとも平成２５年度から２年に１名ずつ地域移行を目指した計画値にいたし

ました。 

 

（２９年度までの見込み）  

サービスの名称 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

施設入所支援  人分  ４５ ４５ ４４ 

※人分は月間実人数で、各年度末の見込量。 
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※平成２６年度は利用量が確定していないため、平成２５年度と平成２７年度の中間

値を表示している。 

 

（４）相談支援（４）相談支援（４）相談支援（４）相談支援        

障害者自立支援法の改正により、平成２４年４月からは「指定相談支援」が、「計

画相談支援」、「地域移行支援」、「地域定着支援」の３種類に移行されました。 

    

＜１＞計画相談支援＜１＞計画相談支援＜１＞計画相談支援＜１＞計画相談支援 

【主な事業内容】 

相談支援専門員が、一人ひとりの心身の状況やサービス利用の意向、家族の状

況を踏まえ、利用サービスの種類、内容等を定めたサービス等利用計画を適切に

作成できるよう支援します。 

 

【現状と実績】 

障害者自立支援法の改正により、平成２４年４月からは、計画相談支援等へ移

行されました。これに伴いサービス等の支給決定前にサービス等利用計画が必要

となったため、実績値が大幅に増えております。 

 

サービスの名称 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

計画相談支援 人分 

計画 ６ ９ ６ 

実績 １０ １７ １９２ 

※２４年度､２５年度は３月実績で､２６年度は９月実績。 

※人分は年間実人数。 
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【サービス見込量と考え方】 

平成２４年度より計画相談支援が強化され、サービス利用者全員にサービス等

利用計画の作成が必要となり、平成２６年度の実績は、大幅に増加しました。 

今後も、障がい福祉サービスを利用する人の増加が見込まれることから、計画

相談支援を利用する人も増加すると考えられるため、平成２７年度からの計画数

値につきましては、現在のサービス利用者に加え、新規利用者を毎年２０名の増

加を見込みました。 

 

（２９年度までの見込み）  

サービスの名称 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

計画相談支援 人分 ２７７ ２９７ ３１７ 

※人分は実人数で、月間見込量。 

 

＜２＞地域相談支援＜２＞地域相談支援＜２＞地域相談支援＜２＞地域相談支援 

 

【主な事業内容】 

①地域移行支援 

障がい者支援施設や精神科病院に入所等をしている障がいのある人に対して、

住居の確保や地域生活の準備、福祉サービスの見学・体験のための外出への同

行支援、地域における生活に移行するための活動に関する相談等の支援を行い

ます。 

②地域定着支援 

居宅において単身、または家庭の状況により同居している家族等による支援

を受けられない障がいのある人に対して、常に連絡可能な体制を確保し、障が

いの特性に起因して発生した緊急事態等の相談・訪問・連絡などの緊急対応を

行います。 

 

【現状と実績】 

地域移行支援及び地域定着支援ともに、実績はありませんでした。 

 

サービスの名称 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

地域移行支援 

計画(人分) １ １ １ 

実績(人分) ０ ０ ０ 

地域定着支援 

計画(人分) １ １ １ 

実績(人分) ０ ０ ０ 

※２４年度､２５年度は３月実績で､２６年度は９月実績。 
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※人分は年間実人数。 

 

【サービス見込量と考え方】 

平成２４年度からの入院中の精神障がい者の地域生活移行及び地域定着支援

の実績がないことから、平成２７年度から平成２９年度まで地域移行支援、地

域定着支援ともに毎年１人の利用を見込んでいます。 

 

（２９年度までの見込み）  

サービスの名称 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

地域移行支援 人分 １ １ １ 

地域定着支援 人分 １ １ １ 

※人分は実人数で、各年度末の年間見込量。 

 

（５）障（５）障（５）障（５）障がいがいがいがい児通所支援児通所支援児通所支援児通所支援    

    

＜１＞＜１＞＜１＞＜１＞○○○○
新新新新 児童発達支援児童発達支援児童発達支援児童発達支援    

 【主な事業内容】 

 日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の向上、集団生活への適応訓練な

どです。 

 

【現状と実績】 

 利用者は、「ひまわり教室」の利用が大半を占めており、町外の児童発達支援センタ

ーの利用も見受けられます。平成２５年度までは増加傾向にありましたが、平成２６

年度９月では、やや減少傾向が見受けられました。 

 

サービスの名称 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

児童発達支援 

人分 

計画 － － － 

実績 １８ ２０ １５ 

人日分 

計画 － － － 

実績 １８１ １９３ １７２ 

※２４年度､２５年度は３月実績で､２６年度は９月実績。 

※人日分は月間延べ利用日数。 
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【サービス見込量と考え方】 

計画の利用実人数や延べ人数の見込みについては、障がい児の増加やアンケー

ト調査による利用意向を反映させて、利用実人数を各年度に１人の増加で見込ん

でいます。 

 

（２９年度までの見込み） 

サービスの名称 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

児童発達支援 

  人分  １６ １７ １８ 

  人日分  １８２ １９３ ２０３ 

※人分は実人数で、各年度末の年間見込量。 

 

＜２＞＜２＞＜２＞＜２＞○○○○
新新新新 医療型児童発達支援医療型児童発達支援医療型児童発達支援医療型児童発達支援    

    

【主な事業内容】 

肢体不自由があり、理学療法等の機能訓練又は医療的管理が必要であると認め

られた障がい児を支援します。 

 

【現状と実績】 

現在のところ、サービスの実績はありませんでした。 

 

【サービス見込量と考え方】 

サービスの利用実績は、これまでのところないものの、今後の就学時前の肢体

不自由児や重症心身障がい児の動向を考慮し、平成２９年度に１名で、２０日を見

込みました。 

 

（２９年度までの見込み） 

サービスの名称 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

医療型発達支援 

人分 ０ ０ １ 

人日分 ０ ０ ２０ 

※人分は実人数で、各年度末の年間見込量。 
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＜３＞＜３＞＜３＞＜３＞○○○○
新新新新 放課後等デイサービス放課後等デイサービス放課後等デイサービス放課後等デイサービス    

    

【主な事業内容】 

通学中の障がい児に対して、放課後や長期休暇において、生活能力向上のため

の訓練等を継続的に提供することにより、学校教育と相まって障がい児の自立を

促進するとともに、放課後等の居場所作りを支援します。 

 

【現状と実績】 

町内に放課後デイサービスの事業所がありませんでしたが、平成２６年５月か

ら町内に事業所が開設されたことで、平成２６年度９月現在、実績値の急激な増

加となっています。利用しやすい環境になったものと考えられます。 

 

サービスの名称 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

放課後等 

デイサービス 

人分 

計画 － － － 

実績 ２ ２ ８ 

人日分 

計画 － － － 

実績 ３ ４ ４２ 

※２４年度､２５年度は３月実績で､２６年度は９月実績。 

※人日分は月間延べ利用日数。 

 

【サービス見込量と考え方】 

放課後デイサービスにつきましては、障がい児数も増加しているとともに、平

成２６年５月より町内に事業所が新たに開設されたことから、今後、サービス利

用の増加が見込まれるため、利用実人数を年度ごとに３人ずつ増加させて見込ん

でいます。 

 

（２９年度までの見込み） 

サービスの名称 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

放課後等 

デイサービス 

  人分  １１ １４ １７ 

  人日分  ５７ ７７ ９７ 

※人分は実人数で、各年度末の年間見込量。 
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＜４＞＜４＞＜４＞＜４＞○○○○
新新新新 保育所等訪問支援保育所等訪問支援保育所等訪問支援保育所等訪問支援    

    

【主な事業内容】 

保育所等を現在利用中の障がい児、または、今後利用する予定の障がい児が、

保育所等における集団生活の適応のための専門的な支援を必要とする場合、障が

い児が集団生活を営むために通う国が定める施設を訪問し、専門的な支援が必要

と認められた障がい児を支援しています。 

 

【現状と実績】 

平成２５年度の実績は、１名となっております。 

サービスの名称 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

保育所等訪問支援 人分 

計画 － － － 

実績 ０ １     １ 

※２４年度､２５年度は３月実績で､２６年度は９月実績。 

※人分は年間実人数。 

 

【サービス見込量と考え方】 

実績値や伸び率から、今後も、増加傾向にあるものと考え、毎年１名ずつ増と

しています。 

 

（２９年度までの見込み） 

サービスの名称 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

保育所等訪問支援   人分  ３ ４ ５ 

※人分は実人数で、各年度末の年間見込量。 
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＜５＞＜５＞＜５＞＜５＞○○○○
新新新新 障がい障がい障がい障がい児相談支援児相談支援児相談支援児相談支援    

    

【主な事業内容】 

障がい児が、通所支援（児童発達支援・放課後等デイサービスなど）を利用す

る前に、障害児支援利用計画を作成し、通所支援開始後、一定期間ごとにモニタ

リングを行う等の支援を行います。 

 

【現状と実績】 

平成２５年度の実績は、１名となっております。 

 

サービスの名称 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

障害児相談支援 人分 

計画 － － － 

実績 ０ １     ８ 

※２４年度､２５年度は３月実績で､２６年度は９月実績。 

※人分は年間実人数 

 

【サービス見込量と考え方】 

見込量については、各年度の児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等

訪問支援などの合計数で、見込んでおります。 

 

（２９年度までの見込み） 

サービスの名称 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

障害児相談支援   人分  ３０ ３５ ４１ 

※人分は実人数で、各年度末の年間見込量。 
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○○○○○○○○障障障障障障障障ががががががががいいいいいいいい福福福福福福福福祉祉祉祉祉祉祉祉ササササササササーーーーーーーービビビビビビビビススススススススのののののののの実実実実実実実実績績績績績績績績及及及及及及及及びびびびびびびび見見見見見見見見込込込込込込込込量量量量量量量量        

サービス名称 

支給量 

平成 2４年度 

実績 

平成 2５年度 

実績 

平成 2６年度 

実績 

平成 2９年度 

見込 

自立支援給付 

居宅介護 570.8 時間 614.5 時間 545.3 時間 ８２９時間 

生活介護 1,649 人日分 1,577 人日分 1,661 人日分 1,808 人日分 

自立訓練（機能訓練） ９人日分 ２０人日分 ２８人日分 ２０人日分 

自立訓練（生活訓練） ７９人日分 ４２人日分 ０人日分 ４２人日分 

就労移行支援 153 人日分 152 人日分 142 人日分 157 人日分 

就労継続支援Ａ型 １８人日分 ４５人日分 60 人日分 １０２人日分 

就労継続支援Ｂ型 1,183 人日分 1,084 人日分 945 人日分 1,376 人日分 

療養介護 ６人分 ７人分 ７人分 ８人分 

短期入所 123 人日分 113 人日分 127 人日分 180 人日分 

共同生活介護 ３２人分 ３３人分   

共同生活援助 1 人分 ２人分 ３７人分 ５２人分 

施設入所支援 ４５人分 ４６人分 ４５人分 ４４人分 

相談支援 １０人分 １７人分 １９２人分 ３１７人分 

障害児通所支援 

児童発達支援 １８人分 ２０人分 １５人分 １８人分 

放課後等デイサービス ２人分 ２人分 ８人分 １７人分 

保育所等訪問支援 ０人分 １人分 １人分 ５人分 

障害児相談支援 ０人分 １人分 ８人分 ４１人分 

※２４年度､２５年度は３月実績。２６年度のみ９月実績。 
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（６）障がい福祉サービス見込量確保のための方策（６）障がい福祉サービス見込量確保のための方策（６）障がい福祉サービス見込量確保のための方策（６）障がい福祉サービス見込量確保のための方策    

 

 ◆◆◆◆サービス提供事業所、近隣市町や関係機関との連携等によるサービス提供体制の充実サービス提供事業所、近隣市町や関係機関との連携等によるサービス提供体制の充実サービス提供事業所、近隣市町や関係機関との連携等によるサービス提供体制の充実サービス提供事業所、近隣市町や関係機関との連携等によるサービス提供体制の充実    

寒川町には障がい福祉サービスを提供する事業所が少ないのが現状です。 

また、支援の担い手となるヘルパーも不足しておりサービスの利用希望があっ

ても、まだまだ充分に対応ができていません。寒川町では、ヘルパー養成講座の

募集を広報紙に掲載し、神奈川県実施の研修事業への周知を行いました。 

本計画におきましても、障がいに応じた適切なサービスが提供できるよう、関

係機関に各種研修会への参加を働きかけてまいります。 

また、他市との連携のもと、必要に応じて重症心身障がい児者に対しての短期

入所サービスを行ってまいります。 

 ◆在宅生活を送る環境の整備や場の充実◆在宅生活を送る環境の整備や場の充実◆在宅生活を送る環境の整備や場の充実◆在宅生活を送る環境の整備や場の充実    

寒川町では、関係機関との連携、ケース会議の実施等を通じて、地域での支援を

行ってまいりました。手帳説明会などにおいて、寒川町福祉団体協議会を紹介し、

当事者団体や親の会の会員数の増員促進に努めています。 

在宅生活を送る環境の整備については、快適な生活を送るため住宅の階段や段差

など設備面の改修によるバリアフリー化した住宅改修費助成を継続していきます。 

日常生活の場や身近な情報等を必要に応じて提供していきます。 

グループホームを新規設置する事業者に対し、備品購入費の一部助成及び設置に

あたっての相談、調整等の支援を行います。 

また、障がいのある人の就労支援の一貫として、寒川町総合図書館での職場体験

実習や事業所に対し庁舎内業務の委託を引き続き行ってまいります。 

さらに、就労意欲をもつ障がいのある人の能力に応じた雇用の促進、また就労後

の定着支援についても、公共職業安定所や湘南障害者就業・生活支援センター等と

連携しながら、就労に関する相談体制の充実を図り、障がいのある人の雇用を促進

するため、民間企業や事業主に対して障がいの理解や障がい者雇用に関する啓発活

動を推進してまいります。 

 ◆相談支援体制の充実と活用◆相談支援体制の充実と活用◆相談支援体制の充実と活用◆相談支援体制の充実と活用    

町は、指定相談事業所を設置し、これまでに障がいのある人やその家族、関係

機関等からの相談を受け、相談支援事業所と連携して、適切なサービスに繋げる

ことができるよう調整してまいりました。 

精神保健福祉施策の推進として、専門性が求められる多様な相談内容に応じる

ため、福祉課窓口に精神保健福祉士等の有資格者を配置することに努めます。 

障がいのある人の地域生活を支援していくためには、その必要に応じた適切で

きめ細やかな支援を誰でも受けられるよう、一人ひとりの生活課題に応じた相談

体制に取り組むことが大切です。困難ケースについても自立支援協議会を活用し、

問題解決を図ってまいります。 

○新  
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３．３．３．３．    地域生活支援事業の見込量地域生活支援事業の見込量地域生活支援事業の見込量地域生活支援事業の見込量    

 

町は、障がいのある人がその有する能力及び適性に応じ自立した日常生活や社会生

活を営むことができるよう、地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業を効率

的・効果的に行い、障がいのある人の福祉の増進を図るとともに、障がいの有無に関

わらず人格と個性を尊重し安心して暮らすことができる地域社会の実現のために、必

要な事業を実施します。 

地域生活支援事業は、障害者総合支援法により町の必須事業として位置づけられて

いるものと、町の施策などにより任意に実施する事業があります。 

 

《地域生活支援事業一覧》 

必須事業必須事業必須事業必須事業 
 

 
（ア）相談支援事業 障がいのある人やその介護を行う人からの相談に応じ、必

要な情報の提供、権利擁護のために必要な援助を行う。 

（イ）○新成年後見制度利用支

援事業（※１） 

知的障がい、精神障がいなどによって物事を判断する能力

が十分でない方の権利を守る援助者を選ぶため、本人に代

わって、家庭裁判所において後見人等選任のための申立て

手続きや費用負担を行います。 

（ウ）コミュニケーション支援

事業 

障がいのため、意思疎通を図ることに支障がある人と意思

疎通を仲介するための、手話通訳者や要約筆記者の派遣、

設置、また点訳による支援。 

（エ）日常生活用具給付等事業 重度障がいのある人に対して、介護・訓練支援用具や自立

支援用具、または排せつ管理支援用具などを給付。 

（オ）○新手話奉仕員養成研修

事業 

手話通訳者養成のための講座を開催することで、障がいの

ある人が積極的に社会へ参加できるような支援。 

（カ）移動支援事業 障がいがあり一人で外出することが困難な人を対象とし

た外出時の移動支援。 

（キ）地域活動支援センター

※

機能強化事業 

障がいのある人に、創作的活動や生産活動の機会や場の提

供、地域との交流を支援することを目的として事業を展開

する地域活動支援センターの機能強化事業。 

任意事業任意事業任意事業任意事業 
 

 
（ク）訪問入浴サービス事業 重度の身体障がいのある人の自宅に訪問し、入浴サービス

を提供。 

（ケ）日中一時支援事業 障がいのある人に日中活動の場を確保し、家族に一時的な

休息を提供することや、保護者が就労の機会を増やすこと

ができるよう、障がいのある児童を学校の放課後など一時

的に預かる。 

（コ）更生訓練費等給付事業 国制度の障がい福祉サービスのうち、就労移行支援や自立

訓練の支給決定を受けている人や身体障がい者更生援護

施設に入所している人に更生訓練費を支給。 

（サ）社会参加支援事業 

    

卓球教室の開催やスポーツ大会への参加、身体に障がいの

ある人のために自動車運転免許取得や自動車改造費用の

助成など、障がいのある人が積極的に社会参加できるよう

な支援。 

  （※１）の事業については、必須事業としています。 
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（１）必須事業（１）必須事業（１）必須事業（１）必須事業    

    

（ア）相談支援事業（ア）相談支援事業（ア）相談支援事業（ア）相談支援事業        

障がいのある人やその介護を行う人からの相談に応じ、必要な情報の提供、権利

擁護のために必要な援助を行い、障がいのある人等が自立した日常生活や社会生活

を営むことができるよう支援します。 

また、精神保健福祉施策の推進として、専門性が求められる多様な相談内容に応

じるため、福祉課窓口に精神保健福祉士等の有資格者を配置することに努めます。 

 

【主な事業内容】  

① 地域自立支援協議会を設置し、関係機関のネットワークのあり方や地域支援体

制の中軸となる相談支援体制のあり方について協議します。 

② 町内指定相談事業所「生活相談室 すまいる」と連携し、生活、サービス利用

などの相談や情報提供、また権利擁護、住宅入居などに必要な援助をします。 

 

【現状と実績】    

より地域の実情に対する課題検討をより身近な地域で行っています。平成２２

年４月より「寒川町地域自立支援協議会」として単独で設置し、平成２５年度に

は「ほっとすぺーす」の開設や「さむかわしょうがいふくしマップ」を作成し、

障がいのある人が、地域で安心して生活ができるよう、取り組んでまいりました。  

今後も、さらなる地域での課題に対して具体的な取り組みを行ってまいります。 

 

    

サービスの名称 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

相談支援事業 

事業所 

計画 １ １ １ 

実績 １ １ １ 

相談員数 

計画 ３ ３ ３ 

実績 ３ ４ ４ 

相談件数 実績 ３，７１７ ３，２９１ ２，７１７ 

成年後見制度利用支援事業 申立件数 実績 ０ ０ １ 

※２４年度、２５年度は３月までの実績で２６年度は９月までの実績。 

 

 

 

 

 

 

 

○新  
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【サービス見込量と考え方】 

現状では町内の事業所は、１箇所ですが、障がいのある人の増加や障がいのある

人を、とりまく多様な課題に伴い相談件数も増加傾向にあり必要性が非常に高いも

のと考えられます。 

このため、平成２９年度に事業所を１箇所、相談員数も同等に増やした数値で見

込みました。 

 

（２９年度までの見込み） 

サービスの名称 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

相談支援事業 

事業所 １ １ ２ 

相談員数 ４ ４ ８ 

※各年度末の年間見込量 

 

 

※平成２６年度は未確定のため、平成２５年度と平成２７年度の中間値を表示している。 

 

【２９年度までの事業展開】 

寒川町の自立支援協議会の現状として、今まで計画の策定や課題の整理を行っ

てまいりましたが、今後は具体的な地域の課題に対して取り組みを行う必要があ

ります。 

また、計画上、平成２９年度に相談支援事業を１箇所増やすことにより、今後

は基幹相談支援センターの必要性を検討してまいります。 

町では、平成２４年１０月から障害者虐待防止法の施行に伴い、障がいのある

人の人権擁護と虐待防止のための「障害者虐待防止センター」を設置し、支援体

制を整備しました。今後も県や関係機関、近隣自治体等と連携しつつ、人権擁護

と虐待防止の充実に向けた体制の検討・整備を引き続き図っていきます。 

○新  

○新  
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（イ）（イ）（イ）（イ）○○○○
新新新新 成年後見制度利用支援事業成年後見制度利用支援事業成年後見制度利用支援事業成年後見制度利用支援事業    

    知的障がい、精神障がいなどによって物事を判断する能力が十分でない方の権利を

守る援助者を選ぶため、本人に代わって、家庭裁判所において後見人等選任のための

申立て手続きや費用負担を行います。 

【サービス見込量と考え方】 

 これまでの利用実績に基づき、最多人数を見込量としました。 

 

 （２９年度までの見込み） 

サービスの名称 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

成年後見制度利用支援事業 利用者数 ２ ２ ２ 

     ※各年度末の年間見込量 

 

【２９年度までの事業展開】 

障がい者の権利擁護を図ることは、重要であるため、成年後見人制度利用支援事業

を推進してまいります。 

 

（ウ）コミュニケーション支援事業（ウ）コミュニケーション支援事業（ウ）コミュニケーション支援事業（ウ）コミュニケーション支援事業    

聴覚、視覚、言語機能、音声機能、その他の障がいのため、意思疎通を図るこ

とに支障がある人と意思疎通を仲介するために、手話通訳者や要約筆記者の派遣、

設置、また点訳による支援などを実施します。 

 

【現状と実績】 

平成２０年４月から週５日、福祉課窓口に手話通訳者を設置したことで、開庁

時に手話通訳の利用が充実したため、ほぼ計画どおりの実績となりました。救急

搬送など緊急時の手話通訳者派遣を開始し、また光化学スモッグなどの気象情報

や災害情報のメール配信など、開庁時以外の支援についても充実しています。  

また、平成２２年度より視覚障がいのある人向けに点字プリンタによるお知ら

せを実施しています。 
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サービスの名称 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

手話通訳者設置 実設置者数 

計画 １ １ １ 

実績 １ １ １ 

手話通訳者派遣 

実利用者数 

計画 ２３ ２５ ２７ 

実績 ２４ １９ １６ 

延べ利用者数 

計画 １１５ １２５ １３５ 

実績 １１６ １２０ ６７ 

要約筆記者派遣 

実利用者数 

計画 ２ ２ ２ 

実績 ２ ２ １ 

延べ利用者数 

計画 １２ １２ １２ 

実績 ２ １２ １ 

※２４年度、２５年度は３月までの実績で２６年度は９月までの実績。 

 

【サービス見込量と考え方】 

手話通訳者設置事業については、週５日の設置を継続します。 

手話通訳者派遣の実利用者数については、減少傾向にあるため、数値の見直し

を行い、実績を基に見込量を算出し、利用意向を反映させました。 

また延べ利用者数におきまして、実使用者数に反して増加していたため、第３

期計画通り推移していますが、こちらも数値の見直しを行い、実績を基に見込量

を算出し、利用意向を反映させました。 

要約筆記者の派遣については、大幅な増加は見込めないため実利用者数や延べ

利用者数については、実績数といたしました。 

 

（２９年度までの見込み）  

サービスの名称 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

手話通訳者設置 設置者数 １ １ １ 

手話通訳者派遣 

実利用者数 ２３ ２３ ２３ 

延べ利用者数 １２５ １２６ １２６ 

要約筆記者派遣 

実利用者数 ２ ２ ２ 

延べ利用者数 １２ １２ １２ 

※各年度末の年間見込量 
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※平成２６年度は利用量が確定していないため、平成２５年度と平成２７年度の中間

値を表示している。 

 

【２９年度までの事業展開】 

手話通訳者設置事業については、平成２０年４月より週５日設置となりました

が、今後も役場窓口の開庁に合わせた設置を継続していきます。さらに、情報機

器を利用するなどコミュニケーション手段の選択肢を増やすための検討も重ねて

いきます。手話通訳者等派遣事業については、夜間の救急車要請などの緊急時の

対応の充実を図っていきます。  

また、視覚に障がいのある人には、平成２２年度より点字文書によるお知らせ

が実施されましたが、障がい福祉部門だけではなく、全庁的に視覚障がいのある

人に支援ができるよう調整をし、早期実現を目指します。 

 

（エ）日常生活用具給付等事業（エ）日常生活用具給付等事業（エ）日常生活用具給付等事業（エ）日常生活用具給付等事業    

重度障がいのある人に対して、身体介護を支援する介護・訓練支援用具や入浴、

食事などの自立生活を支援する自立支援用具、またはストマ用装具などの排泄管理

を支援する排泄管理支援用具などの快適な日常生活を支援するための用具を給付し

ます. 

 

【現状と実績】 

障害者自立支援法の施行に伴い、ストマ用装具などの排泄管理支援用具が補装

具

※

から日常生活用具としての取り扱いになったことにより、引き続き、利用者増

が見受けられます。 

事業特性として、一度交付してしまうと耐用年数を超えない限り、基本的には

再交付ができないうえ、修理対応もできないため、件数自体は大幅な増加の傾向

が見られるということではありません。 

なお、排泄管理支援用具(ストマ用装具等)については、増加傾向にあります。 



第５章 第４期障がい福祉計画 

 

95 

 

 

支援用具 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

介護・訓練支援用具 件数 

計画 ３ ３ ３ 

実績 ０ ０ ６ 

自立生活支援用具 件数 

計画 ９ ６ ８ 

実績 ５ ６ ６ 

在宅療養等支援用具 件数 

計画 ７ ７ ７ 

実績 ５ ７ ７ 

情報・意思疎通支援用具 件数 

計画 ８ ８ ８ 

実績 ５ ７ １ 

排泄管理支援用具 件数 

計画 ７８ ８４ ９０ 

実績 ８２ ８２ ８６ 

居宅生活動作補助用具 件数 

計画 １ １ １ 

実績 ０ ０ ０ 

※２４年度、２５年度は３月までの実績で２６年度は９月までの実績。 

※件数は給付実人数。 

  

【サービス見込量と考え方】 

排泄管理支援用具（ストマ用装具等）については、増加傾向にありますので、

１０人ずつの増加と見込みました。 

また、平成２６年度より排泄管理支援用具（ストマ用装具等）の品目が増えて

おります。排泄管理支援用具（ストマ用装具等）以外の用具については、上記事

業特性より、実績値を今後の計画見込みとしています。 

 

（２９年度までの見込み）  

支援用具 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

介護・訓練支援用具 件数 ０ ０ ０ 

自立生活支援用具 件数 ６ ６ ６ 

在宅療養等支援用具 件数 ７ ７ ７ 

情報・意思疎通支援用具 件数 ７ ７ ７ 

排泄管理支援用具 件数 ９６ １０６ １１６ 

居宅生活動作補助用具 件数 ０ ０ ０ 

    ※各年度末の年間見込量（給付実人数） 

 

 

 

 

 



第５章 第４期障がい福祉計画 

 

96 

 

 

【２９年度までの事業展開】 

技術の進歩に伴い、新たに日常生活用具の対象となりうるものが増えてきてい

ます。とりわけ情報・意思疎通支援用具に関しては、利用者からの要望が多く、

日常生活用具の対象とするかどうかの検討が必要となります。 

今後も引き続きまして対象となるものの見直しを行い、より良いサービス提供

ができるよう、事業を進めてまいります。 

 

（オ）（オ）（オ）（オ）○○○○
新新新新 手話奉仕員養成研修事業手話奉仕員養成研修事業手話奉仕員養成研修事業手話奉仕員養成研修事業    

    手話通訳者養成のための講座を開催することで、障がいのある人が積極的に社会へ

参加できるよう支援します。 

【現状と実績】 

引き続き、手話通訳者を養成するため、町聴覚障害者協会の協力を得ながら、

手話通訳者養成講座を開催しています。ほぼ横ばいの状況です。 

支援用具 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

手話通訳者養成講座 

実受講者数 

計画 ３２ ３２ ３２ 

実績 ２３ １９ １９ 

登録見込み者数 

計画 ０ ０ １ 

実績 ０ ０ ０ 

※２４年度、２５年度は３月までの実績で２６年度は９月までの実績。 

※手話通訳者養成講座は受講者数、それ以外は年間利用延べ数。 

 

【サービス見込量と考え方】 

第３期計画では、任意事業の社会参加促進事業として、手話通訳者養成講座に

関して掲載しておりましたが、法改正により、平成２５年度より必須事業に位置

づけられております。見込量につきましては、利用意向を反映させました。 

手話通訳者養成講座については、神奈川県内において毎年度１０人ほどが通訳

者試験に合格していますが、必ずしも合格者がいるとは限らないため、見込とし

ては平成２９年度に１人増としています。 
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（２９年度までの見込み） 

サービスの名称 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

手話通訳者養成講座 

実受講者数 ３２ ３２ ３２ 

登録見込み者数 ０ ０ １ 

  ※各年度末の年間見込量 

 

【２９年度までの事業展開】 

 確実に手話通訳の登録者を増やすため、単年度でとらえず、複数年にわたって

計画的に講座や演習などを開催していきます。 

 

（カ）移動支援事業（カ）移動支援事業（カ）移動支援事業（カ）移動支援事業        

障がいがあり一人で外出することが困難な人に、社会生活を営む上で必要となる

外出や余暇活動などの社会参加を促すため、外出時の移動を支援します。 

 

【現状と実績】 

制度への理解が進み、支給決定と実績の差が無くなり、実利用者数と延べ利用

時間は安定した利用状況となっておりましたが、平成２５年度については、減少

傾向が見受けられました。 

 

サービスの名称 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

  実利用者数 

計画 ９０ ９３ ９６ 

実績 ６３ ４２ ５７ 

移動支援事業 延べ利用者数 

計画 ８７３ ９００ ９２７ 

実績 ８４９ ６７１ ３１８ 

  延べ利用時間 

計画 １３,７１４ １４,１４０ １４,５６５ 

実績 ９,２５０ ６,３１０ １､５２７ 

※２４年度、２５年度は３月までの実績で２６年度は９月までの実績。 

※人数、時間とも、年間利用延べ数。  

 



第５章 第４期障がい福祉計画 

 

98 

 

【サービス見込量と考え方】 

それぞれ実利用者数、延べ利用者数、延べ利用時間は、過去の実績を基に見込

み、利用意向を反映させております。 

平成２５年度から平成２６年度にかけては、実利用者数が増加傾向にありまし

たので、平成２６年度の実績変動を考慮し、利用者数を年度ごとに６人で見込み、

延べ利用者数、延べ利用時間は、利用人数に基づく平均値で見込んでおります。 

 

（２９年度までの見込み）  

サービスの名称 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

   実利用者数 ６３ ６９ ７５ 

移動支援事業 延べ利用者数 ７５０ ７８９ ８２８ 

   延べ利用時間 ８，６０８ ９，７５７ １０，９０６ 

    ※各年度末の年間見込量 

 

 

※平成２６年度は利用量が確定していないため、平成２５年度と平成２７年度の中間

値を表示している。 

 

【２９年度までの事業展開】 

全国的なヘルパー不足の状況の中、いかに社会資源を増やしていくかが課題とな

っています。 

この課題については、時間を要するもので、早急な解決を望めるものでないこと

から、国や県などと協力しながら、対策を講じていきます。 

また、利用目的や実施方法を見直し、より社会参加を促せるよう検討を続けます。 
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（キ）地域活動支援センター機能強化事業（キ）地域活動支援センター機能強化事業（キ）地域活動支援センター機能強化事業（キ）地域活動支援センター機能強化事業        

    

障がいのある人に、創作的活動や生産活動の機会の提供や、地域との交流を支援

することを目的として事業を展開する地域活動支援センターの機能を強化するため

の事業を実施します。 

 

【現状と実績】 

この事業の基礎となる地域活動支援センターは、町内に１箇所設置しており、

その利用実績も微増しています。また町内に１箇所の設置であるため、茅ヶ崎市

内にある地域活動支援センターを一部の人が利用できるよう、茅ヶ崎市と協定を

結んでおります。 

 

サービスの名称   ２４年度 ２５年度 ２６年度 

地域活動支援センター 

町

内 

設置箇所 

計画 １ １ １ 

実績 １ １ １   

実利用者数 

計画 １０ １２ １５ 

実績 １５ １７ ２０ 

町

外 

利用箇所 

計画 ４ ４ ４ 

実績 ４ ３ ３ 

実利用者数 

計画 ２３ ２７ ３０ 

実績 １０ ８ ９ 

※２４年度、２５年度は３月までの実績で２６年度は９月までの実績。 

※箇所は町内設置数、人数は町内事業所実利用者数。 
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【サービス見込量と考え方】 

現状、町内の事業所は１箇所となっていますが、今後も利用者の増加が見込ま

れるため、平均増加人数の２人ずつを見込み、最終年度の見込量としては２５人

としました。また、町外の事業所については、茅ヶ崎市との協力を引き続き行っ

ていきますので、こちらの利用者数についても、若干の増加を見込みました。 

 

（２９年度までの見込み） 

サービスの名称 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

地域活動支援センター 

町

内 

設置箇所 １ １ １ 

実利用者数 ２１ ２３ ２５ 

町

外 

設置箇所 ４ ４ ４ 

実利用者数 １２ １４ １６ 

    ※各年度末の年間見込量 

 

 

※平成２６年度は利用量が確定していないため、平成２５年度と平成２７年度の中間

値を表示している。 

 

【２９年度までの事業展開】 

地域活動支援センターを町内に平成２３年４月に設置以来、地域に根ざしたセ

ンター運営を実施してきました。この間、利用実績も増加傾向にあり、今後も安

定的、継続的な事業実施を目指してまいります。 

また、今後も茅ヶ崎市の協力を得て、茅ヶ崎市内の地域活動支援センターが利

用できるよう、調整を図ってまいります。 
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（２）任意事業（２）任意事業（２）任意事業（２）任意事業    

    

（ク）訪問入浴サービス事業（ク）訪問入浴サービス事業（ク）訪問入浴サービス事業（ク）訪問入浴サービス事業        

重度の身体障がいのある人の自宅に訪問し、入浴サービスを提供することで、身

体を清潔にし、心身機能が維持できるよう支援します。 

 

【現状と実績】 

平成２４年度を境に実利用者数は、減少傾向が見受けられます。 

また、延べ利用者数につきましても、利用者数の減少が見受けられます。 

 

サービスの名称 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

訪問入浴サービス 

実利用者数 

計画 １０ １１ １２ 

実績 ６ ５ ５ 

延べ利用者数 

計画 ４２１ ４６４ ５０６ 

実績 ２７６ ２１８ １２７ 

※２４年度、２５年度は３月までの実績で２６年度は９月までの実績。 

※人数は実人数、回数は年間利用延べ数。 

 

【サービス見込量と考え方】 

利用できる対象者が限られているため大幅な増加は見込めませんが、利用実績

を基に、利用意向を反映させて、おおよそ年間１人の増加を見込みました。 

 

（２９年度までの見込み） 

サービスの名称 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

訪問入浴サービス 

実利用者数 ６ ７ ７ 

延べ利用者数 ２８９ ３０３ ３１６ 

    ※各年度末の年間見込量 
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※平成２６年度は利用量が確定していないため、平成２５年度と 

平成２７年度の中間値を表示している。 

 

【２９年度までの事業展開】 

大幅な利用者増は見込めませんが、平成２９年度まで事業を継続していきます。

他のサービスが充実し、訪問という形態をとらなくても入浴サービスが提供でき

るようであれば、移行していくことも検討していきます。 

 

（ケ）日中一時支援事業（ケ）日中一時支援事業（ケ）日中一時支援事業（ケ）日中一時支援事業        

障がいのある人に日中活動の場を確保し、日常的に介護をしている家族に一時的

な休息を提供することや、障がいのある児童を学校の放課後など一時的に預かり、

保護者が就労の機会を増やすことができるよう支援します。主に２０才以上の人を

中心とした、デイサービス的なものと、主に児童を中心とした養護学校やデイサー

ビス利用の後の放課後支援的なものがあります。 

 

【現状と実績】 

平成２５年度より、町内に新たな事業所が１箇所開設され、利用者数、延べ利

用者数、延べ利用時間のいずれも、急激な増加がみられます。 

 

サービスの名称 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

日中一時支援 

実利用者数 

計画 ６８ ７９ ８９ 

実績 ４７ ６４ ７７ 

延べ利用者数 

計画 ５７３ ６６４ ７５４ 

実績 ４５１ ６０１ ３１０ 

延べ利用時間 

計画 ８,３８６ ８,７１１ ９,０４８ 

実績 ９,７７５ ２５,５０３ １５,９７５ 

※２４年度、２５年度は３月までの実績で２６年度は９月までの実績。 

※人数、時間とも年間利用延べ数。 
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【サービス見込量と考え方】 

実利用者数、延べ利用者数、延べ利用時間数について、平成２５年度の日中一

時支援の実績数を基に利用意向を反映させたうえで、放課後等デイサービスへの

移行も考慮し、平成２７年度以降の計画値を、やや減少傾向で見込みました。 

 

（２９年度までの見込み） 

サービスの名称 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

日中一時支援 

実利用者数 ７６ ７５ ７４ 

延べ利用者数 ５89 ５５２ ５１５ 

延べ利用時間 ２3､410 ２0､817 18､224 

    ※各年度末の年間見込量 

 

 

※平成２６年度は利用量が確定していないため、平成２５年度と平成２７年度の中間

値を表示している。 

 

 

【２９年度までの事業展開】 

実利用者数、延べ利用者数、延べ利用時間のいずれも急増していることを踏ま

えまして、町内既存の事業所をさらに充実させていくとともに、近隣市町の利用

できる事業所を開拓することで、今後も増加を見込みます。 

また、今後は障がい児通所支援の各サービス（児童発達、放課後等デイサービ

ス）と日中一時支援事業の利用対象者のライフステージに対応した支援体制の構

築に努めてまいります。 

 

○新  
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（コ）更生訓練費等給付事業（コ）更生訓練費等給付事業（コ）更生訓練費等給付事業（コ）更生訓練費等給付事業        

国制度の障がい福祉サービスのうち、就労移行支援や自立訓練の支給決定を受け

ている人や身体障がい者更生援護施設に入所している人に更生訓練費を支給し、社

会へ復帰するための支援をします。 

 

【現状と実績】 

平成２５年度では減少傾向となりましたが、ほぼ横ばいの状態で、実績値とし

ては、安定してきております。 

サービスの名称 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

更生訓練費給付 給付実人数 

計画 ２４ ２５ ２５ 

実績 １６ １１ １１ 

   ※２４年度、２５年度は３月までの実績で２６年度は９月までの実績。 

 

【サービス見込量と考え方】 

利用期間に制限のある「就労移行支援」等の支給決定が条件であるので、大幅

な増加は見込めないため、これまでの実績の平均値である１３人を見込みました。 

 

（２９年度までの見込み） 

サービスの名称 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

更生訓練費給付 給付実人数 １３ １３ １３ 

       ※各年度末の年間見込量 

 

 

※平成２６年度は利用量が確定していないため、平成２５年度と平成２７年度の中間

値を表示している。 
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【２９年度までの事業展開】 

自立訓練や就労移行支援を利用する人に更生訓練費を支給することで、自立し

た生活に移行できる可能性を高められるよう事業を継続していきます。 

 

（サ）社会参加支援事業（サ）社会参加支援事業（サ）社会参加支援事業（サ）社会参加支援事業        

卓球教室の開催やスポーツ大会への参加、身体に障がいのある人のために自動車

運転免許取得や自動車改造費用の助成を行っています。スポーツ教室の開催など、

障がいのある人が積極的に社会参加できるよう支援します。 

 

【現状と実績】 

卓球教室及びスポーツ大会は、例年ながら参加者が固定化されておりますが、

平成２６年度は新規参加者がありました。 

卓球教室やスポーツ大会参加は、安定的な参加実績がみられます。 

自動車運転免許取得費用は実績のない状態が続いていますが、自動車改造費用

は、年度によりばらつきが見受けられます。 

 

支援用具 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

卓球教室 延べ参加人数 

計画 １５０ １６０ １７０ 

実績 １３９ １４１ ７５ 

スポーツ大会参加 延べ参加人数 

計画 ６５ ７０ ７５ 

実績 ６２ ６４ ４０ 

自動車運転免許    

取得費用 

延べ助成人数 

計画 １ １ １ 

実績 ０ ０ ０ 

自動車改造費用 延べ助成人数 

計画 ４ ４ ４ 

実績 ０ ２ １ 

※２４年度、２５年度は３月までの実績で２６年度は９月までの実績。 



第５章 第４期障がい福祉計画 

 

106 

 

【サービス見込量と考え方】 

全般的に実績を基に見込量を算出し、利用意向を反映させました。 

卓球教室については、毎年度５人の増加としています。 

また、スポーツ大会については、スポーツ推進計画との整合性を図りました。 

自動車運転免許取得費用については、過去に実績がないため第３期計画と同様

の見込量となっています。 

自動車改造費用については、各年度によって実績に増減があり、推計が難しい

ため、過去の実績から２人を見込みました。 

 

（２９年度までの見込み） 

サービスの名称 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

卓球教室 延べ参加人数 １４０ １４５ １５０ 

スポーツ大会参加 延べ参加人数 ６０ ６５ ７０ 

自動車運転免許取得費用 延べ助成人数 １ １ １ 

自動車改造費用 延べ助成人数 ２ ２ ２ 

    ※各年度末の年間見込量 

 

【２９年度までの事業展開】 

・卓球教室、スポーツ大会  

すでに参加されている人に加えて、新規に参加される人を増やしていくため

の広報活動や障がいのある人が参加しやすい新たな競技種目の検討を行い、障

がいのある人がひとりでも多く参加できるような事業展開をしていきます。 

 

・自動車運転免許取得費用・自動車改造費用助成 

実績はあまり上がっておりませんが、障がいのある人が必要な時にいつでも

利用できるよう、事業を継続していきます。 
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○○○○○○○○地地地地地地地地域域域域域域域域生生生生生生生生活活活活活活活活支支支支支支支支援援援援援援援援事事事事事事事事業業業業業業業業のののののののの実実実実実実実実績績績績績績績績及及及及及及及及びびびびびびびび見見見見見見見見込込込込込込込込量量量量量量量量        

     事業名称 

平成 2４年度 

実績 

平成 25 年度 

実績 

平成 26 年度

実績 

平成 29 年度

見込 

障害者相談支援事業障害者相談支援事業障害者相談支援事業障害者相談支援事業    1 箇所 1 箇所 1 箇所 ２箇所 

成年後見制度利用支援成年後見制度利用支援成年後見制度利用支援成年後見制度利用支援    ０人 ０人 １人 2 人 

コミュニケーション支援コミュニケーション支援コミュニケーション支援コミュニケーション支援

事業事業事業事業    

設置設置設置設置    1 人 1 人 1 人 1 人 

派遣派遣派遣派遣    2６人 2１人 1７人 2５人 

日常生活用具給付事業日常生活用具給付事業日常生活用具給付事業日常生活用具給付事業    ９７件 １０２件 １０６件 １３６件 

手話奉仕員養成研修事手話奉仕員養成研修事手話奉仕員養成研修事手話奉仕員養成研修事

業業業業    

２３人 １９人 １９人 32 人 

移動支援事業移動支援事業移動支援事業移動支援事業    9,250 時間 6,310 時間 1,527 時間 10,906 時間 

地域活動支援センター地域活動支援センター地域活動支援センター地域活動支援センター

機能強化事業機能強化事業機能強化事業機能強化事業    

１箇所 １箇所 1 箇所 1 箇所 

訪問入浴サービス事業訪問入浴サービス事業訪問入浴サービス事業訪問入浴サービス事業    6 人 ５人 ５人 ７人 

更生訓練費給付事業更生訓練費給付事業更生訓練費給付事業更生訓練費給付事業    １６人 １１人 １１人 １３人 

日中一時支援事業日中一時支援事業日中一時支援事業日中一時支援事業    ４７人 ６４人 ７７人 ７４人 

社 会 参社 会 参社 会 参社 会 参

加 推 進加 推 進加 推 進加 推 進

事業事業事業事業    

スポーツ・レクリエースポーツ・レクリエースポーツ・レクリエースポーツ・レクリエー

ション教室開催等事業ション教室開催等事業ション教室開催等事業ション教室開催等事業    

２０１人 ２０５人 115 人 ２２０人 

自動車運転免許取得・改造自動車運転免許取得・改造自動車運転免許取得・改造自動車運転免許取得・改造

助成事業助成事業助成事業助成事業    

０人 ２人 １人 ３人 

※※箇箇所所、、人人数数、、件件数数ににつついいててはは実実数数値値。。時時間間数数ににつついいててはは延延べべ数数値値。。  

※スポーツ・レクリエーション教室開催等事業については延べ数値。    

※２４年度､２５年度は３月実績で､２６年度は９月実績。 
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（３）地域生活支援事業の見込量確保のための方策（３）地域生活支援事業の見込量確保のための方策（３）地域生活支援事業の見込量確保のための方策（３）地域生活支援事業の見込量確保のための方策        

障がいのある人が、町で自立した日常生活を送ることや生きがいを感じなが

ら、生活していくには、国が実施しているサービスだけでは限界があります。 

それを補うためにも、町の事業である地域生活支援事業を充実していかなけ

ればなりません。  

また、サービス提供の充実に終わらず、さらに地域の人たちの理解と協力を

得て、障がいのある人が地域で安心して暮らしていけるよう検討していきます。 

 

 

◆相談支援体制の強化◆相談支援体制の強化◆相談支援体制の強化◆相談支援体制の強化    

本計画におきましても、引き続き、地域における支援体制の問題点や課題な

どについて地域自立支援協議会において協議、検討し、障がいのある人を相談

支援するネットワークの構築及び地域の課題に対する取り組みを図ります。 

また、障がいのある人の権利を守るために「さむかわ財産保全・管理あんし

んサービス」を行っている寒川町社会福祉協議会と連携を図り、成年後見制度

利用支援事業の活用にも繋げてまいります。 

 

 

◆サービス提供事業所の整備◆サービス提供事業所の整備◆サービス提供事業所の整備◆サービス提供事業所の整備    

日中一時支援事業所が町内に１箇所、増えたところですが、移動支援につき

ましても、提供事業所が少なく利用者の要望に充分に応えることが難しい状況

が続いています。 

第４期計画におきましても、移動支援事業において適正な利用が出来るよう

に見直しを行います。 

 

 

◆地域支援体制の確立◆地域支援体制の確立◆地域支援体制の確立◆地域支援体制の確立    

地域支援体制の確立に向け、引き続いて地域でのネットワークを築きていき

ながら、町主催のイベントに積極的な参加をしてもらっています。 

広報や地域活動団体、関係機関とのさらなる連携を図り、あらゆる町民がイ

ベントへの参加を通じて、また、障がいのある人が作った手作り品を公共施設

内で展示、販売などをすることにより、障がいのある人への一層の理解と協力

を促していきます。 

 

 

 

 

 

 

○新  
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■■■■アンケートアンケートアンケートアンケート調査結果の概要調査結果の概要調査結果の概要調査結果の概要■■■■    

障がいのある人の生活状況や福祉サービス利用状況等の把握、意見・要望を聴取

し計画見直しのため、貴重な基礎資料とすることを目的に「障がい者福祉計画見直

しのためのアンケート調査」を実施しました。 

    

１．調査の概要１．調査の概要１．調査の概要１．調査の概要    

（１）調査の設計（１）調査の設計（１）調査の設計（１）調査の設計    

  ■調査の時期：平成２６年２月２１日～３月７日 

  ■調査の対象：身体障がい者 １，３７８人 

         知的障がい者   ２８７人 

         精神障がい者   ２９８人   合計１，９６３人 

  ■調査の方法：郵送法 

 

（２）回収結果（２）回収結果（２）回収結果（２）回収結果    

  ■発送数：１，９６３ 

  ■回収数：１，０１５ 

  ■回収率：５１．７％    

 

（３）報告書の見方（３）報告書の見方（３）報告書の見方（３）報告書の見方    

（１）調査結果の％表記については、小数第２位を四捨五入した値であるため、

単数回答でも合計が必ずしも１００％になるとは限りません。 

（２）また、表側には無回答が表示されていませんので、足し合わせても全体

に一致しない場合があります。 

（３）複数回答の質問は、回答数を１００％として各選択肢の％を算出してい

るため、合計は１００％を超えています。 

（４）図表中のｎは回答数を示しています。 

（５）手帳所持者は、複数の手帳を所持している人がいますので、各手帳の所

持者数を足し合わせても全体（回収数）とは同数になりません。 
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２２２２．回答者の属性．回答者の属性．回答者の属性．回答者の属性    

 

 （１）調査票記入者 

 

 

 

 （２）性別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体

本人が記入

本人の意見を確認し

家族等が記入

本人への確認できない

ため家族等が記入

100.0% 48.8% 29.9% 21.3%

649人 317 194 138

100.0% 53.6% 29.6% 16.8%

476人 255 141 80

100.0% 15.2% 33.3% 51.5%

99人 15 33 51

100.0% 63.5% 27.0% 9.5%

74人 47 20 7

精神障害者保健

福祉手帳

全体

身体障害者手帳

療育手帳

51.4%

51.7%

52.3%

48.3%

48.6%

48.3%

47.7%

51.7%

全体(n=1012)

身体障害者手帳(n=766)

療育手帳(n=130)

精神障害者保健福祉手帳(n=116)

男性 女性
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（３）年齢 

 

 

 

（４）生活している場所 

 

 

 

 

 

 

7.1%

3.7%

34.1%

0.0%

5.1%

1.9%

21.4%

8.7%

6.8%

2.7%

15.1%

25.2%

7.1%

3.5%

14.3%

23.5%

9.4%

8.3%

5.6%

20.9%

21.8%

24.9%

7.1%

16.5%

42.8%

55.0%

2.4%

5.2%

全体(n=1016)

身体障害者手帳(n=775)

療育手帳(n=126)

精神障害者保健福祉手帳(n=115)

20歳代未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代以上

12.4%

13.4%

3.1%

16.5%

73.9%

74.2%

75.4%

70.4%

5.8%

5.4%

12.3%

1.7%

2.6%

2.2%

0.8%

7.0%

2.1%

0.8%

8.5%

3.5%

3.2%

4.1%

0.0%

0.9%

全体(n=1009)

身体障害者手帳(n=764)

療育手帳(n=130)

精神障害者保健福祉手帳(n=115)

自宅（一人暮らし） 自宅（家族等と同居） 福祉施設に入所

病院に入院 GHやCH その他
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（５）居住地 

 

 

 

 

 

 

3.1%

22.0%

5.1%

4.3%

18.8%

2.1%

6.8%

2.9%

14.2%

17.1%

3.7%

3.3%

23.5%

4.5%

5.1%

18.1%

2.2%

6.7%

2.8%

15.0%

16.4%

2.5%

2.4%

16.1%

4.8%

3.2%

16.9%

1.6%

10.5%

3.2%

10.5%

19.4%

11.3%

2.6%

18.3%

9.6%

0.0%

25.2%

1.7%

3.5%

3.5%

13.0%

19.1%

3.5%

田端

一之宮

中瀬

大曲

岡田

大蔵

小谷

小動

宮山

倉見

その他

全体(n=1001) 身体障害者手帳(n=762)

療育手帳(n=124) 精神障害者保健福祉手帳(n=115)
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２２２２．障がいの状況について．障がいの状況について．障がいの状況について．障がいの状況について    

 （１）身体障害者手帳所持者 

   ①障がいの等級（n=778） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ②障がいの種別 

 

 

 

 

7.6%

9.5%

1.9%

4.4%

1.6%

41.5%

15.6%

2.4%

6.8%

0.2%

4.7%

0.0%

3.6%

視覚

聴覚

平衡機能

音声・言語

そしゃく機能

肢体不自由

心臓機能

呼吸器機能

じん臓機能

肝臓機能

ぼうこう・直腸機能

小腸機能

その他

36.8%

15.8%

38.8%

22.6%

5.5%

5.0%

1級

2級

3級

4級

5級

6級
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（２）療育手帳所持者 

  ①障がいの程度（n=130) 

 

 

 

 

  ②障がいの種別（n=150） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）精神障害者保健福祉手帳所持者 

  ①障がいの等級（n=118） 

 

 

 

 

  ②障がいの種別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26.2% 18.5% 21.5% 33.8%

A1 A2 B1 B2

16.1% 61.9% 22.0%

1級 2級 3級

70.7%

25.3%

4.0%

知的障がい

発達障がい

その他

44.4%

20.4%

0.7%

8.5%

1.4%

0.0%

4.2%

7.0%

13.4%

統合失調症

気分障がい(そううつ病)

非定型精神病

てんかん

中毒精神病

器質精神病

高次脳機能障がい

発達障がい(自閉症等)

その他の精神疾患
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４４４４．健康や医療について．健康や医療について．健康や医療について．健康や医療について    

 （１）身体的な健康状態 

   質問：ご本人の最近の身体的な健康状態（ここ３ヶ月以内）はいかがですか。 

 

身体的な健康状態については、全体では「良い」と「どちらかと言えば良い」を合わせる

と約６５％となっています。療育手帳所持者では「良い」が過半数を占め、精神保健福祉

手帳では約１６％と低くなっています。 

 

（２）精神的な健康状態 

  質問：ご本人の最近の精神的な健康状態（ここ３ヶ月以内）はいかがですか。 

 

精神的な健康状態については、全体では「良い」と「どちらかと言えば良い」を合わせる

と７割ほどになっています。精神保健福祉手帳所持者では「悪い」と「どちらかと言えば

悪い」の回答が多く、合わせると約５割となっています。 

27.5%

24.6%

54.7%

15.9%

38.9%

40.4%

32.0%

36.3%

24.9%

25.7%

12.5%

33.6%

8.8%

9.3%

0.8%

14.2%

全体(n=1001)

身体障害者手帳(n=760)

療育手帳(n=128)

精神障害者保健福祉手帳(n=113)

良い どちらかと言えば良い どちらかと言えば悪い 悪い

32.8%

34.8%

40.9%

11.2%

38.1%

37.8%

37.8%

39.7%

23.1%

22.3%

17.3%

34.5%

6.1%

5.1%

3.9%

14.7%

全体(n=975)

身体障害者手帳(n=732)

療育手帳(n=127)

精神障害者保健福祉手帳(n=116)

良い どちらかと言えば良い どちらかと言えば悪い 悪い
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 （３）かかりつけの医師（医療機関・診療所）について 

質問：日頃、ご本人が治療を受けたり、健康について相談できる「かかりつけの医師

（医療機関・診療所）」がありますか。 

 

かかりつけの医師（医療機関・診療所）については、「いる」とする人が全体で約９割を占

めました。療育手帳所持者では「いない」との回答が２割弱ありました。 

 

 

 （４）医療機関等へ行く回数 

   質問：ご本人が医療機関等へ行く回数は、どの程度ですか。 

 

各対象で、「ひと月に１回程度」が最も高い割合を占めました。精神保健福祉手帳では、「年

に１回～３回程度」「２～３カ月に１回程度」がその他障害手帳所持者より少ない傾向があ

るようです。 

90.7%

91.7%

82.2%

94.0%

9.3%

8.3%

17.8%

6.0%

全体(n=1005)

身体障害者手帳(n=759)

療育手帳(n=129)

精神障害者保健福祉手帳(n=117)

いる いない

13.0%

12.0%

25.2%

6.3%

23.6%

25.5%

26.0%

9.0%

31.4%

29.8%

26.8%

46.8%

17.0%

16.5%

11.4%

26.1%

5.8%

5.8%

6.5%

5.4%

9.2%

10.5%

4.1%

6.3%

全体(n=960)

身体障害者手帳(n=726)

療育手帳(n=123)

精神障害者保健福祉手帳(n=111)

年に1回～3回程度 2～3ヶ月に1回程度 ひと月に1回程度

ひと月に2回程度 週に1回程度 週に2回以上
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５５５５．日常生活について．日常生活について．日常生活について．日常生活について    

 （１）日中の過ごし方 

   質問：ご本人は、主に日中どのように過ごしていますか。 

 

 

 

日中の過ごし方としては、身体障害者手帳、精神保健福祉手帳所持者では、「その他」に次

いで「家にいる、家事等の手伝いをしている」が多く、療育手帳では「福祉施設へ通って

いる」が最も多く、「幼稚園、学校（普通級、特別支援級、養護学校）へ通っている」など

就学中の方が３割と多いのも特徴です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体

幼稚園等や学校

（普通級）へ通っ

ている

学校（特別支援

級）へ通っている

学校（養護学校）

へ通っている

常勤で勤務してい

る（正社員等）

アルバイト・パー

トで働いている

100.0% 1.9% 2.5% 2.7% 7.6% 6.3%

964人 18人 24人 26人 73人 61人

100.0% 1.4% 1.1% 1.2% 7.9% 5.8%

725人 10人 8人 9人 57人 42人

100.0% 6.3% 12.5% 12.5% 7.0% 9.4%

128人 8人 16人 16人 9人 12人

100.0% 0.0% 0.0% 0.9% 6.3% 6.3%

111人 0人 0人 1人 7人 7人

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健

福祉手帳

全体

全体

福祉施設へ通って

いる

家にいる、家事等

の手伝いをしてい

る

入所施設で過ごし

ている

その他

100.0% 11.7% 23.3% 6.7% 37.2%

964人 113人 225人 65人 359人

100.0% 7.3% 26.9% 6.2% 42.2%

725人 53人 195人 45人 306人

100.0% 28.9% 4.7% 11.7% 7.0%

128 37 6 15 9

100.0% 20.7% 21.6% 4.5% 39.6%

111人 23人 24人 5人 44人

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健

福祉手帳



資料編 ■アンケート調査結果の概要■ 

 

120 

 

 （２）主な介助者 

質問：ご本人は、普段の生活で介助を必要としていますか。介助が必要な方は、主に

介助している方をお答えください。 

 

 

 

主な介助者は、身体障害者手帳、精神保健福祉手帳所持者では「介助は必要ない」がとも

に３分の１以上を占め最も高く、療育手帳所持者では４分の１でした。 

介助者は、身体障害者手帳所持者では「配偶者」が約２割、精神保健福祉手帳では「母親」

および「配偶者」がそれぞれ１割強、療育手帳所持者では「母親」が約半数を占め、最も

高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体 母親 父親 配偶者 兄弟姉妹 子 子の配偶者

100.0% 12.5% 1.0% 17.8% 1.1% 5.3% 0.8%

837人 105人 8人 149人 9人 44人 7人

100.0% 6.6% 0.0% 21.8% 1.1% 6.8% 1.1%

637人 42人 0人 139人 7人 43人 7人

100.0% 47.3% 3.6% 0.0% 0.9% 0.0% 0.0%

110人 52人 4人 0人 1人 0人 0人

100.0% 12.2% 4.4% 11.1% 1.1% 1.1% 0.0%

90人 11人 4人 10人 1人 1人 0人

療育手帳

精神障害者保健

福祉手帳

全体

身体障害者手帳

全体 その他親族

ホームヘル

パー 施設職員

近所の方、

知人

介助は必要

ない その他

100.0% 1.0% 3.7% 8.2% 0.4% 43.8% 4.4%

837人 8人 31人 69人 3人 367人 37人

100.0% 0.8% 3.3% 6.8% 0.3% 48.2% 3.3%

637人 5人 21人 43人 2人 307人 21人

100.0% 0.0% 4.5% 18.2% 0.0% 24.5% 0.9%

110人 0人 5人 20人 0人 27人 1人

100.0% 3.3% 5.6% 6.7% 1.1% 36.7% 16.7%

90人 3人 5人 6人 1人 33人 15人

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健

福祉手帳
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 （３）介助や支援が必要な項目 

質問：普段の生活で介助を必要としている方のみお聞きします。介助や支援が必要な

項目は次のうちどれですか。（あてはまるもの全てに○） 

 

身体障害者手帳所持者では、「外出する」、次いで「日用品の買い物」に介助や支援が必要

という回答が高くなっています。療育手帳所持者では、「お金の管理」「外出する」「日用品

等の買い物」「家事」が高く、また他の障害者手帳所持者と比べて、「薬を飲む」が高いの

も特徴です。精神保健福祉手帳所持者では、「家事」「お金の管理」に介助や支援が必要と

いう回答が高くなっています。 

5.5%

6.2%

10.0%

7.9%

4.6%

8.4%

13.9%

11.7%

6.5%

12.2%

10.5%

2.6%

5.7%

6.6%

11.0%

8.8%

5.5%

8.0%

14.4%

11.1%

5.0%

12.4%

9.1%

2.6%

5.3%

6.8%

8.5%

6.6%

3.2%

9.7%

12.3%

11.4%

9.5%

11.4%

12.7%

2.5%

4.8%

1.4%

4.8%

3.4%

1.4%

7.6%

14.5%

18.6%

11.0%

12.4%

17.2%

2.8%

食事をする

トイレを使う

入浴する

着替えをする

家の中（施設内）を移動する

薬を飲む

外出する

家事

コミュニケーション

日用品等の買い物

お金の管理

その他

全体(n=1987)

身体障害者手帳

(n=1370)

療育手帳(n=472)

精神障害者保健福祉手帳

(n=145)
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（４）これからの活動希望 

質問：ご本人は、これからどのような活動をしたいと思いますか。（あてはまるもの全

てに○） 

 

 

身体障害手帳と精神保健福祉手帳所持者ではともに「家で過ごしたい」が最も高い割合で

す。療育手帳所持者では「日中活動をする場」「幼稚園等、学校」に通いたいという回答が

多く、「施設で生活したい」という回答も多いのが特徴です。 

 

 

 

 

6.2%

9.4%

21.2%

31.4%

7.1%

9.3%

3.8%

11.6%

4.1%

6.8%

25.8%

39.2%

4.9%

3.8%

3.8%

11.5%

17.0%

12.5%

14.3%

8.0%

15.2%

25.9%

1.8%

5.4%

0.0%

17.6%

9.5%

28.4%

5.4%

10.8%

6.8%

21.6%

幼稚園等・学校に通いたい

働きたい

リハビリや訓練を受けたい

家で過ごしたい

施設で生活したい

日中活動する場に行きたい

病院で療養

その他

全体(n=551)

身体障害者手帳

(n=365)

療育手帳(n=112)

精神障害者保健福祉

手帳(n=74)
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６．就労状況について 

 （１）就労の状況 

   質問：ご本人の就労状況についてお答えください。 

 

 

各対象とも「働いていない」との回答が最も高く、身体障害者手帳所持者で７割強、精神

保健福祉手帳所持者で６割強を占めています。療育手帳所持者でも「働いていない」は４

割弱と高い数値ですが、「福祉施設への通所」も３分の１を占めています。 

 

質問：働いている方、または通所されている方にお聞きします。週に何日通われてい

ますか。 

 

各対象とも、「週 5 日」との回答が最も高く、療育手帳所持者では８割、精神保健福祉手帳

所持者も過半数を超えています。 

 

全体 正社員 契約社員

パート・アル

バイト 自営業

100.0% 7.0% 1.5% 6.8% 2.1%

917人 64人 14人 62人 19人

100.0% 7.2% 1.6% 5.8% 2.3%

691人 50人 11人 40人 16人

100.0% 6.9% 1.7% 11.2% 0.9%

116人 8人 2人 13人 1人

100.0% 5.5% 0.9% 8.2% 1.8%

110人 6人 1人 9人 2人

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健

福祉手帳

全体 家業手伝い

福祉施設への

通所 働いていない その他

100.0% 2.6% 8.3% 66.5% 5.2%

917人 24人 76人 610人 48人

100.0% 2.5% 3.2% 71.8% 5.6%

691人 17人 22人 496人 39人

100.0% 1.7% 34.5% 39.7% 3.4%

116人 2人 40人 46人 4人

100.0% 4.5% 12.7% 61.8% 4.5%

110人 5人 14人 68人 5人

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健

福祉手帳

全体

1日～2日 3日～4日 5日 6日以上

100.0% 14.9% 24.0% 53.5% 7.6%

275人 41人 66人 147人 21人

100.0% 17.1% 28.6% 44.0% 10.3%

175人 30人 50人 77人 18人

100.0% 4.8% 11.3% 80.6% 3.2%

62人 3人 7人 50人 2人

100.0% 21.1% 23.7% 52.6% 2.6%

38人 8人 9人 20人 1人

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健

福祉手帳
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質問：働いている方、または通所されている方にお聞きします。１日に何時間働いて

いますか、または過ごされていますか。 

 

各対象とも、「4 時間以上 8 時間未満」という回答が最も高い割合を占めました。 

 

 

質問：「働いていない」とお答えの方にお聞きします。働いていない理由はなんですか。 

 

身体障害者手帳所持者の約半数は「高齢」、また「心身の状況」が約 37％と高く、療育手

帳所持者は、「就学中」の方が 60％を超えています。精神障害者保健福祉手帳所持者の約

80％は「心身の状況」のため、就労が難しいと回答しています。 

 

 

 

 

 

全体 1時間未満

1時間以上４時

間未満

4時間以上8時

間未満 8時間以上 不定期

100.0% 1.6% 14.3% 65.7% 18.3% 5.2%

251人 4人 36人 165人 46人 13人

100.0% 1.3% 15.9% 58.6% 24.2% 5.7%

157人 2人 25人 92人 38人 9人

100.0% 3.4% 6.9% 84.5% 5.2% 3.4%

58人 2人 4人 49人 3人 2人

100.0% 0.0% 19.4% 66.7% 13.9% 5.6%

36人 0人 7人 24人 5人 2人

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健

福祉手帳

7.8%

3.5%

63.6%

0.0%

39.6%

48.1%

2.3%

3.2%

4.2%

4.1%

2.3%
6.3%

41.7%

37.3%

31.8%

81.0%

6.7%

7.0%

0.0%

9.5%

全体（n=566)

身体障害者手帳(n=459)

療育手帳(n=44)

精神障害者保健福祉手帳(n=63)

幼少等で就学中 高齢 就職先が見つからない 心身の状況 その他
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 （２）就労の希望 

質問：「働いていない」とお答えの方にお聞きします。働くに当たりどのように働きた

いですか。 

 

 

 

働くに当たりどのように働きたいかという質問に対し、各対象とも「まだわからない」と

の回答は高く、身体障害者手帳所持者では「その他」との回答が最も高い割合を占めまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体 正社員 契約社員

パート・アル

バイト 自営業

100.0% 4.7% 1.0% 11.5% 2.2%

407人 19人 4人 47人 9人

100.0% 2.6% 1.0% 11.3% 2.9%

309人 8人 3人 35人 9人

100.0% 14.3% 0.0% 7.1% 0.0%

42人 6人 0人 3人 0人

100.0% 8.9% 1.8% 16.1% 0.0%

56人 5人 1人 9人 0人

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健

福祉手帳

全体 家業手伝い

福祉施設等へ

通所

まだわからな

い その他

100.0% 2.9% 6.6% 33.7% 37.3%

407人 12人 27人 137人 152人

100.0% 3.2% 5.8% 29.8% 43.4%

309人 10人 18人 92人 134人

100.0% 0.0% 16.7% 47.6% 14.3%

42人 0人 7人 20人 6人

100.0% 3.6% 3.6% 44.6% 21.4%

56人 2人 2人 25人 12人

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健

福祉手帳
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（３）月の収入 

質問：ご本人の、月の全ての収入はどのくらいですか。 

 

 

 

月の全ての収入について、各対象とも「5 万円以上 10 万円未満」が最も高くなっています

が、療育手帳では「なし（不明も含む）」、精神保健福祉手帳所持者では「10 万円以上 15

万円未満」との回答も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体 1万円未満

1万円以上5万

円未満

5万円以上10万

円未満

10万円以上15

万円未満

100.0% 4.1% 10.7% 24.2% 17.1%

906人 37人 97人 219人 155人

100.0% 2.6% 9.5% 20.8% 18.0%

684人 18人 65人 142人 123人

100.0% 12.5% 17.0% 33.0% 8.9%

112人 14人 19人 37人 10人

100.0% 4.5% 11.8% 36.4% 20.0%

110人 5人 13人 40人 22人

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健

福祉手帳

全体

15万円以上20

万円未満

20万円以上25

万円未満 25万円以上

なし（不明含

む）

43.9% 14.0% 9.1% 7.7% 13.1%

398人 127人 82人 70人 119人

49.1% 17.1% 11.4% 9.6% 11.0%

336人 117人 78人 66人 75人

28.6% 2.7% 0.0% 1.8% 24.1%

32人 3人 0人 2人 27人

27.3% 6.4% 3.6% 1.8% 15.5%

30人 7人 4人 2人 17人

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健

福祉手帳
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 （４）主な収入源 

   質問：主な収入源は、どれですか。 

 

 

 

主な収入源としては、身体障害者所持者では「障害年金以外の年金」が過半数を超えて最

も高くなっています。療育手帳、精神保健福祉手帳所持者では「障害年金」がともに約 57％

を占め、最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体

障害年金

障害者（児）

手当等

生活保護費

家族・親族か

らの仕送り

100.0% 27.7% 3.0% 5.6% 1.2%

661人 183人 20人 37人 8人

100.0% 18.2% 1.6% 5.0% 1.2%

501人 91人 8人 25人 6人

100.0% 57.7% 15.4% 0.0% 0.0%

78人 45人 12人 0人 0人

100.0% 57.3% 0.0% 14.6% 2.4%

82人 47人 0人 12人 2人

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健

福祉手帳

全体

福祉施設、作

業所等の工賃

不動産等の財

産収入

障害年金以外

の年金

その他

100.0% 2.1% 3.5% 43.1% 10.0%

661人 14人 23人 285人 66人

100.0% 0.6% 4.4% 55.1% 12.6%

501人 3人 22人 276人 63人

100.0% 10.3% 0.0% 1.3% 1.3%

78人 8人 0人 1人 1人

100.0% 3.7% 1.2% 9.8% 2.4%

82人 3人 1人 8人 2人

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健

福祉手帳
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７．外出や地域活動について 

 （１）外出の目的 

  質問：どのような目的で外出していますか。（多いものから二つに○） 

 

身体障害者手帳、精神保健福祉手帳所持者では「買い物」と「通院」がともに３割前後と

高い回答率でした。療育手帳所持者では「通学・通所・通勤等」が 41.2％と他の障害者手

帳所持者と比較し、極めて高い割合です。 

 

 （２）外出頻度 

  質問：ご本人の外出の頻度はどのくらいですか。 

 

身体障害者所持者は「週に 2 回～3 回」に次いで「ほぼ毎日」の割合が高く、療育手帳、

精神保健福祉手帳所持者では、「ほぼ毎日」が最も高い割合を占めました。特に療育手帳で

は約 65％が「ほぼ毎日」との回答になりました。 

16.9%

12.0%

41.2%

19.1%

30.3%

33.7%

13.3%

29.0%

2.1%

1.2%

6.6%

2.7%

1.8%

2.0%

0.5%

1.6%

31.4%

33.4%

19.4%

32.8%

9.8%

9.0%

15.6%

8.2%

7.7%

8.6%

3.3%

6.6%

全体(n=1540)

身体障害者手帳(n=1146)

療育手帳(n=211)

精神障害者保健福祉手帳(n=183)

通学・通所・通勤等 通院 公的機関（役場等）

団体や自治会等の会合 買い物 余暇活動

その他

33.8%

27.9%

64.5%

39.4%

26.5%

29.3%

7.4%

28.4%

16.4%

18.1%

7.4%

14.7%

14.8%

16.1%

13.2%

8.3%

3.1%

3.4%

2.5%

1.8%

5.5%

5.3%

5.0%

7.3%

全体(n=971)

身体障害者手帳(n=714)

療育手帳(n=121)

精神障害者保健福祉手帳(n=109)

ほぼ毎日 週に2回～3回 週に1回～2回

月に1回～3回 年に数回 ほとんど外出しない
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 （３）外出の際のつきそい 

   質問：ご本人が外出する際、主にどのような方がつきそい（支援）しています

か。 

 

身体障害者手帳、精神保健福祉手帳所持者では「１人で外出する」が過半数を占めました。

療育手帳では「家族等のつきそい」が最も高いですが、「家族以外（ヘルパー等）」も 14.2％

と高いのも特徴です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50.4%

52.9%

29.2%

56.6%

38.0%

36.0%

51.7%

36.3%

6.3%

5.6%

14.2%

2.7%

1.5%

1.8%

0.8%

0.0%

3.8%

3.6%

4.2%

4.4%

全体(n=949)

身体障害者手帳(n=716)

療育手帳(n=120)

精神障害者保健福祉手帳(n=113)

一人で外出する 家族等のつきそい 家族以外（ヘルパー等） 友人 その他
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 （４）外出する際の手段 

質問：ご本人が外出する際、どのようなかたちで外出していますか。もっとも多い手

段を選んでください。 

 

 

各対象で「家族等の車」「公共交通機関」が高くなっていますが、身体障害者手帳所持者で

は「公共交通機関」が２割を切り、「タクシー（福祉タクシー

※

以外）」の利用が若干高いの

が目につきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体

公共交通機

関

タクシー(福

祉タクシー以

外)

福祉タク

シー

家族等の車

100.0% 21.6% 3.2% 2.8% 37.7%

926人 200人 30人 26人 349人

100.0% 19.7% 4.2% 3.2% 37.8%

695人 137人 29人 22人 263人

100.0% 26.6% 0.0% 2.3% 40.6%

128人 34人 0人 3人 52人

100.0% 28.2% 1.0% 1.0% 33.0%

103人 29人 1人 1人 34人

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健

福祉手帳

全体

友人の車

町社協の送

迎サービス

徒歩 その他

100.0% 0.9% 2.1% 12.6% 19.1%

926人 8人 19人 117人 177人

100.0% 0.7% 1.6% 12.5% 20.3%

695人 5人 11人 87人 141人

100.0% 0.8% 5.5% 14.1% 10.2%

128人 1人 7人 18人 13人

100.0% 1.9% 1.0% 11.7% 22.3%

103人 2人 1人 12人 23人

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健

福祉手帳

全体
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 （５）外出の際、困ること 

質問：外出している際、または、外出しようとする際に困ることはどのような事です

か。（あてはまるもの全てに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

身体障害者手帳所持者では、「利用できる交通機関が少ない」「歩道が狭い、道路に段差が

あるので不便」が高く、療育手帳所持者では「コミュニケーションに不安を感じる」、精神

保健福祉手帳所持者では、「コミュニケーションに不安を感じる」「人目が気になる」が高

くなっています。また、各対象に共通して「車・自転車に危険を感じる」方は高い傾向に

あるようです。 

 

15.3%

10.2%

13.9%

7.1%

0.9%

1.7%

9.3%

15.0%

8.4%

6.5%

3.7%

8.0%

16.7%

11.3%

15.5%

7.9%

1.3%

2.0%

9.9%

15.2%

4.2%

3.7%

3.0%

9.2%

10.8%

10.4%

10.8%

7.1%

0.0%

0.0%

10.0%

15.8%

17.5%

8.3%

6.7%

2.5%

12.3%

4.0%

8.8%

3.1%

0.0%

1.3%

5.3%

12.8%

21.1%

19.8%

4.0%

7.5%

利用できる交通機関が少ない

バスや電車、タクシー等の乗り

降りが困難・不便

歩道が狭い、道路に段差がある

ので不便

自転車や看板等の障害物が多い

道路に点字ブロックが少ない

音のでる信号機が少ない

利用できる建物の設備が充分で

ない

車・自転車に危険を感じる

コミュニケーションに不安を感

じる

人目が気になる

介助者・支援者がいない

その他

全体(n=1687)

身体障害者手帳

(n=1220)

療育手帳(n=240)

精神障害者保健福祉手帳

(n=227)
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 （６）地域活動の参加状況 

質問：ご本人について、地域での活動に参加していますか。（あてはまるもの全てに○） 

 

 

各対象で「参加していない」の回答が過半数を占めています。身体障害者手帳所持者では

「趣味やサークル等」、療育手帳所持者では「地域の行事やお祭り」「障がい者団体の活動」

の回答が１割を超えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.1%

9.4%

5.7%

4.2%

3.4%

2.8%

64.5%

11.4%

8.9%

4.1%

3.4%

3.8%

2.5%

65.9%

5.6%

14.0%

13.3%

9.1%

1.4%

2.8%

53.8%

6.5%

7.3%

7.3%

4.1%

3.3%

4.1%

67.5%

趣味やサークル等

地域の行事やお祭り

障がい者団体の活動

スポーツやレクリエーション

講座や講演会

その他

参加していない

全体(n=1090)

身体障害者手帳(n=824)

療育手帳(n=143)

精神障害者保健福祉手帳

(n=123)
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８．相談・情報等について 

（１）福祉サービス等の情報入手先 

質問：ご本人について、福祉サービス等の情報について、どのように入手しています

か。あてあまるものを選んでください。 

 

「町の広報紙、資料」「テレビ、ラジオ、新聞」「家族・親戚」の順で高いものになってい

ます。一方で、「入手する手段がない」は低い割合となっています。 

587

137

71

24

196

135

31

49

172

120

90

54

95

469

104

57

14

166

67

10

43

134

80

50

39

66

61

15

8

6

12

54

21

2

15

28

21

3

10

57

18

6

4

18

14

0

4

23

12

19

12

19

町の広報紙・資料

県の広報紙・資料

町のホームページ

県や国のホームページ

テレビ・ラジオ・新聞

等

当事者団体や福祉施設

学校

民生委員・児童委員

家族・親戚

友人・知人・職場

支援センター等相談窓

口

その他

入手する手段がない

全体 身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳

（単位：人）
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（２）相談相手 

質問：ご本人は、困った事や悩み事、心配事があったとき、どなたへ相談しています

か。あてはまるものを選んでください。 

 

相談相手としては、「家族や親族」が最も高い割合を占め、「病院」「友人・知人」との回答

が続きます。 

568

162

12

76

31

9

205

26

101

17

1

6

0

23

43

31

78

24

23

49

7

6

27

1

13

2

0

5

0

8

3

3

80

25

1

22

4

4

61

4

17

4

0

6

2

13

12

1

家族や親族

友人・知人

学校の先生

利用している施設職員

ホームヘルパー

当事者団体の方

病院

民生委員・児童委員

町役場担当窓口

町社協職員

ほっとすぺーす

その他相談窓口

県の相談窓口

その他

相談する場所がわからない

相談する必要がない

身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳

（単位：人） 
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 （３）相談機能のために必要なこと 

質問：相談機能の充実のために、どのような事が必要だと思います。（あてはまるもの

全てに○） 

 

相談機能のために必要なこととしては、身体障害者手帳所持者では「総合窓口を設置」が

最も高い回答率を占め、「一貫した支援体制の充実」「専門的なスタッフがいる」との回答

が続きます。療育手帳所持者では「一貫した支援体制」が最も多く、「総合的な窓口設置」

と「専門的なスタッフがいる」が同数の回答でした。精神障害者保健福祉手帳所持者では

「専門的なスタッフがいる」が最も多く、続いて「総合的な窓口設置」と「個人情報が守

られること」が同数でした。 

 

 

 

 

 

 

497

206

354

318

361

337

39

375

140

229

200

239

234

27

67

36

67

70

72

48

3

55

30

58

48

50

55

9

総合的な窓口設置

電話・FAX・メール等で常時相談可能

専門的なスタッフ

身近なところで相談できる

一貫した支援体制

個人情報が守られること

その他

全体 身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳

（単位：人） 
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９．福祉サービス等の利用状況・意向について 

 （１）サービス等の利用状況 

質問：ご本人は障害者総合支援法あるいは介護保険法

※

によるサービス等を利用してい

ますか。 

 

「利用していない」が過半数を占め、「障害者総合支援法」「介護保険法」のサービスを利

用しているのはほぼ同数でした。 

 

質問：ご本人の「障害程度区分」についてお答えください。 

 

 

 質問：ご本人の「要介護状態区分」についてお答えください。 

 

区分１ 21

区分２ 16

区分３ 19

区分４ 15

区分５ 12

区分６ 15

受けていない・非該

当 10

0 5 10 15 20 25

要支援１ 11

要支援２ 19

要介護１ 15
要介護2 37

要介護3 13

要介護４ 26

要介護５ 19

非該当 2

0 5 10 15 20 25 30 35 40

（単位：人） 

（単位：人） 

（単位：人） 

障害者総合支援

法 160

介護保険法 153

その他 39

利用していない

600

0 100 200 300 400 500 600 700
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 （２）具体的な福祉サービスの利用量と希望量 

質問：ご本人の福祉サービスに関してご回答ください。「現在の利用量」と「今後の利

用の意向または希望量」について、あてはまるすべての数字に○をしてくださ

い。 

 

ア. 居宅介護 

 

 

 

イ.重度訪問介護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 利用していない

100.0% 2.4% 3.7% 6.6% 1.3% 0.5% 85.5%

379人 9人 14人 25人 5人 2人 324人

100.0% 1.8% 3.6% 7.6% 1.1% 0.4% 85.5%

275人 5人 10人 21人 3人 1人 235人

100.0% 1.7% 5.2% 1.7% 0.0% 1.7% 89.7%

58人 1人 3人 1人 0人 1人 52人

100.0% 6.5% 2.2% 6.5% 4.3% 0.0% 80.4%

46人 3人 1人 3人 2人 0人 37人

現在の利用量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 希望しない

100.0% 6.1% 8.9% 10.8% 2.2% 3.0% 69.0%

361人 22人 32人 39人 8人 11人 249人

100.0% 6.4% 9.5% 11.7% 3.0% 2.3% 67.0%

264人 17人 25人 31人 8人 6人 177人

100.0% 3.8% 3.8% 11.3% 0.0% 5.7% 75.5%

53人 2人 2人 6人 0人 3人 40人

100.0% 6.8% 11.4% 4.5% 0.0% 4.5% 72.7%

44人 3人 5人 2人 0人 2人 32人

今後の利用意向または希望量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 利用していない

100.0% 0.6% 0.9% 0.9% 1.2% 0.9% 95.6%

338人 2人 3人 3人 4人 3人 323人

100.0% 0.4% 1.2% 1.2% 0.8% 1.2% 95.2%

249人 1人 3人 3人 2人 3人 237人

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.0% 0.0% 98.0%

50人 0人 0人 0人 1人 0人 49人

100.0% 2.6% 0.0% 0.0% 2.6% 0.0% 94.9%

39人 1人 0人 0人 1人 0人 37人

現在の利用量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 希望しない

100.0% 2.5% 2.8% 6.6% 2.5% 3.4% 82.1%

319人 8人 9人 21人 8人 11人 262人

100.0% 2.1% 3.8% 7.3% 3.0% 3.8% 79.9%

234人 5人 9人 17人 7人 9人 187人

100.0% 0.0% 0.0% 4.3% 2.2% 0.0% 93.5%

46人 0人 0人 2人 1人 0人 43人

100.0% 7.7% 0.0% 5.1% 0.0% 5.1% 82.1%

39人 3人 0人 2人 0人 2人 32人

今後の利用意向または希望量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳
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ウ.行動援護  

 

 

 

エ.同行援護 

 

 

 

オ.重度障害者等包括支援 

 

 

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 利用していない

100.0% 0.6% 0.6% 1.8% 0.6% 3.0% 93.5%

336人 2人 2人 6人 2人 10人 314人

100.0% 0.0% 0.8% 1.3% 0.4% 0.8% 96.6%

236人 0人 2人 3人 1人 2人 228人

100.0% 1.8% 0.0% 3.5% 0.0% 10.5% 84.2%

57人 1人 0人 2人 0人 6人 48人

100.0% 2.3% 0.0% 2.3% 2.3% 4.7% 88.4%

43人 1人 0人 1人 1人 2人 38人

現在の利用量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 希望しない

100.0% 2.6% 1.9% 4.5% 3.2% 5.1% 82.7%

313人 8人 6人 14人 10人 16人 259人

100.0% 0.9% 1.8% 3.6% 1.4% 3.2% 89.1%

220人 2人 4人 8人 3人 7人 196人

100.0% 3.8% 3.8% 9.6% 7.7% 9.6% 65.4%

52人 2人 2人 5人 4人 5人 34人

100.0% 9.8% 0.0% 2.4% 7.3% 9.8% 70.7%

41人 4人 0人 1人 3人 4人 29人

今後の利用意向または希望量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 利用していない

100.0% 0.6% 0.3% 1.5% 0.9% 0.6% 96.0%

329人 2人 1人 5人 3人 2人 316人

100.0% 0.4% 0.4% 2.1% 0.8% 0.8% 95.4%

240人 1人 1人 5人 2人 2人 229人

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

49人 0人 0人 0人 0人 0人 49人

100.0% 2.5% 0.0% 0.0% 2.5% 0.0% 95.0%

40人 1人 0人 0人 1人 0人 38人

現在の利用量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 希望しない

100.0% 0.6% 2.3% 3.9% 2.6% 2.3% 88.3%

309人 2人 7人 12人 8人 7人 273人

100.0% 0.4% 3.1% 3.6% 3.6% 1.8% 87.6%

225人 1人 7人 8人 8人 4人 197人

100.0% 0.0% 0.0% 2.2% 0.0% 4.3% 93.5%

46人 0人 0人 1人 0人 2人 43人

100.0% 2.6% 0.0% 7.9% 0.0% 2.6% 86.8%

38人 1人 0人 3人 0人 1人 33人

今後の利用意向または希望量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 利用していない

100.0% 0.9% 0.9% 0.9% 0.3% 0.3% 96.6%

328人 3人 3人 3人 1人 1人 317人

100.0% 0.8% 1.3% 1.3% 0.0% 0.4% 96.2%

239人 2人 3人 3人 0人 1人 230人

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

49人 0人 0人 0人 0人 0人 49人

100.0% 2.5% 0.0% 0.0% 2.5% 0.0% 95.0%

40人 1人 0人 0人 1人 0人 38人

現在の利用量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 希望しない

100.0% 4.0% 2.0% 6.3% 1.0% 2.3% 84.4%

301人 12人 6人 19人 3人 7人 254人

100.0% 4.1% 2.3% 6.4% 0.9% 1.8% 84.5%

220人 9人 5人 14人 2人 4人 186人

100.0% 2.3% 2.3% 7.0% 0.0% 2.3% 86.0%

43人 1人 1人 3人 0人 1人 37人

100.0% 5.3% 0.0% 5.3% 2.6% 5.3% 81.6%

38人 2人 0人 2人 1人 2人 31人

今後の利用意向または希望量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳
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カ.生活介護 

 

 

 

キ.自立訓練 

 

 

 

ク.就労移行支援 

 

 

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 利用していない

100.0% 4.2% 6.4% 4.5% 0.0% 0.3% 84.7%

359人 15人 23人 16人 0人 1人 304人

100.0% 2.4% 3.2% 4.7% 0.0% 0.4% 89.3%

253人 6人 8人 12人 0人 1人 226人

100.0% 12.9% 19.4% 3.2% 0.0% 0.0% 64.5%

62人 8人 12人 2人 0人 0人 40人

100.0% 2.3% 6.8% 4.5% 0.0% 0.0% 86.4%

44人 1人 3人 2人 0人 0人 38人

現在の利用量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 希望しない

100.0% 8.6% 6.4% 9.5% 0.9% 2.1% 72.4%

326人 28人 21人 31人 3人 7人 236人

100.0% 6.5% 4.8% 9.1% 0.9% 2.6% 76.1%

230人 15人 11人 21人 2人 6人 175人

100.0% 16.7% 18.5% 9.3% 0.0% 1.9% 53.7%

54人 9人 10人 5人 0人 1人 29人

100.0% 9.5% 0.0% 11.9% 2.4% 0.0% 76.2%

42人 4人 0人 5人 1人 0人 32人

今後の利用意向または希望量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 利用していない

100.0% 2.6% 1.4% 4.6% 0.9% 0.3% 90.1%

345人 9人 5人 16人 3人 1人 311人

100.0% 0.4% 0.8% 6.5% 1.2% 0.4% 90.7%

248人 1人 2人 16人 3人 1人 225人

100.0% 7.5% 1.9% 0.0% 0.0% 0.0% 90.6%

53人 4人 1人 0人 0人 0人 48人

100.0% 9.1% 4.5% 0.0% 0.0% 0.0% 86.4%

44人 4人 2人 0人 0人 0人 38人

現在の利用量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 希望しない

100.0% 5.9% 3.4% 9.7% 1.6% 5.3% 74.1%

321人 19人 11人 31人 5人 17人 238人

100.0% 2.2% 4.4% 10.6% 0.4% 2.6% 79.7%

227人 5人 10人 24人 1人 6人 181人

100.0% 12.2% 2.0% 4.1% 0.0% 12.2% 69.4%

49人 6人 1人 2人 0人 6人 34人

100.0% 17.8% 0.0% 11.1% 8.9% 11.1% 51.1%

45人 8人 0人 5人 4人 5人 23人

今後の利用意向または希望量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 利用していない

100.0% 1.5% 0.9% 0.0% 0.0% 0.3% 97.3%

335人 5人 3人 0人 0人 1人 326人

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.4% 99.6%

240人 0人 0人 0人 0人 1人 239人

100.0% 3.8% 1.9% 0.0% 0.0% 0.0% 94.2%

52人 2人 1人 0人 0人 0人 49人

100.0% 7.0% 4.7% 0.0% 0.0% 0.0% 88.4%

43人 3人 2人 0人 0人 0人 38人

現在の利用量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 希望しない

100.0% 3.5% 3.2% 6.4% 1.0% 3.2% 82.6%

311人 11人 10人 20人 3人 10人 257人

100.0% 0.9% 1.8% 4.5% 0.5% 1.8% 90.5%

220人 2人 4人 10人 1人 4人 199人

100.0% 6.4% 6.4% 6.4% 0.0% 2.1% 78.7%

47人 3人 3人 3人 0人 1人 37人

100.0% 13.6% 6.8% 15.9% 4.5% 11.4% 47.7%

44人 6人 3人 7人 2人 5人 21人

今後の利用意向または希望量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳
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ケ.就労継続支援 

 

 

 

コ.療養介護 

 

 

サ.短期入所 

 

 

 

 

 

 

 

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 利用していない

100.0% 4.4% 3.2% 0.9% 0.3% 0.6% 90.6%

342人 15人 11人 3人 1人 2人 310人

100.0% 1.7% 0.4% 0.0% 0.4% 0.4% 97.1%

241人 4人 1人 0人 1人 1人 234人

100.0% 13.8% 8.6% 5.2% 0.0% 1.7% 70.7%

58人 8人 5人 3人 0人 1人 41人

100.0% 7.0% 11.6% 0.0% 0.0% 0.0% 81.4%

43人 3人 5人 0人 0人 0人 35人

現在の利用量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 希望しない

100.0% 5.4% 4.8% 6.4% 1.0% 3.5% 78.8%

312人 17人 15人 20人 3人 11人 246人

100.0% 1.8% 1.4% 4.6% 0.9% 2.3% 89.0%

218人 4人 3人 10人 2人 5人 194人

100.0% 13.5% 15.4% 5.8% 1.9% 3.8% 59.6%

52人 7人 8人 3人 1人 2人 31人

100.0% 14.3% 9.5% 16.7% 0.0% 9.5% 50.0%

42人 6人 4人 7人 0人 4人 21人

今後の利用意向または希望量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 利用している 利用していない

100.0% 9.0% 91.0%

334人 30人 304人

100.0% 10.5% 89.5%

248人 26人 222人

100.0% 2.1% 97.9%

48人 1人 47人

100.0% 7.9% 92.1%

38人 3人 35人

現在の利用量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 利用していない

100.0% 0.6% 1.7% 1.7% 0.3% 5.8% 90.0%

359人 2人 6人 6人 1人 21人 323人

100.0% 0.4% 2.0% 1.2% 0.4% 3.9% 92.2%

256人 1人 5人 3人 1人 10人 236人

100.0% 0.0% 1.6% 3.1% 0.0% 17.2% 78.1%

64人 0人 1人 2人 0人 11人 50人

100.0% 2.6% 0.0% 2.6% 0.0% 0.0% 94.9%

39人 1人 0人 1人 0人 0人 37人

現在の利用量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 希望しない

100.0% 2.9% 2.9% 5.1% 4.0% 15.6% 69.7%

455人 13人 13人 23人 18人 71人 317人

100.0% 3.0% 2.5% 5.1% 2.5% 13.1% 73.8%

237人 7人 6人 12人 6人 31人 175人

100.0% 3.4% 3.4% 5.2% 13.8% 27.6% 46.6%

58人 2人 2人 3人 8人 16人 27人

100.0% 2.5% 3.1% 5.0% 2.5% 15.0% 71.9%

160人 4人 5人 8人 4人 24人 115人

今後の利用意向または希望量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 利用したい 希望しない

100.0% 20.7% 79.3%

314人 65人 249人

100.0% 23.6% 76.4%

233人 55人 178人

100.0% 11.4% 88.6%

44人 5人 39人

100.0% 13.5% 86.5%

37人 5人 32人

今後の利用意向または希望量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳
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シ.共同生活援助 

 

 

ス.共同生活介護 

 

 

セ.施設入所支援 

 

 

ソ.計画相談支援 

 

 

【自立支援給付】概ね、どのサービスにおいても、各対象者で「今後の利用の意向または

希望量」の方が「現在の利用量」を上回り、福祉サービスの利用の希望は大きいようです。 

在宅サービスでは、「居宅介護」で身体障害者と療育手帳所持者の、「行動援護」で療育手

帳と精神保健福祉手帳所持者の「今後の利用の意向または希望量」が特に高いようです。

通所サービスでは、精神保健福祉手帳所持者が「自立訓練」「就労移行支援」「就労継続支

援」、療育手帳所持者でも「自立訓練」「就労移行支援」の利用希望の高さが目立ちます。「短

期入所」は各対象において多くの利用希望者がいました。居住系サービスでは、療育手帳

全体 利用している 利用していない

100.0% 4.5% 95.5%

333人 15人 318人

100.0% 2.9% 97.1%

240人 7人 233人

100.0% 6.0% 94.0%

50人 3人 47人

100.0% 11.6% 88.4%

43人 5人 38人

現在の利用量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 利用している 利用していない

100.0% 4.6% 95.4%

329人 15人 314人

100.0% 2.5% 97.5%

239人 6人 233人

100.0% 9.8% 90.2%

51人 5人 46人

100.0% 10.3% 89.7%

39人 4人 35人

現在の利用量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 利用している 利用していない

100.0% 9.2% 90.8%

337人 31人 306人

100.0% 7.8% 92.2%

243人 19人 224人

100.0% 15.1% 84.9%

53人 8人 45人

100.0% 9.8% 90.2%

41人 4人 37人

現在の利用量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 利用している 利用していない

100.0% 15.7% 84.3%

350人 55人 295人

100.0% 15.0% 85.0%

254人 38人 216人

100.0% 16.7% 83.3%

54人 9人 45人

100.0% 19.0% 81.0%

42人 8人 34人

現在の利用量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

※計画相談支援は平成 27 年度以降、障が

い福祉サービスの利用に必須となる予定

ですので、希望量の集計はしていません。 

全体 利用したい 希望しない

100.0% 19.0% 81.0%

321人 61人 260人

100.0% 15.2% 84.8%

230人 35人 195人

100.0% 30.6% 69.4%

49人 15人 34人

100.0% 26.2% 73.8%

42人 11人 31人

今後の利用意向または希望量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 利用したい 希望しない

100.0% 19.4% 80.6%

314人 61人 253人

100.0% 18.7% 81.3%

230人 43人 187人

100.0% 31.9% 68.1%

47人 15人 32人

100.0% 8.1% 91.9%

37人 3人 34人

今後の利用意向または希望量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳
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所持者の「共同生活援助」「共同生活介護」「施設入所支援」が高いようです。 

タ.児童発達支援 

 

 

 

チ.放課後等デイサービス 

 

 

 

【障がい児通所支援】児童発達支援では、療育手帳及び精神保健福祉手帳所持者の「今後

の利用意向または希望量」の高さが目を引きます。放課後等デイサービスでも同様の傾向

ですが、「週に３～６回程度」の利用希望者が多いようです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 利用していない

100.0% 0.7% 1.7% 0.3% 0.0% 1.0% 96.3%

298人 2人 5人 1人 0人 3人 287人

100.0% 0.0% 1.4% 0.5% 0.0% 0.9% 97.2%

214人 0人 3人 1人 0人 2人 208人

100.0% 0.0% 4.3% 0.0% 0.0% 2.1% 93.6%

47人 0人 2人 0人 0人 1人 44人

100.0% 5.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 94.6%

37人 2人 0人 0人 0人 0人 35人

現在の利用量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 希望しない

100.0% 1.8% 1.4% 2.5% 0.4% 1.8% 92.0%

276人 5人 4人 7人 1人 5人 254人

100.0% 1.0% 1.0% 1.5% 0.0% 1.0% 95.4%

197人 2人 2人 3人 0人 2人 188人

100.0% 2.3% 4.5% 2.3% 2.3% 4.5% 84.1%

44人 1人 2人 1人 1人 2人 37人

100.0% 5.7% 0.0% 8.6% 0.0% 2.9% 82.9%

35人 2人 0人 3人 0人 1人 29人

今後の利用意向または希望量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 利用していない

100.0% 1.3% 1.7% 2.4% 0.0% 0.0% 94.6%

297人 4人 5人 7人 0人 0人 281人

100.0% 0.5% 1.9% 1.9% 0.0% 0.0% 95.8%

214人 1人 4人 4人 0人 0人 205人

100.0% 2.1% 2.1% 6.4% 0.0% 0.0% 89.4%

47人 1人 1人 3人 0人 0人 42人

100.0% 5.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 94.4%

36人 2人 0人 0人 0人 0人 34人

現在の利用量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 希望しない

100.0% 1.5% 4.1% 4.4% 0.0% 0.7% 89.3%

271人 4人 11人 12人 0人 2人 242人

100.0% 1.0% 2.6% 2.1% 0.0% 0.0% 94.3%

192人 2人 5人 4人 0人 0人 181人

100.0% 2.2% 13.3% 11.1% 0.0% 4.4% 68.9%

45人 1人 6人 5人 0人 2人 31人

100.0% 2.9% 0.0% 8.8% 0.0% 0.0% 88.2%

34人 1人 0人 3人 0人 0人 30人

今後の利用意向または希望量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳
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ツ.コミュニケーション支援 

 

 

テ.日常生活用具の給付 

 

 

ト.移動支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体 利用している 利用していない

100.0% 2.9% 97.1%

306人 9人 297人

100.0% 3.6% 96.4%

221人 8人 213人

100.0% 0.0% 100.0%

47人 0人 47人

100.0% 2.6% 97.4%

38人 1人 37人

現在の利用量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 利用している 利用していない

100.0% 16.5% 83.5%

339人 56人 283人

100.0% 21.3% 78.7%

254人 54人 200人

100.0% 2.1% 97.9%

47人 1人 46人

100.0% 2.6% 97.4%

38人 1人 37人

現在の利用量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 利用していない

100.0% 0.5% 2.2% 5.5% 1.6% 5.2% 84.9%

365人 2人 8人 20人 6人 19人 310人

100.0% 0.0% 2.4% 5.1% 0.8% 3.1% 88.6%

255人 0人 6人 13人 2人 8人 226人

100.0% 0.0% 3.0% 10.6% 6.1% 15.2% 65.2%

66人 0人 2人 7人 4人 10人 43人

100.0% 4.5% 0.0% 0.0% 0.0% 2.3% 93.2%

44人 2人 0人 0人 0人 1人 41人

現在の利用量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 希望しない

100.0% 1.8% 3.3% 16.5% 3.3% 9.0% 66.2%

334人 6人 11人 55人 11人 30人 221人

100.0% 1.3% 3.0% 15.1% 2.2% 4.7% 73.7%

232人 3人 7人 35人 5人 11人 171人

100.0% 1.7% 6.8% 25.4% 3.4% 25.4% 37.3%

59人 1人 4人 15人 2人 15人 22人

100.0% 4.7% 0.0% 11.6% 9.3% 9.3% 65.1%

43人 2人 0人 5人 4人 4人 28人

今後の利用意向または希望量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 利用したい 希望しない

100.0% 6.0% 94.0%

284人 17人 267人

100.0% 6.8% 93.2%

205人 14人 191人

100.0% 4.7% 95.3%

43人 2人 41人

100.0% 2.8% 97.2%

36人 1人 35人

今後の利用意向または希望量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 利用したい 希望しない

100.0% 23.4% 76.6%

308人 72人 236人

100.0% 29.4% 70.6%

228人 67人 161人

100.0% 9.1% 90.9%

44人 4人 40人

100.0% 2.8% 97.2%

36人 1人 35人

今後の利用意向または希望量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳
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ナ.訪問入浴サービス 

 

 

 

ニ.日中一時支援 

 

 

 

【地域生活支援事業】療育手帳所持者の「移動支援」の「今後の利用意向または希望量」

の高さが目立ちます。「週に１～２回程度」及び「１ヶ月に１～２回程度」を合わせると過

半数を占めました。身体障害者手帳所持者では「訪問入浴サービス」に対し、多くの希望

があるようで、「週に１～２回程度」と「週に３～６回程度」の合計が、15％以上になって

います。 

 

 

 

 

 

 

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 利用していない

100.0% 1.4% 0.6% 3.5% 0.0% 0.0% 94.5%

347人 5人 2人 12人 0人 0人 328人

100.0% 1.2% 0.8% 4.7% 0.0% 0.0% 93.4%

256人 3人 2人 12人 0人 0人 239人

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

50人 0人 0人 0人 0人 0人 50人

100.0% 4.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 95.1%

41人 2人 0人 0人 0人 0人 39人

現在の利用量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 希望しない

100.0% 2.5% 4.3% 10.2% 1.2% 2.5% 79.4%

325人 8人 14人 33人 4人 8人 258人

100.0% 1.7% 4.6% 11.3% 1.3% 2.1% 79.0%

238人 4人 11人 27人 3人 5人 188人

100.0% 2.1% 4.3% 6.4% 0.0% 2.1% 85.1%

47人 1人 2人 3人 0人 1人 40人

100.0% 7.5% 2.5% 7.5% 2.5% 5.0% 75.0%

40人 3人 1人 3人 1人 2人 30人

今後の利用意向または希望量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 利用していない

100.0% 0.9% 4.3% 4.3% 1.2% 0.9% 88.4%

345人 3人 15人 15人 4人 3人 305人

100.0% 0.4% 2.4% 3.3% 0.0% 0.4% 93.5%

245人 1人 6人 8人 0人 1人 229人

100.0% 0.0% 14.8% 11.5% 6.6% 3.3% 63.9%

61人 0人 9人 7人 4人 2人 39人

100.0% 5.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 94.9%

39人 2人 0人 0人 0人 0人 37人

現在の利用量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

全体 毎日 週に3～6回程度 週に1～2回程度 2週間に1～2回程度 1ヶ月に1～2回程度 希望しない

100.0% 3.5% 5.4% 6.1% 1.0% 2.2% 81.8%

313人 11人 17人 19人 3人 7人 256人

100.0% 2.3% 3.6% 3.2% 0.0% 1.8% 89.1%

220人 5人 8人 7人 0人 4人 196人

100.0% 9.3% 16.7% 13.0% 3.7% 5.6% 51.9%

54人 5人 9人 7人 2人 3人 28人

100.0% 2.6% 0.0% 12.8% 2.6% 0.0% 82.1%

39人 1人 0人 5人 1人 0人 32人

今後の利用意向または希望量

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳
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588

5

2

1

28

25

14

24

79

0

0

0

6

27

1

5

88

1

0

0

4

6

5

5

自宅

兄弟姉妹の家

親族の家

友人の家

仕事先

福祉施設等の通所先

病院

その他

身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳

 

１０．１０．１０．１０．災害時について災害時について災害時について災害時について    

（１）普段の生活の場 

質問：普段の生活をしている場所について、もっともあてはまるものを選んでくださ

い。     

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

各対象において、「自宅」との回答が最も高く、療育手帳所持者では「福祉施設などの通所

先」との回答が多いようです。 

    

（２）災害時の不安 

質問：災害時の不安について、もっともあてはまるものを選んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各対象とも「避難先での不安」は２割を超え高い割合を占めています。一方で、身体障害

者手帳所持者は「避難する際の不安」が最も高く、療育手帳所持者では「障がい特性に対

17.1%

17.0%

14.9%

20.2%

28.2%

31.8%

17.8%

16.2%

24.3%

23.3%

28.7%

26.3%

14.7%

11.6%

28.7%

20.2%

15.7%

16.4%

9.9%

17.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

全体(n=836)

身体障害者手帳(n=636)

療育手帳(n=101)

精神障害者保健福祉手帳(n=99)

災害状況の情報が入ってこない 避難する際の不安

避難先での不安 障がい特性に対する理解度

その他 わからない

（単位：人） 
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する理解度」も高くなっています。 

質問：地震などの災害時に、ひとりで避難することができると思いますか。もっとも

あてはまるものを選んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

身体障害者手帳所持者は「できないと思う」が 45.2％で最も多いものの、「できると思う」

も 37.6％で、他の障害者手帳所持者と比較しても高い数値です。療育手帳所持者では「で

きないと思う」が 68％で極めて高い割合を占めています。精神保健福祉手帳所持者では、

各項目に分散傾向になっています。 

 

質問：地震などの災害時に、あなたは周囲の人に助けを求めることができますか。も

っともあてはまるものを選んでください。 

 

身体障害者手帳所持者では「できると思う」が過半数を占め、療育手帳所持者では過半数

が「できないと思う」と回答しました。精神保健福祉手帳所持者は災害時にひとりで避難

できるかという問いと同様に、回答が分散しています。 

 

46.0%

51.6%

25.4%

33.9%

29.1%

24.6%

50.0%

33.9%

24.9%

23.8%

24.6%

32.1%

全体(n=914)

身体障害者手帳(n=680)

療育手帳(n=122)

精神障害者保健福祉手帳(n=112)

できると思う できないと思う わからない

34.8%

37.6%

17.2%

36.9%

47.1%

45.2%

68.0%

36.0%

18.1%

17.2%

14.8%

27.0%

全体(n=930)

身体障害者手帳(n=697)

療育手帳(n=122)

精神障害者保健福祉手帳(n=111)

できると思う できないと思う わからない
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質問：同居家族が不在の場合または、一人暮らしの場合、ご近所にあなたを助けてく

れる人はいますか。 

 

身体障害者手帳、療育手帳所持者では、「いる」が最も高い割合を占めましたが、それでも

過半数は超えませんでした。精神保健福祉手帳所持者では「いない」が最も高い割合を占

めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45.3%

48.8%

42.6%

27.1%

27.7%

24.2%

31.3%

44.9%

27.0%

27.0%

26.1%

28.0%

全体(n=874)

身体障害者手帳(n=652)

療育手帳(n=115)

精神障害者保健福祉手帳(n=107)

いる いない わからない
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 （３）避難所での不安 

質問：災害時に、避難所等で具体的に困ると思われることについて、もっともあては

まるものを選んでください。 

 

 

身体障害者手帳所持者は、「薬や医療のこと」が最も高く、次いで「トイレのこと」も４分

の１を超えています。療育手帳所持者では「コミュニケーションのこと」が突出して高く、

「薬や医療のこと」の回答が他の障害者手帳所持者に比較して少ないのも特徴です。精神

保健福祉手帳所持者では「薬や医療のこと」で４割弱と高い割合を占めています。 

 

 

 

 

7.9%

25.3%

4.0%

5.7%

30.4%

6.9%

4.8%

10.2%

4.8%

7.4%

27.8%

3.4%

6.1%

31.3%

4.0%

5.9%

9.9%

4.2%

9.9%

17.8%

5.9%

5.9%

16.8%

22.8%

2.0%

7.9%

10.9%

9.0%

18.0%

6.0%

3.0%

39.0%

8.0%

1.0%

14.0%

2.0%

食事のこと

トイレのこと

プライバシー保護のこと

介助・介護をしてくれる人

薬や医療のこと

コミュニケーションのこと

補装具や日常生活用具のこと

わからない

その他

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳
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１０．障がいのある方の権利擁護について 

（１）「障害者虐待の防止、障害者の擁護者に対する支援等に関する法律」（以下、「障害

者虐待防止法」）について 

質問：ご本人は、「障害者虐待防止法」を知っていましたか。 

 

各対象ともに「知らない」との回答が最も高く、特に療育手帳、精神保健福祉手帳所持者

では「知らない」が過半数を超えました。 

 

 

質問：「障害者虐待防止法」では①擁護者（両親などの保護者）②障害者福祉施設従事

者（施設の職員や世話人など）など③使用者（就労先の社長や上司など）によ

る次の１～５を虐待としています。ご本人は知っていますか。 

 

身体障害者手帳、療育手帳所持者数では「身体的虐待」への回答が最も多く、精神保健福

20.4%

21.1%

20.7%

15.5%

27.6%

31.4%

17.4%

15.5%

52.0%

47.4%

62.0%

69.1%

全体(n=912)

身体障害者手帳(n=681)

療育手帳(n=121)

精神障害者保健福祉手帳(n=110)

知っている 聞いたことがある 知らない

445

377

372

341

329

350

292

290

275

266

45

38

31

33

28

50

47

51

33

35

身体的虐待

性的虐待

心理的虐待

放棄・放任

経済的虐待

全体 身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳

（単位：人） 
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祉手帳では「心理的虐待」との回答が最も多くなりました。 

質問：「障害者虐待防止法」では、家庭や施設、職場で障がい者が虐待を受けたり、虐

待をされている疑いがあったら「障害者虐待防止センター（寒川町福祉課）」に

通報することが義務付けられています。ご本人は知っていましたか。 

 

各対象で「知らない」の回答が最も高く、「知っている」と「聞いたことがある」を合わせ

ても約 40％の割合にとどまりました。 

 

 

質問：通報しても通報者が特定されないよう配慮されることを知っていましたか。 

 

各対象で多くが「知らなかった」との回答でした。 

 

 

 

 

 

 

18.7%

21.5%

13.7%

8.3%

21.1%

24.2%

11.1%

13.8%

60.2%

54.3%

75.2%

78.0%

全体(n=859)

身体障害者手帳(n=633)

療育手帳(n=117)

精神障害者保健福祉手帳(n=109)

知っている 聞いたことがある 知らない

20.1%

21.7%

15.7%

15.3%

79.9%

78.3%

84.3%

84.7%

全体(n=856)

身体障害者手帳(n=630)

療育手帳(n=115)

精神障害者保健福祉手帳(n=111)

知っていた 知らなかった
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 （２）成年後見制度について 

質問：ご本人は、成年後見制度について知っていますか。 

※成年後見制度とは、判断能力が十分でない方の財産などの権利を守る制度です。 

 

 

「知っていた」「知らなかった」ともに約半数ずつでした。 

 

 

質問：ご本人は、将来成年後見制度を活用したいと思いますか。 

 

 

「わからない」との回答が最も高く、「すでに活用している」「活用したい」を合わせて２

割に届いていません。 

 

 

 

 

 

 

 

知っていた 436

知らなかった 423

415 420 425 430 435 440

すでに活用している

22

活用したい 136

活用したいと思わな

い 214

わからない 467

0 100 200 300 400 500

（単位：人） 

（単位：人） 
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１１１１２２２２．将来の暮らしについて．将来の暮らしについて．将来の暮らしについて．将来の暮らしについて    

（１）将来の暮らしの希望 

質問：ご本人について、将来どのような暮らし方をしたいですか。もっともあてはま

るものを選んでください。 

 

各対象で「自宅で家族と暮らしたい」が最も高くなっていますが、療育手帳所持者ではグ

ループホーム等で暮らしたい」（20.7％）、精神保健福祉手帳所持者では「一人で自立して

暮らしたい」（26.2％）も高い割合を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

65.4%

70.1%

47.4%

55.1%

14.4%

13.5%

8.6%

26.2%

5.6%

3.3%

20.7%

3.7%

8.6%

8.2%

15.5%

3.7%

6.0%

4.9%

7.8%

11.2%

全体(n=895)

身体障害者手帳(n=672)

療育手帳(n=116)

精神障害者保健福祉手帳(n=107)

自宅で家族と暮らしたい 一人で自立して暮らしたい

グループホーム等で仲間と暮らしたい 施設入所して暮らしたい

その他
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（２）地域で自立した生活ができる条件 

質問：地域で自立した生活ができるには、どのような条件等が整う必要があると思い

ますか。あてはまるものを選んでください。（あてはまるもの３つまでに○） 

 

各対象とも「生活費の保障」が最も高くなっています。次いで、身体障害者手帳所持者で

は「支援してくれる家族」が高く、療育手帳所持者では、「働く場」（17.3）「家族以外の支

援者」（13.7％）が続いています。精神保健福祉手帳所持者では「働く場」（16.9％）「住

居の保障」（14.5％）の順で高い回答率になっています。 

10.8%

12.7%

21.6%

5.6%

13.2%

10.0%

8.2%

7.1%

4.3%

1.4%

5.1%

8.5%

13.0%

21.2%

5.7%

14.3%

9.9%

8.7%

7.5%

4.3%

1.1%

5.8%

17.3%

9.2%

23.6%

6.3%

9.2%

13.7%

5.2%

5.2%

4.4%

1.5%

4.4%

16.9%

14.5%

22.1%

4.4%

11.2%

6.4%

8.8%

6.8%

3.6%

3.2%

2.0%

働く場

住居の保障

生活費の保障

地域住民の理解

支援をしてくれる家族

家族以外の支援者

身近な相談相手

自宅以外でいつでも利用でき

る場

条件が整っても難しい

その他

わからない

全体(n=1900)

身体障害者手帳(n=1380)

療育手帳(n=271)

精神障害者保健福祉手帳

(n=249)
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（３）障がい福祉施策を充実させるために必要なこと 

質問：今後、障がい福祉施策を充実させるために、どのような事に力を入れていく必

要があると思いますか。（あてはまるもの３つまでに○） 

 

18.5%

9.7%

2.3%

6.7%

8.2%

5.9%

2.6%

3.2%

1.3%

6.7%

5.4%

11.7%

1.2%

6.1%

3.2%

6.3%

0.9%

21.1%

11.3%

1.3%

4.6%

7.5%

5.1%

1.4%

3.0%

1.1%

8.0%

6.5%

10.7%

0.7%

6.1%

3.2%

7.5%

0.9%

10.2%

6.7%

5.7%

12.4%

10.8%

6.7%

5.4%

4.1%

2.2%

3.8%

1.3%

14.0%

3.2%

7.6%

3.2%

2.5%

0.3%

13.7%

3.9%

4.2%

12.3%

9.1%

9.8%

6.0%

3.5%

1.4%

2.8%

3.5%

14.7%

2.1%

4.6%

3.2%

3.9%

1.4%

保健・医療サービスの充実

在宅福祉サービスの充実

保育・療育・教育サービスの充実

働く場、機会の充実

障がい者向け住宅等の住まいの設備

相談・情報提供体制の充実

生涯ｽﾎﾟｰﾂ活動・生涯学習の充実

町民の意識啓発

地域活動に参加しやすくするための

支援

段差の解消やエレベータの設置等、

バリアのない街づくり

移動手段、交通の整備

経済的な援助の充実

権利擁護、財産管理

入所施設の充実

ボランティア等の育成、活動支援、

充実

災害時の準備

その他

全体(n=2180)

身体障害者手帳(n=1580)

療育手帳(n=315)

精神障害者保健福祉手帳

(n=285)
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身体障害者手帳所持者では「保健・医療サービスの充実」（21.1％）、「在宅福祉サービス

の充実」（11.3％）、「経済的な援助の充実」（10.7％）と続きます。療育手帳所持者では、

「経済的な援助の充実」（14.0％）、「働く場、機会の充実」（12.4％）、「障がい者向け住宅

等の住まいの設備」（10.8％）の順であり、精神保健福祉手帳では、「経済的な援助の充実」

（14.7％）、「働く場、機会の充実」（12.3％）、「相談・情報提供体制の充実」（9.8％）と

なりました。各対象とも「経済的な援助の充実」との回答は高い傾向にあり、「働く場、機

会の充実」も身体障害者手帳所持者以外では高い回答率でした。 

 

 

自由記入 

質問：「障がい者が地域で暮らせる社会」。「自立と共生の社会」を目指す、障がい者福祉計

画の見直しにあたって、ご意見、ご要望等ございましたら、ご自由にお書きください。 

（単位：人） 

集計結果  

家計・出費 ５５    

利用サービス ４３    

障がい者理解 ３０    

町・計画づくり ２８    

相談体制 ２３    

設備・整備 ２１    

情報 １９    

就労 １５    

交通 １３    

医療 １３    

介助・介護 ９    

災害 ９    

障がい児対策 ８    

審査・申請 ６    

その他 ２６    

 

「家計・出費」、「利用サービス」に関する意見が多くなっています。次に「障がい理解」「町・

計画づくり」に関する記述が続きました。 
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回答例 

【家計・出費】 

・自立して生活していくうえで、経済的なことが最も不安。 

・障害年金だけでは生活できない。 

【利用サービス】 

・外出をしたいが、ヘルパーの人数不足でなかなか希望通りに外出できない。 

・通学のサポートに移動支援を利用したい。 

・将来はグループホームで生活してほしいと考えているが、町内のグループホームが少

ない。また、重度の障がい者が利用できるグループホームを整えて欲しい。 

・医療型の入所施設が少ない。また吸引等ができるヘルパーをもっと増やして欲しい。 

・福祉サービスを利用しているが、利用料を増やしたくてもなかなか了解されない。 

【障がい者理解】 

・障がいにはさまざまな種類や程度があるため、それらを全て理解してもらうのは大変

難しいと思う。 

・大人よりも小、中学校ぐらいの子供たちの障がい者理解が全くない。外に出るたび、

人の目を気にして生きていかなければならないのは苦痛だ。 

・障がいについての理解が少ない。人に話しても伝わらないことが多い。 

・住民の障がいへの関心度が低いように思う。 

【町・計画づくり】 

・アンケートではなく、聞き取り調査の方がいいのではないか。 

・アンケートの量が多すぎて、負担である。 

【相談体制】 

・全部一カ所で済むような相談場所が欲しい。 

・発達障がいのことをきちんと知っている相談先が増えてほしい。 

【設備・整備】 

・足の障がいです。災害時に避難することを考えると、公共施設に和式トイレしかない

ことに不安を感じる。 

・バリアフリー化の充実が必要である。 

・障がい者の住宅の整備をお願いしたい。 

・車いすでも困らない段差のない町づくりが必要。 

【情報】 

・障がいに関する情報源・情報量をもっと充実してほしい。 

・福祉サービスを利用していないため、情報が全く入ってこない。 
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【就労】 

・精神障がい者は働き先がないのが現状なので、ハローワークとの連携を密にして欲し

い。 

・就職先を決めたいときにアドバイスを受けられるスタッフがいるとよい。 

・就労についての相談場所が少ない。 

【交通】 

・外出するにもタクシー以外に手段がない。 

・外出時の交通機関の充実が必要だと思う。 

【医療】 

・近所に病院がほしい。 

・人工透析をしているが、町内に透析ができる医療機関がない。 

【介助・介護】 

・現在は夫婦で娘の介助をしているが、主人がいなくなってしまったら一人で介助を続

ける自信がない。 

・両親が亡くなった時に不安がある。 

【災害】 

・大災害の時には、町内会や民生委員から一声かけていただけると有難い。 

・有事の際にどう動けばよいのか、フローチャートなどを作ってリスク回避のための準

備の必要がある。 

・避難は一人で出来るが、そのあとどうしたらいいのかわからない。指示をしてくれる

掲示板があると安心できる。 

【障がい児対策】 

・ことばの教室や自立のための訓練などができる場所があるとよい。 

・全ての小、中学校に特別支援教室の設置を強く希望します。 

・特別支援学級でなくともボランティアで発達障がい児の講習を受けた人がサポートに

ついてくれる制度があれば、通常級でも安心して学校に通わせることができると思う。 

【審査・申請】 

・一年を通して、どの時期に申請があるなどの予定表があると助かる。 

・手続き、申請の窓口を一本化し、簡素化出来たらよい。 

・利用できる全ての制度を抜けなく説明してもらえる体制を取ってほしい。 
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■■■■アンケートアンケートアンケートアンケート調査結果の概要調査結果の概要調査結果の概要調査結果の概要■■■■    

１．調査の概要１．調査の概要１．調査の概要１．調査の概要    

（１）調査の設計（１）調査の設計（１）調査の設計（１）調査の設計    

■調査の時期：平成２６年６月５日～６月２７日 

■調査の対象：難病患者 

■調査の方法：アンケート期間中、茅ヶ崎保健福祉 

事務所の窓口にて配布、回答は郵送 

にて行いました。 

 

（２）回収結果（２）回収結果（２）回収結果（２）回収結果    

■回収数：７通 

■回答の疾患名： 

脊髄小脳変性症、強皮症、多系統委縮症 ２人、

潰瘍性大腸炎、未回答  ２人 

 

（３）報告書の見方（３）報告書の見方（３）報告書の見方（３）報告書の見方    

（１）調査結果については、未回答は無効

としているため、単数回答でも合計

が必ずしも回収数になるとは限り

ません。 

（２）複数回答の質問は、回答数を積算し

ています。 

（３）回答数が０であった質問は調査結果

からは省略しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２２２２．回答者の属性．回答者の属性．回答者の属性．回答者の属性    

（１）調査票記入者 

 

 

（２）性別 

 

（３）年齢 

 

（４）生活している場所 

 

3人

3人

本人

家族支援者(本

人意見あり）

家族支援者(本

人意見確認難）

4人

3人

男

女

1人

1人

2人

3人

20代未満

20代

30代

40代

50代

60代

70～

7人

自宅(一人)

自宅(同居)

福祉施設

入院

GH

その他
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（５）居住地 

 

３３３３．障がいの状況について．障がいの状況について．障がいの状況について．障がいの状況について    

（１）身体障害者手帳所持者 

①障がいの等級 

 

②障がいの種別 

 

 

 

 

 

 

 

４４４４．健康や医療について．健康や医療について．健康や医療について．健康や医療について    

（１）身体的な健康状態 

質問：ご本人の最近の身体的な健康状態（ここ３ヶ月

以内）はいかがですか。 

 

（２）精神的な健康状態 

質問：ご本人の最近の精神的な健康状態（ここ３ヶ月

以内）はいかがですか。 

 

（３）かかりつけの医師（医療機関・診療所）につ 

いて 

質問：日頃、ご本人が治療を受けたり、健康について

相談できる「かかりつけの医師（医療機関・診療所）」

がいますか。 

 

 

 

2人

1人

2人

1人

1人
田端

一之宮

中瀬

大曲

岡田

大蔵

小谷

1人

１級

２級

３級

４級

５級

６級

1人

1人

1人1人

1人

1人
視覚

聴覚

平衡機能

音声言語

そしゃく

肢体不自由

心臓

4人

2人

1人
良い

どちらかといえ

ば良い

どちらかといえ

ば悪い

悪い

4人

2人

1人
良い

どちらかといえ

ば良い

どちらかといえ

ば悪い

悪い

7人

いる

いない
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（４）医療機関等へ行く回数 

質問：ご本人が医療機関等へ行く回数は、どの程度で

すか。 

 

 

 

５．日常生活について５．日常生活について５．日常生活について５．日常生活について    

（１）日中の過ごし方 

質問：ご本人は、主に日中どのように過ごしています

か。 

 

（２）主な介助者 

質問：ご本人は、普段の生活で介助を必要としていま

すか。介助が必要な方は、主に介助している方をお答

えください。 

 

（３）介助や支援が必要な項目 

質問：普段の生活で介助を必要としている方のみお聞

きします。介助や支援が必要な項目は次のうちどれで

すか。（あてはまるもの全てに○） 

 

 

（４）これからの活動希望 

質問：ご本人は、これからどのような活動をしたいと

思いますか。（あてはまるもの全てに○） 

 

 

日中は「家事手伝い」「その他」の割合が最も高く、

介助者は「配偶者」が過半数を占めました。 

普段の生活での介助は、「買い物」が最も多く、「外出」

「入浴」が続き、身体障害手帳所持者と同様、外出時

の介助が必要な傾向でした。 

今後の活動については、「リハビリ・訓練」の割合が

高いのが難病患者の特徴であり、「家で過ごす」に並

ぶ回答数でした。 

3人

4人

年に1～3回

2～3か月に１回

ひと月に１回

ひと月に２回

週に１回

週に２回以上

1人

3人

3人

幼稚園・学校

特別支援給

養護学校

常勤勤務

アルバイト

福祉施設

家事手伝い

入所施設

その他

3人

1人

2人

母親

父親

配偶者

兄弟姉妹

子

子配偶者

その他親族

2人

1人

3人

1人

2人1人

3人

1人

4人

1人

食事 トイレ

入浴 着替え

家の中移動 服薬

外出 家事

コミュニケーション 買い物

お金の管理 その他

1人

4人

4人

1人

2人 通学等

就労

リハビリ・訓練

家で過ごす

施設

作業所等

病院

その他
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６．就労状況について 

（１）就労の状況 

質問：ご本人の就労状況についてお答えください。 

 

質問：働いている方、または通所されている方にお聞

きします。週に何日通われていますか。 

 

質問：働いている方、または通所されている方にお聞

きします。１日に何時間働いていますか、または過ご

されていますか。 

 

 

 

 

 

 

質問：「働いていない」とお答えの方にお聞きします。

働いていない理由はなんですか。 

 

（２）就労の希望 

質問：「働いていない」とお答えの方にお聞きします。

働くに当たりどのように働きたいですか。 

 

（３）月の収入 

質問：ご本人の、月の全ての収入はどのくらいですか。 

 

 

 

 

 

 

1人

5人

1人 正社員

契約社員

アルバイト

自営業

家業手伝い

通所

働いていない

その他

1人

1日～2日

3日～4日

5日

6日以上

2人

1時間未満

1～4時間

4～8時間

8時間以上

不定期

1人

1人

2人

就学中

高齢

見つからない

病気・障がい

その他

1人

1人3人

正社員

契約社員

アルバイト

自営業

家業手伝い

福祉施設

わからない

1人

1人

1人

1人

1人

0人

2人

1万以上

1万～5万

5万～10万

10万～15万

15万～20万

20万～25万

25万以上
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（４）主な収入源 

質問：主な収入源は、どれですか。 

 

 

就労状況については、障害者手帳所持者と同様に「働

いていない」が最も多く、その理由は「病気」が半数

を占めました。 

どのように働きたいかという設問も、障害者手帳所持

者と同じく「わからない」が最も多い回答でした。 

 

 

７．外出や地域活動について 

（１）外出の目的 

質問：どのような目的で外出していますか。（多いも

のから二つに○） 

 

 

 

 

 

 

 

（２）外出頻度 

質問：ご本人の外出の頻度はどのくらいですか。 

 

（３）外出の際のつきそい 

質問：ご本人が外出する際、主にどのような方がつき

そい（支援）していますか。 

 

（４）外出する際の手段 

質問：ご本人が外出する際、どのようなかたちで外出

していますか。もっとも多い手段を選んでください。 

 

 

 

 

 

1人1人

障害年金

障害児者手当

生活保護

仕送り

給料

福祉施設等工賃

財産収入

2人

5人

2人

1人

2人 通学・通所・通勤

通院

役場・図書館

自治会等会合

買い物

余暇活動

その他

1人

4人

1人

1人

ほぼ毎日

週に2～3回

週に１～2回

月に1～3回

年に数回

外出しない

3人

4人

一人

家族等

ヘルパー等

友人

その他

4人

1人

2人

公共交通機関

タクシー

福祉タクシー

家族等車

友人車

社協送迎

徒歩
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（５）外出の際、困ること 

質問：外出している際、または、外出しようとする際

に困ることはどのような事ですか。（あてはまるもの

全てに○） 

 

 

（６）地域活動の参加状況 

質問：ご本人について、地域での活動に参加していま

すか。（あてはまるもの全てに○） 

 

 

 

 

 

 

質問：「参加している」と回答した方のみ、お聞きし

ます。参加回数はどの程度ですか。（あてはまるもの

一つに○） 

 

質問：これから、どのような活動をしたい、または参

加をしたいと思いますか。（あてはまるもの全てに○） 

 

 

外出の目的は、「通院」との回答が最も多く、「通学・

通所・通勤」「買い物」「その他」が続きます。 

外出の頻度は「週に２～３回」が過半数となり、「外

出しない」という回答も 1 人いました。 

外出のつきそいについては、「家族」が最も多いもの

の、「１人」との回答も次に高い回答数でした。 

外出手段は「タクシー」が過半数を占め、困ることに

「歩道が狭い・段差がある」「利用できる交通機関が

少ない」との回答が多く、タクシーを使わざるを得な

い状況がうかがえます。 

地域での活動については、「参加していない」が過半

数を占め、参加している方も「月に１回」「機会があ

れば」が１人ずつと頻度はそれほど多くないようです。 

3人

2人

4人

1人
1人

2人

1人

1人

1人 1人

利用できる交通機関が少ない

公共交通機関の乗り降りが困難

歩道が狭い・段差がある

障害物が多い

点字ブロックが少ない

音のでる信号機が少ない

利用できる建物の設備が不十分

車・自転車に危険

コミュニケーションに不安

一目が気になる

介助支援者がいない

その他

1人

1人

1人5人

趣味サークル

行事やお祭り

障害者団体活動

スポーツ・レクリ

エーション

講座・講演会

その他

参加していない

1人1人

週に2回以上

週に1回

月に1回

機会があれば

参加しない

1人

1人

1人1人

1人

1人

趣味・サークル

行事やお祭り

障害者団体の活

動

スポーツ・レクリ

エーション

講座や講演会

その他
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８．相談・情報等について 

（１）福祉サービス等の情報入手先 

質問：ご本人について、福祉サービス等の情報につい

て、どのように入手していますか。あてあまるものを

選んでください。 

 

（２）相談相手 

質問：ご本人は、困った事や悩み事、心配事があった

とき、どなたへ相談していますか。あてはまるものを

選んでください。 

 

（３）相談機能のために必要なこと 

質問：相談機能の充実のために、どのような事が必要

だと思います。（あてはまるもの全てに○） 

 

 

情報の入手先については、回答が分散しました。 

相談相手は「家族・親族」が最も高い割合を占め、「病

院」が続きました。 

相談機能のために必要なことについても、回答が分散

しましたが、「総合窓口」が最も高い回答数を占め、「一

貫した支援体制」が続きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3人

1人

1人

1人

1人
2人

1人

1人

1人

1人

1人

1人
1人

町の広報等 県の広報等

町HP 県や国HP

テレビ・新聞等 当事者団体・福祉施設

学校 民生委員

家族・親族 友人等・職場

支援センター等 その他

入手手段なし

7人

1人

2人

1人

3人

1人

家族・親族 友人等

学校の先生 施設職員

ホームヘルパー 当事者団体

病院 民生委員

町役場担当 町社協

ほっとすぺーす その他相談窓口

県の相談窓口 その他

場所がわからない 相談の必要なし

6人

2人

3人
3人

5人

3人

総合窓口

電話等いつでも相談

可能

専門スタッフ

身近な相談場所

一貫した支援体制

個人情報が守られる

その他
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９．福祉サービス等の利用状況・意向について 

（１）サービス等の利用状況 

質問：ご本人は障害者総合支援法あるいは介護保険法

によるサービス等を利用していますか。 

 

質問：ご本人の「要介護状態区分」についてお答えく

ださい。（あてはまるもの一つに○） 

 

（２）具体的な福祉サービスの利用量と希望量 

質問：ご本人の福祉サービスに関してご回答ください。

「現在の利用量」と「今後の利用の意向または希望量」

について、あてはまるすべての数字に○をしてくださ

い。※現在、福祉サービスの利用者がいなかったため、

希望量のみ掲載します。 

【居宅介護】 

 

【重度訪問介護】 

 

 

【行動援護】 

 

 

【同行援護】 

 

 

【重度障害者等包括支援】 

 

3人

3人

3人

福祉サービス

介護保険サービス

その他

利用していない

1人

1人1人

1人
要支援1

要支援2

要介護1

要介護2

要介護3

要介護4

要介護5

非該当

1人1人

毎日 週に3～6回程度

週に1～2回程度 2週間に1～2回程度

1か月に1～2回程度 利用の希望はない

1人

毎日 週に3～6回程度

週に1～2回程度 2週間に1～2回程度

1か月に1～2回程度 利用の希望はない

1人

毎日 週に3～6回程度

週に1～2回程度 2週間に1～2回程度

1か月に1～2回程度 利用の希望はない

1人

毎日 週に3～6回程度

週に1～2回程度 2週間に1～2回程度

1か月に1～2回程度 利用の希望はない

1人

毎日 週に3～6回程度

週に1～2回程度 2週間に1～2回程度

1か月に1～2回程度 利用の希望はない
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【生活介護】 

 

【自立訓練】 

 

【就労移行支援】 

 

【就労継続支援】 

 

 

 

【療養介護】 

 

【短期入所】 

 

【共同生活援助】 

 

【施設入所】 

 

 

 

1人

1人

1人

毎日 週に3～6回程度

週に1～2回程度 2週間に1～2回程度

1か月に1～2回程度 利用の希望はない

1人

毎日 週に3～6回程度

週に1～2回程度 2週間に1～2回程度

1か月に1～2回程度 利用の希望はない

1人

毎日 週に3～6回程度

週に1～2回程度 2週間に1～2回程度

1か月に1～2回程度 利用の希望はない

1人

毎日 週に3～6回程度

週に1～2回程度 2週間に1～2回程度

1か月に1～2回程度 利用の希望はない

1人

利用したい 利用の希望はない

1人

毎日 週に3～6回程度

週に1～2回程度 2週間に1～2回程度

1人

利用したい 利用の希望はない

1人

利用したい 利用の希望はない
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【児童発達支援】 

 

【放課後等デイサービス】 

 

【コミュニケーション支援】 

 

【日常生活用具】 

 

 

【移動支援】 

 

【訪問入浴】 

 

【日中一時支援】 

 

 

サービス等の利用状況については、「介護保険サービ

ス」「その他」「利用していない」が同数でした。 

要介護状態区分は「要支援１」「要介護１」「要介護２」

「要介護５」がそれぞれ１人ずつでした。 

サービスの希望については、「希望なし」との回答が

多かったですが、「居宅介護」「日常生活用具」「移動

支援」「訪問入浴」「日中一時」といった福祉サービス

の利用希望があり、在宅での支援を希望している傾向

がうかがえます。 

 

1人

毎日 週に3～6回程度

週に1～2回程度 2週間に1～2回程度

1か月に1～2回程度 利用の希望はない

1人

毎日 週に3～6回程度

週に1～2回程度 2週間に1～2回程度

1か月に1～2回程度 利用の希望はない

1人

利用したい 利用の希望はない

1人1人

利用したい 利用の希望はない

1人1人

毎日 週に3～6回程度

週に1～2回程度 2週間に1～2回程度

1か月に1～2回程度 利用の希望はない

1人

1人

1人

毎日 週に3～6回程度

週に1～2回程度 2週間に1～2回程度

1か月に1～2回程度 利用の希望はない

1人1人

毎日 週に3～6回程度

週に1～2回程度 2週間に1～2回程度

1か月に1～2回程度 利用の希望はない
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１０．１０．１０．１０．災害時について災害時について災害時について災害時について    

（１）普段の生活の場 

質問：普段の生活をしている場所について、もっとも

あてはまるものを選んでください。 

 

（２）災害時の不安 

質問：災害時の不安について、もっともあてはまるも

のを選んでください。 

 

質問：地震などの災害時に、ひとりで避難することが

できると思いますか。もっともあてはまるものを選ん

でください。 

 

 

質問：地震などの災害時に、あなたは周囲の人に助け

を求めることができますか。もっともあてはまるもの

を選んでください。 

 

質問：同居家族が不在の場合または、一人暮らしの場

合、ご近所にあなたを助けてくれる人はいますか。 

 

（３）避難所での不安 

質問：災害時に、避難所等で具体的に困ると思われる

ことについて、もっともあてはまるものを選んでくだ

さい。 

 

普段の生活の場は全ての方が「自宅」との回答でした。

災害時の不安は、「避難先での不安」が最も高く、「介

助・介護」「薬・医療」での不安が高い回答数でした。 

また、災害時には、一人で避難できないとの回答が過

半数を超えるなど、避難時の不安もありそうです。 

7人

自宅

兄弟姉妹の家

親族の家

友人の家

仕事先

通所先

病院

その他

2人

4人

災害情報が入らない

避難時不安

避難先不安

障がい特性理解

その他

わからない

2人

4人

1人

できる

できない

わからない

3人

3人

1人

できる

できない

わからない

1人

3人

1人

いる

いない

わからない

3人

3人

1人 食事

トイレ

プライバシー

介助・介護

薬・医療

コミュニケーション

補装具・日具

わからない

その他
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１０．障がいのある方の権利擁護について 

（１）「障害者虐待の防止、障害者の擁護者に対す

る支援等に関する法律」（以下、「障害者虐待防止法」）

について 

質問：ご本人は、「障害者虐待防止法」を知ってい

ましたか。 

 

質問：「障害者虐待防止法」では①擁護者（両親など

の保護者）②障害者福祉施設従事者（施設の職員や世

話人など）など③使用者（就労先の社長や上司など）

による次の１～５を虐待としています。ご本人は知っ

ていますか。 

 

質問：「障害者虐待防止法」では、家庭や施設、職場

で障がい者が虐待を受けたり、虐待をされている疑い

があったら「障害者虐待防止センター（寒川町福祉課）」

に通報することが義務付けられています。 

ご本人は知っていましたか。 

 

質問：通報しても通報者が特定されないよう配慮され

ることを知っていましたか。 

 

（２）成年後見制度について 

質問：ご本人は、成年後見制度について知っています

か。 

 

質問：ご本人は将来成年後見制度を活用したいと思い

ますか。 

 

 

「障害者虐待防止法」について、「聞いたことがある」

が過半数を占め、「知らない」が続きました。しかし、

通報義務・通報者への配慮などの「障害者虐待防止法」

の内容については、約半数が「知らない」との回答で

あり、制度の周知が進んでいない状況がうかがえます。 

成年後見制度については「知っている」が多数でした

が、利用希望は「わからない」が最多の回答数です。 

4人

3人

知っている

聞いたことがある

知らない

4人

4人

4人

4人

4人
身体的虐待

性的虐待

心理的虐待

放棄・放任

経済的虐待

1人

3人

3人
知っている

聞いたことがある

知らない

2人

5人

知っていた

知らなかった

6人

1人

知っていた

知らない

1人

2人4人

活用してる

活用したい

活用したくない

わからない
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１１１１２２２２．将来の暮らしについて．将来の暮らしについて．将来の暮らしについて．将来の暮らしについて    

（１）将来の暮らしの希望 

質問：ご本人について、将来どのような暮らし方をし

たいですか。もっともあてはまるものを選んでくださ

い。 

 

 

（２）地域で自立した生活ができる条件 

質問：地域で自立した生活ができるには、どのような

条件等が整う必要があると思いますか。あてはまるも

のを選んでください。（あてはまるもの３つまでに○） 

 

 

 

 

 

（３）障がい福祉施策を充実させるために必要なこと 

質問：今後、障がい福祉施策を充実させるために、ど

のような事に力を入れていく必要があると思います

か。（あてはまるもの３つまでに○） 

 

 

将来の暮らしについては、「家族と暮らす」がほとん

どの回答を占めました。 

地域で自立した生活ができる条件も回答は割れまし

た。自立した生活のためには多くの条件を必要とする

ようです。その中でも、「支援する家族」が最多とな

り、「生活費」「ホームヘルパー」等となり、今後も在

宅での生活を希望している傾向がうかがえます。 

障害福祉施策を充実させるために必要なことでは、

「在宅福祉」が最多を占め、前の設問を裏付ける結果

となりました。また、「保健医療」「経済援助」「災害

時の準備」が続きました。 

 

 

 

 

6人

1人
家族と暮らす

自立

GH等

施設入所

その他

1人
1人

3人

5人1人

3人

1人

1人

1人
1人

働く場 住居

生活費 地域の理解

支援する家族 ホームヘルパー等

相談相手 いつで利用できる場

困難 その他

わからない

3人

4人

1人1人1人

3人

2人

3人

保健医療 在宅福祉

保育療育教育 働く場

住宅 相談情報提供体制

生涯学習 意識啓発

地域活動 バリアフリー

移動手段整備 経済援助

権利擁護 入所施設

ボランティア 災害時準備

その他
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質問：「障がい者が地域で暮らせる社会」、「自立と共

生の社会」を目指す、障がい者福祉計画の見直しにあ

たって、ご意見、ご要望等ございましたら、ご自由に

お書きください。 

 

【回答】 

・道が狭く、歩道が少ない。段差もあり、不便で危険 

が多い。店も一件ずつ別々で移動が面倒である。 

・気軽に相談できる場所が欲しい。 

・障害者手帳を持っていなくとも、町のサービスを受 

けたい。 

・手すりを設置したが、転居に伴い、原状回復を求め 

られた。設置費用もだが、撤去費用も経済的な負担 

が大きい。 

・病状の悪化で二階への上り下りに介助の手が必要に 

なる。バリアフリーの必要がある。 
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■寒川町内の障がい福祉サービス等提供事業者一覧■ 

（平成 27 年 1 月 1 日現在） 

名名名名    称称称称    サービスの種類サービスの種類サービスの種類サービスの種類    所在地所在地所在地所在地    電電電電    話話話話    

一般社団法人一般社団法人一般社団法人一般社団法人    湘南恵み湘南恵み湘南恵み湘南恵み

の会の会の会の会    湘南恵みの会寒川湘南恵みの会寒川湘南恵みの会寒川湘南恵みの会寒川    

居宅介護居宅介護居宅介護居宅介護    
寒川町一之宮寒川町一之宮寒川町一之宮寒川町一之宮    

１１１１----１６１６１６１６----３８３８３８３８----１０１１０１１０１１０１    

0467046704670467----26262626----1000100010001000    

重度訪問介護重度訪問介護重度訪問介護重度訪問介護    

株式会社株式会社株式会社株式会社    かかわかかわかかわかかわ    

SaySaySaySay----YaYaYaYa    

就労移行支援就労移行支援就労移行支援就労移行支援    
寒川町岡田寒川町岡田寒川町岡田寒川町岡田    

6666----5555----6666    

0467046704670467----39393939----5723572357235723    

就労継続支援就労継続支援就労継続支援就労継続支援 BBBB 型型型型    

株式会社株式会社株式会社株式会社    さくらハウスさくらハウスさくらハウスさくらハウス    

わたぼうしわたぼうしわたぼうしわたぼうし    

日中一時支援日中一時支援日中一時支援日中一時支援    寒川町宮山寒川町宮山寒川町宮山寒川町宮山 3002300230023002----7777    0467046704670467----67676767----0265026502650265    

株式会社株式会社株式会社株式会社    大樹苑大樹苑大樹苑大樹苑    

大樹苑わかば大樹苑わかば大樹苑わかば大樹苑わかば    

居宅介護居宅介護居宅介護居宅介護    

寒川町倉見寒川町倉見寒川町倉見寒川町倉見    

２４２５２４２５２４２５２４２５----１０１０１０１０    

0467046704670467----84848484----9184918491849184    

重度訪問介護重度訪問介護重度訪問介護重度訪問介護    

同行援護同行援護同行援護同行援護    

移動支援移動支援移動支援移動支援    

株式会社株式会社株式会社株式会社    高晴企画高晴企画高晴企画高晴企画        

あい介護センターあい介護センターあい介護センターあい介護センター    

居宅介護居宅介護居宅介護居宅介護    

寒川町小谷寒川町小谷寒川町小谷寒川町小谷 1111----1111----3333    0467046704670467----72727272----0580058005800580    

重度訪問介護重度訪問介護重度訪問介護重度訪問介護    

寒川町立ひまわり教室寒川町立ひまわり教室寒川町立ひまわり教室寒川町立ひまわり教室    児童児童児童児童発達支援発達支援発達支援発達支援    寒川町宮山寒川町宮山寒川町宮山寒川町宮山    934934934934----1111    0467046704670467----75757575----6820682068206820    

社会福祉法人社会福祉法人社会福祉法人社会福祉法人    光友会光友会光友会光友会    

ライフ湘南ライフ湘南ライフ湘南ライフ湘南    茶房留２茶房留２茶房留２茶房留２    

就労移行支援就労移行支援就労移行支援就労移行支援    寒川町岡田寒川町岡田寒川町岡田寒川町岡田    935935935935        

司ビル司ビル司ビル司ビル        

0467046704670467----38383838----7220722072207220    

就労継続支援就労継続支援就労継続支援就労継続支援 BBBB 型型型型    

社会福祉法人社会福祉法人社会福祉法人社会福祉法人    湘南福祉湘南福祉湘南福祉湘南福祉

センターセンターセンターセンター    下宿屋寒川下宿屋寒川下宿屋寒川下宿屋寒川    

共同生活共同生活共同生活共同生活援助援助援助援助    

寒川町寒川町寒川町寒川町大曲大曲大曲大曲 2222----2222----15151515        

ｸﾛｰﾊﾞｰﾊｲﾂｸﾛｰﾊﾞｰﾊｲﾂｸﾛｰﾊﾞｰﾊｲﾂｸﾛｰﾊﾞｰﾊｲﾂ 101101101101    

0467046704670467----72727272----0401040104010401    

社会福祉法人社会福祉法人社会福祉法人社会福祉法人湘南福祉セ湘南福祉セ湘南福祉セ湘南福祉セ

ンターンターンターンター    自立支援事業所自立支援事業所自立支援事業所自立支援事業所    

かっぱどっくりかっぱどっくりかっぱどっくりかっぱどっくり    

就労移行支援就労移行支援就労移行支援就労移行支援    寒川町大曲寒川町大曲寒川町大曲寒川町大曲    

３３３３----１０１０１０１０----１７１７１７１７    

0467046704670467----72727272----5403540354035403    

就労継続支援就労継続支援就労継続支援就労継続支援 BBBB 型型型型    

社会福祉法人社会福祉法人社会福祉法人社会福祉法人    翔の会翔の会翔の会翔の会        

けやぐけやぐけやぐけやぐ    

共同生活援助共同生活援助共同生活援助共同生活援助    寒川町宮山寒川町宮山寒川町宮山寒川町宮山 500500500500----97979797    0467046704670467----82828282----4170417041704170    

社会福祉法人社会福祉法人社会福祉法人社会福祉法人    翔の会翔の会翔の会翔の会        

サポートステーションサポートステーションサポートステーションサポートステーション    

すまいるすまいるすまいるすまいる    

居宅介護居宅介護居宅介護居宅介護    

寒川町岡田寒川町岡田寒川町岡田寒川町岡田    935935935935        

司ビル司ビル司ビル司ビル    107107107107    号室号室号室号室    

0467046704670467----72727272----0175017501750175    

重度訪問介護重度訪問介護重度訪問介護重度訪問介護    

行動援護行動援護行動援護行動援護    

同行援護同行援護同行援護同行援護    

移動支援移動支援移動支援移動支援    

社会福祉法人社会福祉法人社会福祉法人社会福祉法人    翔の会翔の会翔の会翔の会    

寒川寒川寒川寒川    タンブータンブータンブータンブー    

放課後等デイサー放課後等デイサー放課後等デイサー放課後等デイサー

ビスビスビスビス    

寒川町岡田寒川町岡田寒川町岡田寒川町岡田    610610610610    0467046704670467----75757575----3004300430043004    
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名名名名    称称称称    サービスの種類サービスの種類サービスの種類サービスの種類    所在地所在地所在地所在地    電電電電    話話話話    

社会福祉法人社会福祉法人社会福祉法人社会福祉法人    翔の会翔の会翔の会翔の会        

studiostudiostudiostudio トネリコトネリコトネリコトネリコ    

生活介護生活介護生活介護生活介護    寒川町岡田寒川町岡田寒川町岡田寒川町岡田    3333----18181818----5555    0467046704670467----75757575----0033003300330033    

社会福祉法人社会福祉法人社会福祉法人社会福祉法人    翔の会翔の会翔の会翔の会        

生活相談室すまいる生活相談室すまいる生活相談室すまいる生活相談室すまいる    

計画相談支援計画相談支援計画相談支援計画相談支援    

寒川町岡田寒川町岡田寒川町岡田寒川町岡田    935935935935        

司ビル司ビル司ビル司ビル    107107107107    号室号室号室号室    

0467046704670467----72727272----0175017501750175    

地域移行支援地域移行支援地域移行支援地域移行支援    

地域定着支援地域定着支援地域定着支援地域定着支援    

障害児相談支援障害児相談支援障害児相談支援障害児相談支援    

社会福祉法人社会福祉法人社会福祉法人社会福祉法人    翔の会翔の会翔の会翔の会        

つくしの家つくしの家つくしの家つくしの家    

就労継続支援Ｂ型就労継続支援Ｂ型就労継続支援Ｂ型就労継続支援Ｂ型    寒川町岡田寒川町岡田寒川町岡田寒川町岡田    610610610610    0467046704670467----75757575----3004300430043004    

社会福祉法人社会福祉法人社会福祉法人社会福祉法人    翔の会翔の会翔の会翔の会        

つくしんぼつくしんぼつくしんぼつくしんぼ    

日中一時支援日中一時支援日中一時支援日中一時支援    寒川町岡田寒川町岡田寒川町岡田寒川町岡田    610610610610    0467046704670467----75757575----3004300430043004    

社会福祉法人社会福祉法人社会福祉法人社会福祉法人    ひばりひばりひばりひばり        

ハートピア湘南あすなろハートピア湘南あすなろハートピア湘南あすなろハートピア湘南あすなろ    

就労移行支援就労移行支援就労移行支援就労移行支援    寒川町小動寒川町小動寒川町小動寒川町小動    767767767767----1111    0467046704670467----73737373----4703470347034703    

心和会心和会心和会心和会    有限会社有限会社有限会社有限会社        

エンジェエンジェエンジェエンジェルルルル    

居宅介護居宅介護居宅介護居宅介護    

寒川町岡田寒川町岡田寒川町岡田寒川町岡田 2401240124012401----1111    0467046704670467----72727272----0670067006700670    重度訪問介護重度訪問介護重度訪問介護重度訪問介護    

移動支援移動支援移動支援移動支援    

地域活動支援センターＦ地域活動支援センターＦ地域活動支援センターＦ地域活動支援センターＦ    

地域活動支援セン地域活動支援セン地域活動支援セン地域活動支援セン

ターターターター    

寒川町宮山寒川町宮山寒川町宮山寒川町宮山 34343434----3333    0467046704670467----84848484----9532953295329532    

特定非営利法人特定非営利法人特定非営利法人特定非営利法人    UCHIUCHIUCHIUCHI    

うちうちうちうち    

共同生活援助共同生活援助共同生活援助共同生活援助    

寒川町大曲寒川町大曲寒川町大曲寒川町大曲    

１１１１----１５１５１５１５----３３３３----３０４３０４３０４３０４    

0467046704670467----38383838----8727872787278727    

特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人        

ともだちともだちともだちともだち        

友達友達友達友達    

就労継続支援Ｂ型就労継続支援Ｂ型就労継続支援Ｂ型就労継続支援Ｂ型    寒川町宮山寒川町宮山寒川町宮山寒川町宮山    10101010----1111    0467046704670467----75757575----0667066706670667    

有限会社有限会社有限会社有限会社    のぞみコーポのぞみコーポのぞみコーポのぞみコーポ

レーションレーションレーションレーション    のぞみデイのぞみデイのぞみデイのぞみデイ

サービスジュニアサービスジュニアサービスジュニアサービスジュニア    

放課後等デイサー放課後等デイサー放課後等デイサー放課後等デイサー

ビスビスビスビス    

寒川町一之宮寒川町一之宮寒川町一之宮寒川町一之宮    

９－２８－２１９－２８－２１９－２８－２１９－２８－２１    

0467046704670467----72727272----0250025002500250    

有限会社有限会社有限会社有限会社    のぞみコーポのぞみコーポのぞみコーポのぞみコーポ

レーションレーションレーションレーション    のぞみケアのぞみケアのぞみケアのぞみケア

マネクラブマネクラブマネクラブマネクラブ    

計画相談支援計画相談支援計画相談支援計画相談支援    

寒川町一之宮寒川町一之宮寒川町一之宮寒川町一之宮    

９－２８－２１９－２８－２１９－２８－２１９－２８－２１    

0467046704670467----72727272----0200020002000200    

障害児相談支援障害児相談支援障害児相談支援障害児相談支援    

（五十音順） 
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■計画策定までの経過■■計画策定までの経過■■計画策定までの経過■■計画策定までの経過■    

 

平成平成平成平成 25252525 年年年年 8888 月月月月 29292929 日（木）日（木）日（木）日（木）    

平成 25 年度第 2 回寒川町地域自立支援協議会開催 

会場 寒川町役場東分庁舎第２会議室 

議題 （１）地域の課題について 

      （２）（仮称）寒川町障がい者福祉計画策定に向けたアンケートについて 

 

平成平成平成平成 25252525 年年年年 10101010 月月月月 29292929 日（火）日（火）日（火）日（火）    

平成 25 年度第 3 回寒川町地域自立支援協議会開催 

会場 寒川町役場東分庁舎第 2 会議室 

議題 （１）地域の課題について 

      （２）（仮称）寒川町障がい者福祉計画策定に向けたアンケートについて 

 

平成平成平成平成 26262626 年年年年 1111 月月月月 29292929 日（水）日（水）日（水）日（水）    

平成 25 年度第 4 回寒川町地域自立支援協議会開催 

会場 寒川町役場東分庁舎第 2 会議室 

議題 （１）（仮称）寒川町障がい者福祉計画策定に向けたアンケートについて 

   （２）地域の課題について 

      （３）今後の自立支援協議会について 

 

平成平成平成平成 26262626 年年年年 2222 月月月月 21212121 日（金）～日（金）～日（金）～日（金）～3333 月月月月 7777 日（金）日（金）日（金）日（金）    

アンケート調査実施 

対象 身体障害者手帳、療育手帳もしくは精神保健福祉手帳を所持する寒川町民 

発送数 身体障がい者 １，３７８人 

   知的障がい者   ２８７人 

     精神障がい者   ２９８人 

   合計１，９６３人 

回収数 1，015件 

回収率 51．7％ 
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平成平成平成平成 26262626 年年年年 3333 月月月月 27272727 日（木）日（木）日（木）日（木）    

平成 25 年度第 5 回寒川町地域自立支援協議会開催 

会場 寒川町役場東分庁舎第 2 会議室 

議題 （１）（仮称）寒川町障がい者福祉計画策定に向けたアンケートについて 

   （２）ほっとすぺーすについて 

      （３）福祉マップについて 

 

平成平成平成平成 26262626 年年年年 6666 月月月月 5555 日（木）～日（木）～日（木）～日（木）～6666 月月月月 27272727 日（金）日（金）日（金）日（金）    

アンケート調査実施 

対象 難病患者 

回答数 7 件 

 

平成平成平成平成 26262626 年年年年 7777 月月月月 10101010 日（木）日（木）日（木）日（木）    

平成 26 年度第 1 回寒川町地域自立支援協議会開催 

会場 寒川町民センター展示室Ⅱ 

議題 （1）議事録承認委員について 

（2）寒川町地域自立支援協議会について 

（3）（仮称）寒川町障がい者福祉計画の策定について 

 

平成平成平成平成 26262626 年年年年 8888 月月月月 21212121 日（木）日（木）日（木）日（木）    

平成 26 年度第 2 回寒川町地域自立支援協議会開催 

会場 町民センター講義室 

議題 （1）（仮称）寒川町障がい者福祉計画の策定について 

（2）その他 

 

平成平成平成平成 26262626 年年年年 10101010 月月月月 31313131 日（金）日（金）日（金）日（金）    

平成 26 年度第 3 回寒川町地域自立支援協議会開催 

会場 寒川総合体育館 会議室 

議題 （1）（仮称）寒川町障がい者福祉計画の策定について 

（2）その他 

 

平成平成平成平成 26262626 年年年年 12121212 月月月月 9999 日（火）～平成日（火）～平成日（火）～平成日（火）～平成 27272727 年年年年 1111 月月月月 7777 日（水）日（水）日（水）日（水）    

（仮称）寒川町障がい者福祉計画（案）のパブリックコメント

※

実施 

閲覧場所 福祉課、町役場本庁舎情報公開コーナー、寒川総合図書館、寒川総

合体育館、町民センター、町民センター分室、北部・南部文化福祉

会館、健康管理センター、福祉活動センター、寒川町ホームページ 
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平成平成平成平成 27272727 年年年年 2222 月月月月 3333 日（日（日（日（火）火）火）火）    

平成 26 年度第 4 回寒川町地域自立支援協議会開催 

会場 町民センター講義室 

議題 （1）パブリックコメントの実施結果及び(仮称)寒川町障がい者福祉計画 

(案)について 

（2）今後の自立支援協議会について 

 

平成平成平成平成 27272727 年年年年 2222 月下旬月下旬月下旬月下旬    

県への意見照会 

 

平成平成平成平成 27272727 年年年年 3333 月月月月 2222 日日日日    

寒川町議会文教福祉常任委員会協議会へ報告 

 

平成平成平成平成 27272727 年年年年３３３３月上旬～月上旬～月上旬～月上旬～    

パブリックコメント結果公表 

閲覧場所 福祉課、町役場本庁舎情報公開コーナー、寒川総合図書館、寒川総

合体育館、町民センター、町民センター分室、北部・南部文化福祉

会館、健康管理センター、福祉活動センター、寒川町ホームページ 

 

平成平成平成平成 27272727 年年年年 3333 月１７日月１７日月１７日月１７日    

県より計画承認 

 

平成平成平成平成 27272727 年年年年 3333 月月月月 27272727 日（金）日（金）日（金）日（金）    

平成 26 年度第 5 回寒川町地域自立支援協議会開催 

 会場 町民センター展示室Ⅰ 

議題 寒川町障がい者福祉計画策定について報告 

 

平成平成平成平成 27272727 年年年年 3333 月月月月 30303030 日（月）日（月）日（月）日（月）    

  町政策会議において計画承認 

 

平成平成平成平成 27272727 年年年年 3333 月月月月末末末末    

  寒川町障がい者福祉計画策定 
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■寒川町地域自立支援協議会設置要領■■寒川町地域自立支援協議会設置要領■■寒川町地域自立支援協議会設置要領■■寒川町地域自立支援協議会設置要領■    

 

(趣旨) 

第 1 条 この要領は、寒川町相談支援事業実施要綱（平成 18 年 10 月 1 日施

行。以下「要綱」という。）第 6 条の規定に基づき、寒川町地域自立支援協

議会（以下「協議会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定める

ものとする。 

 

(所掌事務) 

第 2 条 協議会の所掌事務は、次のとおりとする。 

(1) 相談支援体制の強化に関すること。  

(2) 町の障がい福祉施策の検討、評価及び提案に関すること。  

(3) 町の障がい福祉に係る計画の検討、評価及び提案に関すること。  

(4) 協議会の運営に関すること。  

(5) その他協議会の目的を達成するために必要な事項  

 

(組織) 

第 3 条 協議会は、委員 20 人以内で組織し、次に掲げる者のうちから町長が

委嘱する。 

(1) 障がいのある当事者及びその家族  

(2) 障がい福祉関係団体の職員  

(3) 公募の町民  

(4) その他町長が認める者  

 

(委員の任期) 

第 4 条 委員の任期は２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残

任期間とする。 

2 委員は、再任されることができる。 

 

(会長及び副会長) 

第 5 条 協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。 

2 会長は、協議会の会務を総理する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 
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(会議) 

第 6 条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会議の議

長となる。 

2 会議は、委員の過半数の出席がなければ議事を開き、議決することができな

い。 

3 会長は、会議の運営上必要があると認めるときは、委員以外の者に出席を求

め、その説明又は意見を聞くことができる。 

 

(議事録) 

第 7 条 協議会の議事録は、議事の概要を記した要点筆記とする。 

 

(ワーキンググループ) 

第 8 条 協議会の所掌事務について必要な資料の収集、調査及び研究を行うた

め、ワーキンググループを置くことができる。 

2 ワーキンググループの構成員及びワーキング内容は、会議において決定する。 

 

(秘密の保持) 

第 9 条 協議会の委員は、職務上知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。

その職を退いた後も同様とする。 

 

(事務局) 

第 10 条 協議会の事務局は、福祉部福祉課及び要綱第 3 条の規定に基づき受

託した指定相談支援事業者が担当する。 

 

(委任) 

第 11 条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は会長が協議会に諮って

定める。 

附 則 

1 この要領は、平成２２年４月１日から施行する。 

2 この要領の施行の際、最初に任命される委員の任期は、第４条の規定にかか

わらず当該任命の日から平成２４年６月３０日までとする。 

    附 則（平成２３年４月１日） 

  この要領は、平成２３年４月１日から施行する。 

    附 則（平成２５年４月１日） 

  この要領は、平成２５年４月１日から施行する。  
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◆寒川町地域自立支援協議会委員名簿◆寒川町地域自立支援協議会委員名簿◆寒川町地域自立支援協議会委員名簿◆寒川町地域自立支援協議会委員名簿    

（平成 26 年 7 月 1 日現在） 

    氏名氏名氏名氏名    所属所属所属所属    

会会会会    長長長長    森   一 光 社会福祉法人 寒川町社会福祉協議会 

副副副副    会会会会    長長長長    安 田 のり子 

寒川町障害者事業所連絡会 

（社会福祉法人 翔の会） 

委委委委    員員員員    

大 西 洋 子 寒川町肢体不自由児者父母の会 

江 島 義 治 寒川町聴覚障害者協会 

山 根 信 子 寒川町手をつなぐ育成会 

長 田 澄 代 寒川町視覚障害者福祉協会 

鈴 木 道 子 特定非営利法人 ともだち 

小川原 寿 恵 

茅ヶ崎地区自閉症児・者親の会 

（茅ヶ崎・寒川やまびこ会） 

南   悦 子 SK 卓球協会 

小 幡 浩 孝 

社会福祉法人 湘南福祉センター 

（下宿屋寒川） 

竹 内 信 哉 

寒川町障害者事業所連絡会 

（特定非営利活動法人 UCHI） 

古 谷   豊 寒川町自治会長連絡協議会 

梅 澤 久美子 寒川町民生委員児童委員協議会 

中 野 久美子 医療法人社団 朋友会 けやきの森病院 

若 菜 美代子 公募の町民 
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■障がい福祉関係用語集■■障がい福祉関係用語集■■障がい福祉関係用語集■■障がい福祉関係用語集■    

■あ行■あ行■あ行■あ行    

【あんしん賃貸支援事業】 

   障がいのある人や高齢者が属する世帯、ひとり親世帯等の入居を受け入れるこ

ととして、都道府県等の登録を受けた民間賃貸住宅に関する情報提供やさまざま

な支援を行うことにより、障がい者の入居をサポートする事業。 

 

【一般就労】 

民間企業等に雇用され働くこと。 

 

【SOS ネットワーク事業】 

   障がいのある人が行方不明になってしまった時に、警察や関係機関等と連携を

とり、本人の安全と家族の安心を支える事業。 

 

 

■か行■か行■か行■か行    

【介護保険法】 

介護保険制度について定めた法律。家族等の介護者の負担を軽減し、社会全体

で介護を支える仕組みをつくるため、介護が必要となった人に対して、必要な保

健医療サービスや福祉サービスに係る給付を行うことを目的とする法律です。平

成９年（１９９７）制定。平成１２年（２０００）施行。 

 

【学習障がい（ＬＤ）】 

   基本的に全般的な知的発達の遅れはないが、聞く・話す・読む・書く・計算す

る等の能力のうち特定のものの習得と使用に著しい困難を示す障がい。 

 

【かながわ成年後見推進センター】 

身近な地域における成年後見制度の推進を目的に、当事者・家族からの相談や

出張説明会、市町村や相談機関に対する専門的助言の提供、市町村社協の法人後

見受任支援、法人後見担当職員養成研修、成年後見関係団体との連携等を推進し

ています。 

 

【権利擁護】 

知的や精神に障がいのある人が、様々な場面で不利益を被ることのないように、

弁護あるいは擁護する制度の総称です。 
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【官公需】 

   国や市町村等の官公庁が、物品の購入やサービスの提供を受けたり、工事の発

注をしたりすること。 

 

【高次脳機能障がい】 

   一般に外傷性脳損傷、脳血管障がい等により脳に損傷を受け、その後遺症等と

して生じた記憶障がい、注意障がい、社会的行動障がい等の認知障がい等を指す。 

 

    

■さ行■さ行■さ行■さ行    

【視覚障がい】 

身体障がいの一種です。身体障害者福祉法

※

では、障がいが永続するものであっ

て、①両眼の視力がそれぞれ 0.１以下のもの、②一眼の視力が 0.0２以下、他眼

の視力が 0.６以下のもの、③両眼の視野がそれぞれ１0 度以内のもの、④両眼に

よる視野の２分の１以上が欠けているものをさすとされています。 

 

【肢体不自由】 

身体障がいの一種です。身体障害者福祉法では、肢体及び体幹の機能の障がい

を指し、①一上肢、一下肢または体幹の機能の著しい障がいで、永続するもの、

②一上肢のおや指を指骨間関節以上で欠くもの、③一下肢をリスフラン関節以上

で欠くもの、④両下肢のすべての指を欠くもの、⑤一上肢のおや指の機能の著し

い障がいまたは人差し指を含めて一上肢の三指以上の機能の著しい障がいで、永

続するもの、⑥①から⑤間に掲げるもののほか、その程度が①から⑤までに掲げ

る障がいの程度以上であると認められる障がいを対象とするとされています。 

 

【児童相談所】 

児童福祉法に基づき都道府県、指定都市及び児童相談所設置市が設置する障が

い児を含めた児童福祉サービスの中核となる相談・判定・指導機関になります。

児童福祉司、児童心理司、医師等が配置され、市町村が行う児童福祉に関する業

務の実施に関して、市町村間の連絡調整や市町村に対する情報提供等の援助を業

務とするほか、①児童に関する家庭その他からの相談のうち、専門的な知識及び

技術を必要とするものに応ずること、②児童及びその家庭につき、必要な調査並

びに医学的、心理学的、教育学的、社会学的及び精神保健上の判定を行うこと、

③児童及びその保護者につき、調査または判定に基づいて必要な指導を行うこと、

④障害児施設給付費等の支給要否決定の際に意見を述べること等、必要に応じ巡

回してこれらの業務を行います。 
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【児童福祉法】 

１８歳未満の児童の健全な育成と福祉の積極的増進を基本精神とする、児童の

福祉に関する基本法です。児童保護のための禁止行為や児童福祉司・児童相談所・

児童福祉施設などの諸制度について定めています。 

 

【自閉症スペクトラム症】 

重度の知的障害を伴う自閉症から知的障害を伴わないアスペルガー症候群など

まで幅広い症状を含む発達障害。 

 

【社会資源】 

福祉ニーズを充足するために活用される施設・機関、個人・集団、資金、法律、

知識、技能等々の総称。 

 

【社会福祉協議会】 

社会福祉法

※

に基づく社会福祉法人の一つ。地域社会において住民が主体となり、

社会福祉、保健衛生、その他関連のある関係者の参加・協力を得て、地域の実情

に応じ、住民の福祉を増進することを目的とする民間の自主的な組織です。全国、

都道府県指定都市、市区町村の３種類の社会福祉協議会があります。 

 

【社会福祉士】 

社会福祉士及び介護福祉士法によって創設された福祉専門職の国家資格。身体

や精神上の障がいのある人、または環境上の理由により日常生活を営むことに支

障がある人の福祉に関する相談に応じ、助言、指導その他の援助を行います。 

 

【社会福祉法】 

社会福祉を目的とする事業の全分野における共通的基本事項を定め、福祉サー

ビスの利用者の利益の保護及び地域福祉の推進などを図り、社会福祉の増進に資

することを目的とする法律です。社会福祉基礎構造改革により抜本的な見直しが

図られ、法律名も「社会福祉事業法」から「社会福祉法」になりました。社会福

祉審議会、福祉事務所

※

、社会福祉法人、社会福祉事業、社会福祉協議会、共同募

金等について定めています。 

 

【社会福祉法人】 

社会福祉事業を行うことを目的として、社会福祉法の定めるところにより設立

された法人をいいます。社会福祉法人は民法による公益法人の不備を補正するも

のとして特別に創設された公益性の高い法人です。社会福祉法人が運営する事業

には、社会福祉法人しか運営できない第一種社会福祉事業と、一般企業も運営可

能な保育所やデイサービス等の第二種社会福祉事業があります。 
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【社協】 

   寒川町社会福祉協議会の略称。 

 

【就業・生活支援センター】 

障がいのある人の職業の安定を図ることを目的として設立された社会福祉法人、

ＮＰＯ法人等で、障がいのある人が職業生活における自立を図るために就業及び

これに伴う日常生活または社会生活上の支援を行う機関です。 

 

【湘南地域就労援助センター】 

   障がいのある人の就労の場の確保と職場定着のため、各関係機関と協力して障

がい者の自立のための支援をする機関。 

平成 22 年度より「湘南地域就労援助センター 湘南障害者就業・生活支援セ

ンター」に名称変更。 

 

【障害基礎年金（国民年金）】 

国民年金法に基づく年金給付の一種です。国民年金加入中（または加入してい

た人で６0 歳～６５歳未満の時）に初診日のある疾病で、初診日から１年６か月

経過した時に請求することができます。 

 

【障がい児】 

１８歳未満である障がいのある人のことです。身体障がい、知的障がいにおい

ては児童福祉法にて定義されています。精神障がいについては、精神障害者福祉

法によって定義されています。 

 

【障がい支援区分】 

障がい福祉サービスの必要性を明らかにするため、障がいのある人の心身の状

態を総合的に表す区分です。市町村がサービスの種類や量を決定する際に勘案す

る事項の一つで、介護給付の申請があった場合に認定が行われます。「区分１」か

ら「区分６」の６区分が定められています。 

 

【障害児通所支援】 

児童福祉法に基づき、障がいのある児童に対する日常生活での基本的な動作の

指導、集団生活への適応訓練等の援助を行うサービスです。就学前の障がいのあ

る児童を対象とした「児童発達支援」や就学中の障がいのある児童を対象とした

「放課後等デイサービス」などのサービスがあります。 
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【障害者基本法】 

身体障がい・知的障がい・精神障がいを対象として、施策の基本理念や、生活

全般にかかわる施策の基本となる事項を定めた法律で、障がいのある人の「完全

参加と平等」を目的としています。昭和４５年に制定された心身障害者対策基本

法が、障がいのある人を取り巻く社会情勢の変化に対応したものにするため、平

成５年に改正され、障害者基本法となりました。平成２３年に一部が改正され、

これにより、全ての国民が障がいの有無に関わらず、等しく基本的人権を享有す

るかけがえのない個人として尊重されるものであるとの理念が明示され、障がい

のある人の定義の見直しや、基本施策として“療育”や“消費者保護”、“司法手

続きにおける配慮”などが新設されました。 

 

【障害者虐待防止法】 

障がいのある人に対する虐待の禁止や虐待を受けた場合の保護及び自立の支援

のための措置、養護者に対する支援のための措置等を定め、障がい者虐待の防止、

養護者に対する支援等に関する施策を促進し、障がいのある人の権利利益の擁護

に資することを目的とした法律。 

なお、｢障害者虐待｣とは、①養護者による障害者虐待、②障害者福祉施設従事

者等による障害者虐待、③使用者による障害者虐待。類型は、①身体的虐待、②

ネグレクト、③心理的虐待、④性的虐待、⑤経済的虐待の５つに分けられます。 

 

【障害者週間】 

毎年１２月３日から９日までの一週間を「障害者週間」として、広く障がい福

祉について関心と理解を深めるため、積極的に活動する期間。 

 

【障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）】 

障がいのある人が、その有する能力や適性に応じ、自立した日常生活または社

会生活を営むことができるよう、障がい福祉サービスに係る給付などの支援制度

について定めた法律です。平成 25 年 4 月より障害者自立支援法から改正され、

その対象者が障がい者手帳の所持者に加えて難病患者となりました。 

 

【障がい福祉サービス】 

障がいのある人が自らサービス内容や事業者・施設を選択し、契約により各種

サービスを利用する制度。障害者総合支援法に基づき「介護給付」、「訓練等給付」

及び市町村で実施する「地域生活支援事業」に区分けされる。各サービスを利用

する前に、支給申請をし、支給決定を受ける必要がある。 

 

【障害者優先調達推進法】 

国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関し、障害者就労

施設等の受注の機会を確保するために必要な事項等を定めることにより、障害者

就労施設等が供給する物品等に対する需要の増進を図ります。 
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【重症心身障がい児者】 

重度の肢体不自由と重度の知的障がいとが重複した状態を重症心身障がいとい

い、その状態の子どもを重症心身障がい児といいます。さらに成人した重症心身

障がい児を含めて重症心身障がい児（者）と定めています。 

 

【自立支援医療】 

障害者総合支援法に基づいた公費負担医療の名称です。実施主体は、更生医療、

育成医療は市町村、精神通院医療は都道府県です。 

「自立支援医療費支給認定実施要綱」によれば、対象となるのは確実な治療効

果を期待できる疾患とされており、更生医療と育成医療については、例えば、角

膜移植、外耳道形成術、人工関節置換術、心臓ペースメーカー設置、人工透析、

口蓋烈後遺症の歯科矯正等であり、精神通院医療については、統合失調症、躁う

つ病、うつ病、てんかん、認知症等の脳機能疾患などが対象とされます。 

 

【自立支援医療（精神通院）受給者証】 

   精神障がいのある人で継続的に通院治療を受ける人に対し、公費によって医療

費の補助を受けることができる制度の証票。 

 

【自立支援給付】 

障害者総合支援法に基づくサービスに関する個別給付で、支給決定または認定

を受けた障がいのある人が、制度の対象となるサービスを利用した場合に、要し

た９割を基本に公費負担する制度です。 

 

【手話通訳者】 

都道府県の行う手話通訳養成研修事業を終了し登録を受けた者です。聴覚障が

い者の理解力に応じた手話通訳の能力が求められます。手話通訳者の技能を有す

るものの相称として、手話通訳士、手話奉仕員を含む意味で用いる場合もありま

す。 

 

【身体障がい者】 

身体障害者福祉法により、都道府県知事または政令指定都市・中核市の市長か

ら身体障害者手帳の交付を受けた者。 

 

【身体障害者手帳】 

身体障害者福祉法に定められた、身体に障がいがあると判定された人に交付さ

れる手帳。 

対象となる障がいは、①視覚障がい、②聴覚または平衡機能障がい、③音声機

能、言語機能またはそしゃく機能障がい、④肢体不自由障がい、⑤内部機能障が

い（呼吸器、ぼうこうまたは直腸、小腸、免疫、腎臓、心臓、肝臓）で、障がい

の程度により１級から６級の等級が記載されます。 
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【身体障害者福祉法】 

身体障がい者の自立と社会経済活動への参加を促進するために、身体障がい者

を援助し、および必要に応じて保護し、身体障がい者の福祉の増進を図ることを

目的とする法律です。具体的な更生援護として、身体障害者手帳の交付、診査、

更生相談、障害者総合支援法による障がい福祉サービスの提供、障害者支援施設

等への入所等の措置、盲導犬の貸与等を定めています。 

 

【精神障がい者】 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５条では「統合失調症、精神作用

物質による急性中毒またはその依存症、知的障害、精神病質その他の精神疾患を

有する者をいう。」と定義されています。 

 

【精神障害者保健福祉手帳】 

精神保健及び精神障害者に関する法律に基づき、精神障がいの状態にあると認

められた人に交付される手帳。１級から３級に区分けされ、手帳所持者は、各種

福祉サービスを受けることができます。 

 

【精神保健福祉士】 

精神に障がいのある人の保健及び福祉に関する専門的知識と技術によって、精

神に障がいのある人の社会復帰に関する相談に応じ、助言、指導、日常生活への

適応のために必要な訓練その他の援助を行います。精神保健及び精神障害者に関

する法律に基づく国家資格で、精神保健福祉士試験に合格し、精神保健福祉士登

録簿に登録された者をいいます。 

 

【成年後見制度】 

認知高齢者、知的障がい、精神障がいにより、判断が不十分な人が契約等の法

律行為ができるよう、成年後見人を選任する制度。 

 

【成年後見制度利用支援事業】 

   知的障がいや精神障がいのある人に対し、家庭裁判所で町長申し立てにより選

任された後見人等の報酬を一部補助する制度。 

 

 

■た行■た行■た行■た行 

【地域自立支援協議会】 

障がいのある人が安心して暮らすことができるよう、地域の障がい者福祉に関

するネットワークづくりの中核的な役割を果たす定期的な協議の場とし、また地

域の実情に合った課題の解決に向け取り組んでいくことを目的に設置した協議会。 

地域の関係機関によるネットワークの構築、困難事例や地域の課題等の情報共

有、共通の目的の課題解決に向け協議・検討を行う場。 
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【地域活動支援センター】 

障がいのある人が通い、創作的活動または生産活動の機会の提供、社会との交

流の促進等を図る事業所。 

 

【知的障がい者】 

知的機能の障がいが発達期（概ね１８歳まで）にあらわれ、日常生活に支障が

生じているため、何らかの特別の援助を必要とする状態にある人。 

 

【注意欠陥多動性障がい（AD/HD）】 

年齢あるいは発達の不釣り合いな注意力及び衝動性、多動性を特徴とする行動

の障がいで、社会的な活動や学業の機能に支障をきたすもの。 

 

【聴覚障がい】 

耳から大脳の聴覚中枢に至る経路の一部あるいは全部に損傷があり、言葉や音

の聞き取りが困難で、日常のコミュニケーションに支障があると自覚または他覚

されていること（人）をいう。なお、身体障害者福祉法では、両耳の聴覚レベル

が７0dB 以上の人などを聴覚障がい者とし、障害程度等級を２級から６級の間で

認定しています。 

 

【出前講座】 

町民グループの学習会等に学習メニューに応じて、町職員を講師として派遣（出

前）する制度です。 

 

【特別支援学校】 

   障がいのある児童・生徒に対し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を

改善する又は克服するために適切な指導や必要な支援を行う学校。 

 

 

■な行■な行■な行■な行 

【内部障がい】 

心臓、じんぞう、呼吸器、ぼうこうまたは直腸、小腸、肝臓もしくはヒト免疫

不全ウィルスによる免疫の機能障がいで、永続し、日常生活が著しい制限を受け

る程度であると認められるものを同法の対象となる身体障がい者としています。 

 

【難病】 

「原因不明、治療方法未確立で、かつ後遺症を残すおそれが少なくない疾病」

として調査研究を進めている疾患のうち、診断基準が一応確立し、かつ難治度、

重症度が高く患者数が比較的少ないため、公費負担の方法をとらないと原因の究

明、治療方法の開発等に困難をきたすおそれのある疾患。 
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【日常生活自立支援事業】 

   認知症高齢者、身体障がい者、知的障がい者、精神障がい者等の方々で福祉サ

ービスの利用や日常の金銭管理等を自分で判断し生活していくことに不安がある

場合に支援していく制度。 

 

【日常生活用具】 

給付の対象となる日常生活用具は、①安全かつ容易に使用できるもので、実用

性が認められるもの、②日常生活上の困難を改善し、自立を支援し社会参加を促

進するもの、③製作や改良、開発に当たって障がいに関する専門的な知識や技術

を要するもので、日常生活品として一般的に普及していないもの、という三つの

要件を全て満たすものであること、並びに、用具の種類として、次に掲げる６種

類の枠組みが示されています。 

①介護・訓練支援用具：特殊寝台、特殊マット等の介護支援用具や訓練用のい

すなど 

②自立生活支援用具:入浴補助用具、屋内信号装置、入浴・食事・移動等の支援

用具 

③在宅療養等支援用具:電気式たん吸引器、盲人用体温計その他の在宅支援用具 

④情報・意思疎通支援用具:点字器、人工喉頭など情報伝達、意思疎通等の支援

用具 

⑤排泄管理支援用具:ストマ用装具その他排泄管理を支援する用具及び衛生用品 

⑥居宅生活動作補助用具:当該用具であり、設置に小規模な住宅改修を伴うもの 

 

    

■は行■は行■は行■は行 

【発達障害支援センター「かながわ A」】 

発達障害のある方に対する支援を総合的に行う機関です。神奈川県域（横浜市、

川崎市、相模原市を除く）の発達障害のある方、ご家族、関係機関等への支援を

行っています。 

 

【パブリックコメント】 

国や地方公共団体などの行政が、新たな行政計画等を作成するときに、その案

を公表し一般からのコメント（意見）を求める制度。 

 

【バリアフリー】 

   障がいのある人等が社会生活をしていく上で「バリア（障がい）」を「フリー(除

く)」にするという意味で用いられ、障がいのある人を取り巻く社会環境における

制度的・文化・情報面の妨げを取り除くこと。 
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【ハローワーク（公共職業安定所）】 

公共職業安定所、略称「職安」、愛称「ハローワーク」は、国（厚生労働省）に

よって設置された、職業安定法に基づく、国民の安定した雇用機会を確保する事

を目的とした施設です。求職者には、就職についての相談・指導、適性や希望に

あった職場への職業紹介、雇用保険の受給手続きを、雇用主には、雇用に関する

国の助成金・補助金の申請窓口業務や、求人の受理などのサービスを提供します。 

 

【ひまわり教室】 

児童福祉法に基づく児童発達支援の事業所。 

 

【福祉事務所】 

社会福祉法に基づき地方公共団体に設置される福祉に関する事務所の一般的な

呼称です。町村は、条例で福祉事務所を設置することができます。 

 

【福祉タクシー】 

高齢者や身体に障害のある人等の病院・施設等への通院などのニーズに対応し

たサービスとして、車いす利用者や寝たきりの人の輸送を目的に、車いす・寝台

（ストレッチャー）のまま乗降できるリフトなどを備えた専用のタクシー車両に

よる輸送サービスです。 

 

【福祉的就労】 

   障がいのある人が授産施設や作業所等の福祉的な支援のある環境で仕事を行う

ことにより、働くことへの意欲や自信を育てるとともに、一般就労（企業等での

就労）に進み、さらに自立した生活ができるよう、継続的な支援を行うこと。 

 

【補装具】 

補装具とは、①身体の欠損または損なわれた身体機能を補完、代替するもので、

生涯に個別に対応して設計・加工されたもの、②身体に装着（装用）して日常生

活または就学・就労に用いるもので、同一製品を継続して使用するもの、③給付

に際して専門的な知見（医師の判定書または意見書）を要するもの、という三つ

の要件を全て満たすものであって、具体的には次の１６種目が厚生労働大臣によ

って告示されています。 

義肢、装具、座位保持装置、盲人安全つえ、義眼、眼鏡、補聴器、車いす、電

動車いす、歩行器、歩行補助つえ（一本つえを除く）、重度障害者用意思伝達装置、

座位保持いす（児童用）、起立保持具（児童用）、頭部保持具（児童用）、排便補助

具（児童用）。 
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【ボランティア】 

社会福祉において、個人の自由な意思により、考え、発想し、行動するという

自発的な行為を行う人です。個人の意志により無償で労力提供等を行うこと。ボ

ランティアの４原則は、「自主性」「社会性」「無償性」「継続性」。 

 

 

■ま行■ま行■ま行■ま行 

【民生委員・児童委員】 

厚生労働大臣から委嘱を受けて一定の地域を受け持ち、社会奉仕の精神をもっ

て地域社会の中で、障がいのある人をはじめ、子どもから高齢者までの福祉のよ

き相談相手としてきめ細かな指導・助言にあたっています。 

 

【みんなのトイレ】 

   身体に障がいのある人、オストメイト（人工的に腹部へ人工肛門や人工膀胱の

排泄口を増設した人）、高齢者、妊婦、乳幼児を連れた者等の使用に配慮したトイ

レ。 

 

 

■や行■や行■や行■や行 

【ユニバーサルデザイン】 

   年齢・性別・身体能力・障がいの有無を問わずに、できるだけ多くの人が利用

可能であるようなデザイン。 

 

【要援護者】 

必要な情報を迅速かつ的確に把握し、災害から自らを守るために安全な場所に

避難する等の災害時の一連の行動をとるのに支援を要する人々。一般的に高齢者、

障がいのある人、乳幼児、妊婦、傷病者、日本語を話すことのできない外国人等

があげられている。 

 

【養護学校】 

心身に障がいのある児童や病弱児に対して、幼稚園、小学校、中学校または高

等学校に準ずる教育を行い、あわせてその障がいを補うために必要な知識、技能

を授けることを目的とする学校です。 

 

【要約筆記】 

聴覚障がい者に、話の内容をその場で文字にして伝える筆記通訳のことです。

「話すスピード」は「書く（入力）スピード」より数倍も速いため全部は文字化

できません。話の内容を要約して筆記するため『要約筆記』といいます。 
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【ライフステージ】 

成長・成熟の度合いに応じた人生の移り変わりをいいます。一般的には、乳児

期、幼児期、児童期、思春期、成人期、壮年期、老年期など人生の節目によって

区分される生活環境の段階を指します。 

 

【理学療法】 

理学療法とは病気、けが、高齢、障害などによって運動機能が低下した状態に

ある人々に対し、運動機能の維持・改善を目的に運動、温熱、電気、水、光線な

どの物理的手段を用いて行われる治療法です。 

 

【リハビリテーション】 

障がいのある人等に対し機能訓練と社会生活への復帰をめざして行われる治療

と訓練をいい、医学的、社会的、職業的、教育的、心理学的などの諸領域に分け

られます。障がいのある人の身体的、精神的、社会的な適応能力回復のための技

術的な訓練をし、社会生活をしていく手段を得るための総体を指します。 

 

【療育】 

   障がいのある子どもが社会的に自立することを目的として行われる医療と保育。 

 

【療育手帳】 

児童相談所や知的障害者更生相談所において、知的障がいと判定された人に対

して交付される手帳。知的障がいのある人に対して一貫した指導・助言を行うと

ともに、各種の支援を受けやすくすることを目的としている。 

 

【レスパイトケア】 

    障がいのある人の家族を一時的に介護から解放することによって、日頃の心身

の疲れを回復し、リフレッシュするための援助。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※にっこりマーケット（展示即売会）の様子（平成 26 年 12 月撮影） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※卓球教室の様子（平成 27 年 2 月撮影） 
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